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第２９回 ブロック総会 開催報告 

協会活動       

・松本南海雄氏旭日小綬章祝賀会 

・第３回 理事会 開催報告 

・９月 月次活動報告 

協会からのお知らせ 

登録販売者試験受験対策支援 

介護情報提供員募集について 

薬剤師資質向上研修ネットセミナー・集合研修 募集のご案内 

各種アドバイザー募集案内 

ダブルライセンス認定制度実施 

健康食品市場創造研究会 

薬剤師賠償責任保険 

｢そらぷちキッズキャンプを創る会」支援募金 

「平成 27年台風 18号等大雨災害被災地支援募金」 

参加協力のご案内 

ドラッグストア業界研究レポート報告会,政治連盟 特別講演 

 開催決定 

行政・団体からのお知らせ 

厚生労働省、経済産業省、公正取引委員会、中小企業庁、 

日本医療機能評価機構、ペットとの共生推進協議会、 

静岡県、岐阜県 

 



日本チェーンドラッグストア協会 

 

協 会 活 動 の ５ 原 則 
 

この５つの原則は、日本チェーンドラッグストア協会設立にあたり、発起された

方々によって確認されたものです。協会活動は、永くこの原則にのっとり、社会・

業界の発展に貢献するものとします。 

 

１．民主的な組織と運営を貫くこと 

この協会の組織や運営には、協会の目的達成以外の論理や秩序を持ち込むこ

となく、さらには会員の派閥や覇権争いの場と化すことなく、各会員の意見

集約とその具現化の場として民主的な運営に努めること。 

 

２．論議の場であること 

この協会は、様々な案件や建議について多くの人々や関係者、有識者の意見

を交換する議論の場であること。 

 

３．会員は協会の目的達成のために力を合わせること 

協会の民主的な手続によって決定された事柄に関して、会員はその実施に当

たり絶大な協力を行なうこと。 

 

４．正義を貫くこと 

この協会の運営に係わる事柄は、得か損かで判断・意思決定するのではなく、

社会的に正しいか否かで判断すべきである。この協会は常に正義を貫くこと。 

 

５．志高き人々の集団たれ 

この協会は、より良い社会、より良い業界、より良い企業づくりに貢献した

いと願う、志高き人々の集団であれ。 



JACDS(2015.10)  

JAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORES 

 

 

 

「日本ヘルスケア協会」という新しい協会の設立準備が進んでいます。この協会は、日本再興戦略のヘルスケ

ア分野における「健康寿命延伸産業の育成」＝「健康寿命の延伸」と「それを支える産業を育成」という画期的な

考えが出されてからの３年間を鑑み、ヘルスケア関連の産業界からの声をしっかりと伝えるために設立されると

いうことです。 

ＪＡＣＤＳはこの新しい協会の設立趣旨に賛同し、連携・協力することが基幹決定されました。ドラッグストアの、

健康寿命延伸における地域での役割なども大いに主張していけると思います。また、既存の旧い団体ではでき

ないような、国民主体の意見具申ができるようになりますので、期待は大変大きいものがあります。 

１１月２日に設立される予定ですので、次号（１１月号）におきまして、その陣容や設立総会の模様などをお伝

えしたいと思います。 

 

 

日本チェーンドラッグストア協会 会報 
ＣＯＮＴＥＮＴＳ 

 
●第２９回ブロック総会 開催報告 

・主催者挨拶 

・会長挨拶並びにＪＡＣＤＳの活動方針について 

・ブロック別開催概要 

・各委員長からの挨拶 

・ドラッグストア業界の現状と課題への対応 

・第５回支部長会 開催報告 

●協会活動           

・松本南海雄 JACDS 名誉会長 旭日小綬章受章祝賀会 

・第３回理事会 開催報告 

・９月度月次活動報告 

●協会からのお知らせ          
登録販売者試験受験対策支援 

介護情報提供員募集について 

薬剤師資質向上研修ネットセミナー・集合研修 募集のご案内 

各種アドバイザー募集案内 

ダブルライセンス認定制度実施 

健康食品市場創造研究会 

薬剤師賠償責任保険 

｢そらぷちキッズキャンプを創る会」支援募金 

「平成２７年台風１８号等大雨災害被災地支援募金」参加協力のご案内 

ドラッグストア業界研究レポート報告会,政治連盟 特別講演 開催決定 

●行政・団体からのお知らせ 
 厚生労働省、経済産業省、公正取引委員会、中小企業庁、日本医療機能評価機構、 

ペットとの共生推進協議会、静岡県、岐阜県 

 

表紙裏  日本チェーンドラッグストア協会 活動５原則 

裏表紙裏  協会ホームページについて 事務局だより 

 

ＪＡＣＤＳ 
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９月１５日（火） 九州ブロック総会 ９月１６日（水） 西日本ブロック総会 

９月２５日（金） 東日本ブロック総会 ９月２９日（火） 中部ブロック総会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主催者挨拶 

今期も組織委員長を拝命いたしましたので、何卒よろしくお願い申し上げます。 

さて、前期組織委員会は業界の繁栄を念頭に、組織強化また情報の共有を中心にしな

がらＪＡＣＤＳ活動、組織と発言力を強化し協会並びに業界の発展を目標に取り組んで参り

ました。正副ブロック長、支部長、また会員の皆様方に多大なご協力を賜りましたこと篤く

御礼申し上げます。 

今期は、青木会長の新体制の下更に組織を強化し、執行部と会員の皆様の距離を短く

したいという思いから、ブロック長は全員が常任理事に、また副ブロック長は理事に任命さ

れました。今まで以上に皆様に情報提供できると思いますのでよろしくお願いいたします。 

様々な課題、問題に取り組むためには組織力、政治力が必要となります。会員の皆様方の絶大な協力をお願

い申し上げてご挨拶に代えさせていただきます。 

第２９回 全国ブロック総会開催 

副会長兼 
組織委員長 
皆川 友夫 
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JACDS 第２９回 全国ブロック総会 開催報告 

 

会長挨拶並びに 
ＪＡＣＤＳの活動方針について 
 
 
 
 
 
 

会長 青木 桂生 
日頃は、協会活動にご理解とご協力いただきありがとうございます。 

協会が設立され１６年目を迎えました。設立当初は２兆円だった産業が、現在は６兆～７兆円規模にな

るまでの大きな成長を遂げました。 

 

また、この春、旭日小綬章を業界で初めて松本名誉会長が授章されました。ドラッグストア業界にとって

大変大きな出来事でした。協会の皆様はじめ、歴代の会長がたの努力の賜物だと思っております。１６年

前、ドラッグストアは通産省の統計にも載らなかった時代から、国から認められた業界の一つに加わりまし

した。地域の中で、われわれは十分に認知されたということではないでしょうか。 

 

現在、少子高齢化、人口減少のなかでドラッグストア業界は踊り場にきています。しかし、時代の求めに

対応するドラッグストアをつくることで、必ずドラッグストア業界は１０兆円産業になります。どう成長させな

がら１０兆円産業をつくっていくかが大きな課題です。 

日本は少子高齢化時代をむかえ、６５歳以上の一人暮らしの方が６００万人と言われています。その人

たちの健康と、生き生きとしていきていける社会構造をつくっていく。これが我々約１万８千あるドラッグスト

ア店舗が社会に対して貢献できる大きな役割ではないかと思います。 

現在、我々の遅れた分野があります。それは、調剤を行なっている店舗が 30％に満たないということで

す。しかし、調剤応需ドラッグストアが果たす役割は非常に大きいと言えます。薬剤師が一人暮らしの老

人の家庭に行き、情報を提供し、医療関係者と行動を共にする。地域の医療機関と連携し、コミュニティを

形成する。薬歴未記入問題がありましたが、これが本来の病歴管理であり、薬歴管理の一端ではないか

と思っております。また、残薬問題も解決できるのではないでしょうか。膨張する医療費を抑え医療制度を

行政と一緒に守っていくことが我々ドラッグストアの役割ではないでしょうか。 

最近、医療費削減が話題となっています。病院前の薬局は診療報酬を削減するなどといわれています。

処方箋は６兆円あると言われていますが、その中でドラッグストアが扱っているのは５％～６％程度です。

これが３兆円になれば、それだけで１０兆円産業を達成できます。薬剤師等の人材確保などの問題を解決

することが課題です。 

それから、いよいよマイナンバー制度が施行されます。来年には社会情勢も変わってくると思います。

我々にとって一番大きなことは患者の情報が一体化されるということです。 

また、今後は１０万人近くいる登録販売者が社会に何ができるかを考えながら、これを確立してゆくのも

一つの大きな役割です。 

しかし、活動するにも社会に訴えるにも資金が必要です。我々は、単なる資金集めではなくそれを活用

し、いかにドラッグストアの地位を築いていくかという大きなテーマがありますので、ご支援ご協力いただき

ますようお願いし、ご挨拶に代えさせていただきます。 
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JACDS 第２９回 全国ブロック総会 開催報告 

 

 

 

 

会 場：ソラリア西鉄ホテル 

参加者：２０名 

時 間：13：30～16：15 支部長会兼ブロック総会 

     16：30～17：30 意見交換会 

 

田中副ブロック長の司会で会は進行されました。 

九州ブロック担当の森ブロック長は挨拶の中で「医薬品の販売は情報提供することが我々の業界人としての

専門性を持った医薬品販売業者の責務ではないかと思います」と話されました。また今期より新しく設立された

政策推進委員会の委員長として、今期の委員会の活動について説明されました。説明の最後に「（行政の対応

について）直近で困ったことや現行のルールでおかしいと思うことがあったら、協会事務局にご連絡いただき、そ

の意見を委員会で検討してゆきたいと思っております。ご意見いただければ幸いです」と挨拶されました。 

 また今回九州ブロックでは新たな試みとして、支部長会と総会を合併して開催しました。 

九州ブロック総会には、登録販売者制度向上委員会 浦上委員長が参加されました。 

 

 

 

 

 

会 場：太閤園 桜苑 

参加者：48 名 

時 間：15：00～17：00 ブロック総会 

     17：15～18：15 意見交換会 

 

西本副ブロック長の司会で会は進行されました。 

西日本ブロック担当の奥谷ブロック長は「今まさにドラッグストアの変換期であり、大きく進化を測る時代です。

製配販が力を合わせドラッグストアでしかできない業界独自の新しいマーケットを自ら手に入れることが業界の

成長の軸であり、最も重要な課題であると考えます。このような変革の社会環境だからこそ、協会として一致団

結し、協会が推進している業界成長のための様沢な取組や活動への参加が重要です。ぜひ皆様方のお力添え

をよろしくお願いします。」と挨拶されました。 

西日本ブロック総会には、第 16 回ＪＡＰＡＮドラッグストアショー実行会 貴島委員長が登壇し、来年 3 月に開

催されるドラッグストアショーの説明をされました。またＪＡＣＤＳ政治連盟 寺西副会長より政治連盟の活動の報

告とご挨拶がありました。 

９月１５日（火） 

九州ブロック 

９月１6日（水） 

西日本ブロック 
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JACDS 第２９回 全国ブロック総会 開催報告 

 

 

 

 

会 場：ホテルグランドパレス 

参加者：47 名 

時 間：15：00～17：00 ブロック総会 

     17：15～18：30 意見交換会 

 

株式会社ヨネキ十字堂の米城専務の司会により総会は進行されました。 

東日本ブロック担当の関ブロック長は挨拶の中で松本名誉会長の旭日小綬章叙勲について「今回の叙勲は

名誉会長個人の物ではありますが、ＪＡＣＤＳ会員皆が受けた勲章であるという認識のもとでお祝いしました。」と

話され祝辞を述べられました。また「ＪＡＣＤＳは業界発展のため様々な活動をしています。業界発展＝自社の発

展です。活動の報告を聞き、理解をしていただければ全員参加型のＪＡＣＤＳとなり、それが伸び代につながるこ

とになると思います。次回のブロック総会は 2 月の開催です。先ほどの支部長会で支部長の皆様にもお願いしま

したが、同じ県の会員やお知り合いに参加を呼び掛けていただき、次回のブロック総会はもっと多くの会員の皆

様に協会の取組をご理解いただきたいと思います。」と話されました。（各委員長からのご挨拶は後ページをご

参照ください） 

 

 

 

会 場：名古屋観光ホテル 

参加者：14 名 

時 間：13：30～16：15 支部長会兼ブロック総会 

     16：30～17：30 意見交換会 

 

長基副ブロック長の司会で会は進行されました。 

中部ブロック担当の榊原ブロック長は挨拶の中で「大変革の時だからこそ会員の皆様のお力が必要で、力を

結集させ業界の再成長を目指さなければなりません。」また松本名誉会長の旭日小綬章叙勲について「9月8日

の祝賀会に参加し、出席された方の話等を聞き、改めて業界発展に尽くされた功績の大きさに感動しました。こ

のパワーをいただき、チャンスとして業界そしてドラッグストアを更なる成長に進めなければならないのだと感じ

ました」と話されました。 

中部ブロックも九州ブロック同様に、支部長会と総会を合併して開催しました。 

９月 25日（金） 

東日本ブロック 

９月 29日（火） 

中部ブロック 
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JACDS 第２９回 全国ブロック総会 開催報告 

■各委員長からの挨拶

標準ＥＤＩ（流通ＢＭＳ）導入の必要性について 

２０２０年にＮＴＴ公衆回線が廃止されます。テレビがアナログからデジタルに変わっ

た時のようなことがシステムの中で起こります。早めの対応をしなければ、ドラッグス

トア業界だけでなく流通業全体が変わるので、システム関係のメーカの手が回らなく

なり入れ替えが間に合わなくなることが懸念されます。「標準 EDI（流通 BMS）業界標

準導入プログラム」を協会ホームページにアップしましたので、参考にしていただけれ

ばと思います。 

 

登録販売者制度向上委員会の活動について 

登録販売者制度向上委員会の目的は「一層の登録販売者の組織化を推進する」「登

録販売者制度を一般生活者にアピールする」「登録販売者が現場で活躍できる環境

整備を目指す」です。日登協と協力して登録販売者のサポートを充実します。日登協

入会を働きかけ、登録販売者の組織化をすすめます。地方行政との強力なパイプづ

くりを目的に支部設立をすすめています。年内には 28 都道府県に支部が設立できる

見込みです。登録販売者の専門家としての地位を確立したいということで邁進してま

いりますので、ご協力のほどお願い申し上げます。 

 

ＪＡＣＤＳ事業活動報告と今後の事業・計画について 

・松本名誉会長の旭日小綬章叙勲祝賀会のご参加ありがとうございました。 

・軽減税率導入への活動については、JACDS 議員連盟の林芳正議員、秋元司議員

と話し合いをしながら進めています。林議員は税調の副会長と秋元議員は委員なの

で、我々の声も届くと思います。 

・協会運営協力費を新たに設立しました。ぎりぎりの値上げです。どうかご協力のほ

どお願いいたします。 

 

そらぷちキッズキャンプの支援活動について 

そらぷちキッズキャンプは、北海道滝川市にある難病と闘う子供のための医療施設

付キャンプ場です。運営するにあたりボランティアや看護師の付き添いが必要で、そ

の資金を提供してゆきたいと考えています。今年は 8 月 7 日に 1700 万円を寄付しま

した。今後も募金活動を継続して行なって参りますので、まだ募金活動を行なってい

ない会員企業様にも是非とも募金箱を店舗に設置し、ご協力よろしくお願い申し上げ

ます。 

 

副会長兼 

業界標準化委員長 

江黒 純一 

 

副会長兼 

登録販売者制度向上委員長 

浦上 晃之 

 

執行委員長 

根津 孝一 

社会貢献委員長 

富山 睦浩 
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JACDS 第２９回 全国ブロック総会 開催報告 

政策推進委員会の課題について 

今期より新しく設立された政策推進委員会の委員長に就任しました。当面の課題は、

軽減税率の導入または日本一般用医薬品連合会主張の１万円からの税額所得控

除かについて、情報を収集し政治家と面談するなどの活動を行っています。また、規

制緩和については多くの課題がありますが、まずは調剤併設店舗（薬局、店舗販売

業）の二重申請を単一申請にできるような働きかけをすること、体外検査薬のスイッ

チＯＴＣ化を拡大させる活動を行います。直近で困ったことや、現行のルールでおか

しいと思うことがありましたら、協会事務局にご連絡ください。よろしくお願いします。 

 

第 16 回 JAPAN ドラッグストアショー開催概要について 

ドラッグストアショー実行委員長を拝命いたしました。実行委員としては 5 年目となり

ます。今回の実行委員は、青年部会と顧問の方々とで取り組んでいます。 

テーマは「街のトータルサポート。暮らしを守るドラッグストア！～ 加速するセルフメ

ディケーション ～」第１回よりセルフメディケーションの啓蒙・推進をしましたが、実践

に向けて取り組んでまいります。また、前回プレビュー開催という名前で木曜日の午

後から開催しましたが、今回は「ビジネス商談会」という名前でバイヤーの方々に来

ていただく時間を設けました。4 年前に全小間回りましたが、その時実感したのが大

きな小間だけでなく 1 小間の企業でも自社の利益となるものがたくさんありました。ぜ

ひ、小さい小間もしっかり見ていただきたいと思います。 

 

■日本医薬品登録販売者協会より

一般社団法人日本医薬品登録販売者協会では、登録販売者を行政および地域生活

者に広く認知される、地域のもっとも身近な医療の専門家としての役割を果たすため、

登録販売者の育成強化を図ってまいります。 

１）第２類医薬品、第３類医薬品の販売力強化（情報提供） 

２）在宅介護食の販売力強化（情報提供） 

３）機能性表示食品の販売力強化（情報提供） 

４）ＡＥＤ、救命講習の実施、５）介護情報提供員（介護情報） 

 

■JACDS 政治連盟より

松本名誉会長は挨拶の冒頭で旭日小綬章叙勲祝賀会の謝辞を述

べられました。政治連盟の活動に関して、JACDS 議員連盟の先生

の中から大臣、副大臣、政務官に就任されています。我々の目標は、

議員立法のできる 20 名の議員の方々を集めることです。少ない資

金の中で、活動しています。皆さんには、年 2回の政治連盟のセミナ

ーにご参加いただきご協力をお願いします。 

九州ブロック長兼 

政策推進委員長 

森 信 

ドラッグストアショー

実行委員長 

貴島 浩史  

日本医薬品登録販売

者協会 会長 

樋口 俊一  

JACDS 名誉会長兼

JACDS 政治連盟会長 

松本 南海雄  

JACDS 名誉会長兼

JACDS 政治連盟副会長 

寺西 忠幸  



JACDS(2015.10)  

JAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORES 

 

 

 

JACDS 第２９回 全国ブロック総会 開催報告 

ドラッグストア業界の現状と課題への対応 

日本チェーンドラッグストア協会 

事務総長 宗像 守 

１．ドラッグストアの経営環境の変化 

１）少子高齢化に向けた国の方針（閣議決定） 

（１）2013 年 6 月日本再興戦略―ヘルスケア市場、健康増進・予防・生活支援関連産業 

  ①健康寿命延伸産業の育成 

     →グレーゾーン関連規制解消、エビデンスある運動、食事の基準 

  ②予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづくり 

     →薬局を地域健康情報拠点としてセルフメディケーションを推進 

  ③食の有する健康増進機能の活用 

     →企業の責任で機能性表示、米国ダイエタリーサプリメントを参考 

  ④医療・介護情報の電子化と促進 

     →医療費の適正化とカルテ・介護情報を基に地域医療・介護連携 

  ⑤医療情報の利活用推進と番号制度導入 

     →国民医療・健康データを活用する医療情報番号制度導入を図る 

  ⑥一般用医薬品のインターネット販売 

     →一般用医薬品のインターネット販売を認める（要指導薬除く） 

  ⑦ヘルスケアポイントの付与 

     →健康づくりモデル（予防）の確立、ヘルスケアポイントの推進 

（２）2014 年 6 月日本再興戦略改訂２０１４ 

  ①昨年策定した「日本再興戦略」では政策ごとに明確な成果指標（KPI：  

    Key Performance Index）を設定して進捗管理してきたが、改訂 2014 

    ではこの 1 年間で KPI の達成にどれだけ前進したかを明らかにした。 

  ②施策の主な進捗状況 

   ・健康産業に関するグレーゾーン解消を推進 

   ・一般用医薬品のインターネット販売を実現 

   ・医療分野の研究開発の司令塔を創設 

   ・先進医療の評価の迅速化等を推進 

  ③新たに取り組む具体的施策 

   ・効率的で質の高いサービス提供体制の確立 

   ・公的保険外のサービス産業の活性化 

   ・個人・保険者・経営者等に対する健康・予防インセンティブの付与 

   ・ヘルスケア産業を担う民間事業者が創意工夫を発揮できる市場環境の整備 

   ・医療用医薬品から一般用医薬品への移行（スイッチ OTC）の促進 
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   ・医療・介護のインバウンド・アウトバウンドの促進 

   ・保険給付対象範囲の整理・検討 

   ・医療・介護の ICT 化     ・その他 

（３）2015 年 6 月日本再興戦略改訂２０１５、骨太方針、規制改革実施計画 

    

２）各省庁におけるドラッグストア業界に関係する施策の状況 

（１）厚生労働省による主な関係施策 

①健康情報拠点薬局（健康づくり支援薬局）に関する検討会 

    →日本再興戦略に基づき、2015 年度中に「充実した設備などを 

       有する薬局を住民に公表する」を受けた検討会 

  ②電子お薬手帳の検討とマイナンバー対応 

    →患者自身がいつでも、どこでも服薬情報を入手できる仕組みに 

  ③保険薬局の独立性と患者の利便性向上の両立 

    →患者本位の利便性を考慮し、現行の構造上の規制を改める 

  ④医薬分業のあり方 

    →経済・政策分業から患者の支持を受ける医薬分業の推進 

  ⑤スイッチ OTC 化の更なる推進 

    →「日本再興戦略」踏まえ、新たなスイッチＯＴＣ化スキーム作成 

  ⑥地域包括ケアシステムの構築 

    →在宅調剤と公的保険外サービスの連携、充実 

  ⑦2016 年から 2018 年 3 ヵ年連続の改定 

    →調剤報酬改定、消費税導入に伴う改定、調剤報酬改定と３年連続 

  ⑧テクニシャン制度とリフィル処方制度の研究 

    →テクニシャン制度とリフィル処方せん、分割調剤の見直し 

（２）農林水産省による主な関係施策 

 ①スマイルケア食の普及推進 

    →今年秋以降にスマイルケア食の基準スタートと輸出促進 

  ②６次産業を通じた農林漁業の成長産業化 

    →日本再興戦略の年２％の実質成長（100 兆円→120 兆円）他 

  ③食文化・食産業のグローバル展開（FBI 戦略） 

    →日本の食産業の海外展開と農林水産物の輸入促進を具現化 

  ④原発事故による諸外国の食品等の輸入規制撤廃・緩和の交渉 

    →輸入規制措置の完全撤廃に向けた諸外国に向けた働かけ 

  ⑤農林水産物と TPP 対応 

    →TPP 対応による国内農林水産業の安定的な持続と対応 
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  ⑥新たな経営所得安定対策の着実な実施 

    →米の生産コスト低減に向けた、機械の共同利用、作期の異なる品種の導入等を支援等 

（３）内閣府による主な関係施策 

①食品の機能性表示制度 

    →迅速な受理番号の交付と売場での情報提供の充実・強化 

  ②消費者安全に関する啓発の推進 

    →食品の安全・安心に関する総合的情報提供 

  ③消費者の安全確保のための施策の推進 

    →事故情報の収集・活用の強化に関する調査、他 

  ④次世代ヘルスケア産業協議会 

    →日本再興戦略に基づくヘルスケア産業育成の課題を解決 

  ⑤「骨太の方針」の確実な実施 

    →経済再生に向けた社会保障制度の公的保険外サービスの拡大    

  ⑥「日本再興戦略」の確実な実施 

    →ヘルスケア産業の創出支援で生産性革命を実現する 

（４）経済産業省における主な関係施策  

①「Ｓ－Ｍ推進に向けたドラッグストアのあり方研究」の実施 

   →日本再興戦略に基づくセルフメディケーション推進のあり方研究 

  ②地域サービス・生活サービスの生産性向上    

   →中心市街地､商店街、ヘルスケアビジネスの先進モデル作り 

  ③健康寿命延伸産業創出推進事業の促進 

   →民間事業者等による実証事業の支援と需要喚起の推進等 

  ④まち・ひと・しごと創生総合戦略 

   →５つの戦略で雇用、地域の経済圏の維持・活性化図る 

      第１ 地域の産業集積の競争力向上 第２ 地域発ベンチャー創出 

        第３ 地域サービス業の生産性向上・市場創出 第４ 地域のブランド化 

        第５ 地域の生活サービスの確保と地域経済圏の再構築 

             －公的保険外サービスの産業化も大きな課題 

  ⑤海外旅行者へのインバウンド対応策推進 

   →昨年１０月より海外旅行者の非課税品目拡大と手続き簡素化 
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２．軽減税率をめぐる動きとその課題 

１）これまでの経緯とＪＡＣＤＳの主張 

（１）自民党、公明党で軽減税率導入を合意（2012 年）し、翌年 4 月より８％へ 

（２）ＪＡＣＤＳで検討し、食品、ＯＴＣ，調剤に軽減税率の適用を求める 

（３）与党税制調査会で業界意見を聞き、ＪＡＣＤＳからも軽減税率導入を主張 

（４）安倍首相は、消費税 10％引き上げを 18 ヶ月先延ばし決定。軽減税率導入も 

 

２）欧州型軽減税率の導入か、日本型（還付型）軽減税率の導入かの議論 

（１）安保法案で遅れていた消費税増税論議が本格化してきた（間に合わない） 

（２）欧州型軽減税率に対する財務省は 

→事業者の切り分けが困難と設備投資過大、税収確保では生活者メリットが少なく、生活者メリットを大と

すると税収困難になるなどの理由から導入したくない 

食品を消費税 8%に据え置いた場合、全品１０％時より 1,5 兆円税収を減らす 

（３）財務省が考えた日本型軽減税率 

（案）マイナンバーは全国民が所有するが、カードの所有は自由で各自が申請し発行してもらう。マイナンバ

ーカードを常備携帯するか否かは自由。マイナンバーカードで買い物し還付ポイントがレシートに記載。

還付は本人がネットで申請する方法 

→マイナンバーの普及、消費の不公平さや困難さで利用者が少ないことを狙ったもの、全額還付でマイナ

ス 5000 億円だが実際の利用者は少なく 2～3000 億円になるもよう 

 

３）ＯＴＣ医薬品の軽減税率か、1 万円以上（当初は２．５万円以上）の控除方式か 

（１）日本一般用医薬品連合会が、医療費控除と別枠で所得控除を要求しているもの 

（２）世帯当たり 1 万円を越える金額について、確定申告を行い還付請求を行なう 

（３）還付金額は所得より異なるが、平均世帯年収では概ね年間ＯＴＣ購入額 2 万円支出世帯は 1000～2000 円

前後、3 万円支出世帯では 2000～4000 円前後となる   

（４）店舗ではＯＴＣ医薬品と他の商品とを区別したレシート発行が必要（レジシステム） 

  →消費者メリットがどれだけあるか。還付申請する人がどれだけいるか。ＯＴＣ医薬品の拡大につながるか

（現在のＯＴＣ医薬品をこれ以上使用するか）。設備投資にどれだけかかるか、その回収は可能か。対応

しない小売のマイナスイメージにならないか。税務署対応および作業･振り込みコストの増大化。などなど

多くの疑問がある 

  →ＪＡＣＤＳは、もともとセルフメディケーション推進啓発と不公平の無い制度として、ＯＴＣ医薬品の軽減税率

を求め、与党税制協議会および記者発表を行なった 

 

４）今後の動きと今後の業界の課題 

（１）議論はこれからが本番―税収増状況と景気低迷から消費税増税再延長もあり得る 

（２）軽減税率およびＯＴＣ医薬品控除におけるＪＡＣＤＳの主張内容をどうするか 
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（３）与党税制協議会および関係行政との調整、システム導入に関するコスト軽減策など 

（４）会員にご意見の集約、常任理事会での検討、政策推進委員会などの活動を行う 

 

３．ドラッグストア業界の現状 

１）ドラッグストア業界の規模（平成 26 年 12 月調べ） 

（１）売上げ規模  ６兆６７９億円（前年比１０１％）ここ数年の伸びは鈍化傾向 

（２）店舗数    1 万７９５３店舗、毎年店舗数は 300～500 店舗が増加している 

（３）調剤併設 6000 店舗強、調剤の応需枚数増加、国試合格率低迷で薬剤師確保困難に 

（４）店舗状況  150 坪を越える店舗が５５％で大型化、その一方で１店舗当たり年間平均売上げは、３億３７９

９万円であり、前年を下回る傾向 

 

２）ドラッグストアの商圏環境 

（１）消費者の高齢化と世帯人数の減少（単身世帯の増加）、商圏内人数の減少 

（２）競争の激化とますます進む商圏の「狭小商圏化」（商圏距離縮小、人口減少）傾向 

（３）過疎化、高齢化、買い物困難者の増加 

（４）コンビニ、ネット販売などの他業態との競争が激化 

（５）局地的に中国旅行者等によるインバウンド需要（爆買い）に沸く  その他 

  →これまでの成長プロトタイプでは、今後の業界成長は難しいと思われる 

 

３）調剤薬歴不適切対応問題と対応 

（１）本年２月に問題化、ＪＡＣＤＳではすぐ対策本部を立ち上げ再発防止策を講じた 

（２）厚生労働省保険局からの自主点検要請、医薬食品局からの員数調査への対応 

（３）会員企業、常任理事会当に検討いただき、多くの対策対応策を行い宣言を公表  

（４）厚労省より自主点検要請が公表されたが、現在さほど問題になっていない状況 

  →この問題は「雨降って地固まる」となり、とりあえずこれで終止符となるのではないかと思う。但し、自主返

戻や今後の対応等は速やかに正しく行なっていただきたい。この問題が、調剤報酬の検討や協議にどれ

だけ影響するかは未知数。対策本部は、コンプライアンス委員会に引き継がれた 

 

４）規制改革推進室への要望 

（１）調剤併設店舗（薬局、店舗販売業）の二重申請に関する要望 

（２）検体測定室のガイドラインに関する要望 

（３）ドラッグストアにおける動物用医薬品取り扱いに関する要望 

（４）機能性表示食品の届出に関する要望 

（５）機能性表示食品ガイドラインの届出エビデンス（ＳＲ）等に関する要望 

（６）能性表示食品ガイドラインの栄養機能食品等の適用に関する要望 

（７）医薬品及び体外検査薬のスイッチＯＴＣ化に関する要望 
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（８）薬剤師の健康情報提供に関する要望 

（９）調剤助手（テクニシャン）に関する要望 

（１０）規制改革推進室に要望―目的を達成する内容になっているかどうかチェックを 

（１１）その他 

→次回行なわれる規制改革推進会議に参考人ヒアリングとして参加し、意見を述べることになっている。（日

時は未定） 

 

５）その他 

（１）「電子おくすり手帳」の検討会 

→マイナンバー制度や薬歴管理情報の一元化、かかりつけ薬局、マネジドケア等の流れが加速する可能

性が大きい（長期的にはチェーンドラッグに有利と思われる） 

（２）本年４月より「機能性表示食品スタート」 

  →半年間は、新制度導入ランニング期間、いよいよ本格的な商品開発およびドラッグストアでの販売が可能

となり巨大マーケットが形成される。現在、消費者庁とその協議をおこなっており、１０月１５日に説明会を

開催する。（別紙参照のこと） 

（３）本年末より「スマイルケア食」の販売がスタートする 

  →在宅介護食の巨大マーケットを創造する「スマイルケア食」がスタートする。本年は、青Ｄマークが発売され

る。ドラッグストア向けのものとして農水省が取り組む。 

この件も、１０月１５日に説明会を開催する。（別紙参照のこと） 

 

４．ドラッグストア業界の課題と取り組み 

１）ドラッグストア業界の課題 

（１）狭小商圏への対応 

  →商圏人口は、近く現在の３分の２となる。現在のプロトタイプでは成り立たない。狭小商圏だからできる、品

揃えとサービスを行なうこと 

（２）新しい制度や新しい技術の導入と対応 

  →どんどん必要とされる制度や技術が変化する。賛成か反対かは別として、これに対応できない企業は淘汰

される。的確な情報提供と自社での効果的導入と活用を行う 

（３）マーケット拡大への対応 

  →マーケット拡大には、マーケットシフトとマーケット創造とがある。機能性表示（健康）食品、スマイルケア食

品は、他の業態より有利なマーケットの創造カテゴリーである。ドラッグストア自らマーケットを創り出す、

積極的な対応が求められる 

 

（４）新しい社会的機能･役割への対応 

  →ドラッグストアでなければできない、専門性、利便性、サービス、情報提供をつくり出すこと。家族や家族同

然のペットの生活や健康に関した問題、希望の解決できるストアになる。自店で解決できないことは専門

家や専門施設につなぐ「街の健康ハブステーション」になることが求められる 
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（５）狭小商圏チェーンドラッグプロトタイプの開発 

 →狭小商圏チェーンドラッグが次の成長業企業になる。これを実現するには、経営の物差しを変えることと、

個店強化型の新しいチェーンオペレーションシステムが重要である。現在のプロトタイプで満たされるニ

ーズは、新商品の入れ替えやレイアウト変更、売れ筋管理では満たせなくなってきていると思うこと 

 

２）ドラッグストア業界の取り組み（プロジェクトの設置） 

（１）プロジェクトの設置の目的 

  →ＪＡＣＤＳ（業界方針決定、環境整備）とＤＭＳ（事業研究、推進）とが連携し、関係する行政、団体、企業、

有識者、その他と連携し、セルフメディケーションを実現するとともに、市場を創造する 

（２）設置する普及推進プロジェクト（ＰＴ） 

  ①セルフバイタルチェック普及推進ＰＴ 

  ②機能性表示食品、スマイルケア食（在宅介護）普及推進  

  ③健康体操、運動普及推進ＰＴ 

  ④突然死撲滅とＡＥＤ機器普及推進ＰＴ 

  ⑤情報提供システム構築と普及推進ＰＴ（Ｂ２Ｂ、Ｂ２Ｃ、Ｃ２Ｃ） 

  ⑥ＤｇＳ機能評価と健康ハブステーション機能普及推進ＰＴ 

  ⑦その他の普及推進ＰＴ（在宅介護など）  

（３）研究事業「３６５日２４時間営業の研究と普及推進」 

  ①全国ドラッグストアで２４時間営業の実現を目指す 

  ②ＤｇＳの商品、サービス、専門家を活用し在宅ニーズへ対応 

  ③新しい経営の物差しの開発を行い、社会的価値と成長を両立 

（４）今後の予定について 

  ①マーケット拡大カテゴリーの新制度活用セミナーの開催 

→「機能性表示（健康）食品制度における届け出および販売方法の説明会」（消費者庁説明）と「スマイルケ

ア（在宅介護）食の内容と今後の対応の説明」（農水省説明）の説明会を１０月１５日実施予定 

  ②商品開発研究視察会の実施 

  →機能性表示（健康）食品の製造の全てを公開し説明する。商品仕入れの方には、原価構造や商品選択の

力がつく。ＰＢ商品開発希望の企業の方には、そのノウハウを学べる視察セミナー、１０月２８日に予定。 

 

３）ドラッグストア業界が更なる成長を実現するために 

（１）垂直連携、水平連携、業際連携の大切さ 

（２）ＪＡＣＤＳ（業界）が行うべきこと 

（３）ドラッグストア企業各社が行うべきこと 

（４）業界発展のため、直接、間接的活動に、ご理解、ご参加、ご協力をお願いします 

 →ドラッグストア業界が１０兆円産業になることが、社会にとって大きな利益になることが重要である。「やれる

ことをやる」「やれるところからやる」から「やるべきことをやる」業態集団でありたいと願う 
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４）会員様へのお願い 

（１）協会運営協力費の納付をお願いします 

 →ドラッグストア環境の変化、事業の多角化・複数化等により、店舗数に比例した運営協力金額の納付をお願

いします。本年度は、半期分（１／２）の納付をお願いします 

（２）政治連盟および政治連盟主催セミナーへのご協力お願いします 

 →ＪＡＣＤＳ活動にとって政治連盟活動は極めて重要ですが、現在わずかな金額（日薬の１／２０程度）で運営

しています。政治連盟への個人入会、政治連盟主催セミナーへのご協力をお願いいたします 

（３）社会貢献活動「そらぷちキッズキャンプ」募金活動にご協力をお願いします 

 →ご協力いただいている企業様によって毎年 2000 万円弱の金額を寄付しております。まだ、募金活動を行っ

ておられない企業様のご協力をお願いいたします 

（４）ＪＡＣＤＳ活動への参加、ご協力をお願いいたします 

 →ＪＡＣＤＳは、多くの事業活動の実施、救済・支援活動、プロジェクトの実施、国内外のセミナーなどを実施し

ております。ぜひ、ご参加、ご協力くださいますようお願い申し上げます。また、必要によっては、お取引先

への呼びかけもお願いいたします 
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 ブロック総会と同日に開催の支部長会は、今回５回目となりました。 

 九州ブロックと中部ブロックは正会員数が少ないため、総会と支部長会を合併し、一般の会員の皆さんも同席

する中で支部長会を開催しました。 

 東西の支部長会には、ブロック長、副ブロック長、支部長、皆川組織委員長の参加で開催されました。オブザ

ーバーとして樋口副会長（日本医薬品登録販売者協会 会長）、浦上登録販売者制度向上委員長、宗像事務総

長が出席されました。会の運営は、副ブロック長の司会とブロック長の議事進行で進められました。東日本ブロ

ックの支部長会には、日本医薬品登録販売者協会の４支部の会長もご参加いただきました。 

 ７月の末から依頼をした、支部長の地域薬務課への訪問は、前回と合わせ 41 都道府県で実施することができ

ました。それぞれの支部長から、訪問の報告をしていただきました。２回目の訪問となった支部でも、課長や窓

口担当が異動されたため、協会の概要や活動内容を説明することで終始したという報告も聞かれました。協会

の活動をご理解いただき相互理解を深めるため、年２回の訪問を継続的に行っていただくことを組織委員長、ブ

ロック長から改めて依頼されました。 

行政からは、登録販売者についての質問や要望が多く、関心の高さがうかがわれました。また「支部で集会や

勉強会などが実施されるときは、講師としてぜひ呼んでほしい」というお申し出や、「協会の活動は理解したが、

支部の活動はどのようになっているのか」というご質問も数県からいただきました。支部長からは、都道府県庁

だけでなく、政令指定都市や保健所も訪問したほうが良いのではという意見もあり、組織委員会で検討すること

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５回 支部長会 開催報告 

西日本ブロック 支部長会（太閤園 迎賓館） 

日 時：９月１６日（水）参加県：１１県 

東日本ブロック 支部長会（ホテルグランドパレス） 

日 時：９月２５日（金）参加県：１５県 
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お知らせ 

組織委員会組織図 

地区支部 県 地区支部長

富山　睦浩

(株)サッポロドラッグストアー　代表取締役会長

青森・岩手・宮城 西郷　辰弘

秋田・山形・福島 (株)薬王堂　代表取締役

(株)セキ薬品 茨城・栃木・群馬 本橋　勝

代表取締役社長 埼玉・長野・新潟 ウエルシア薬局(株)　人事総務本部　部長

(株)ヨネキ十字堂

代表取締役社長 千葉・東京 石田　岳彦

神奈川・山梨 （株）ＣＦＳコーポレーション　代表取締役副社長

長基　健司

(株)コメヤ薬局　代表取締役

榊原　栄一

(株)スギ薬局 (株)スギ薬局　代表取締役社長

代表取締役社長

(株)コメヤ薬局

代表取締役

滋賀・京都・大阪 槌屋　茂康

兵庫・奈良・和歌山 ウエルシア薬局(株)　顧問（業界団体対応）

鳥取・島根・岡山 北山　佑二

広島・山口 金光薬品(株)　代表取締役

シグマ薬品(株) 佐藤　均

代表取締役 (株)よどや　取締役会長

(株)ニシイチドラッグ

代表取締役社長

福岡・佐賀・長崎・熊本 木元　伸一

大分・宮崎・鹿児島・沖縄 (株)ミズ　代表取締役社長

(株)ドラッグストアモリ

代表取締役社長

(株)くすりのコーエイ

代表取締役社長

北関東支部

南関東支部

ブロック

関　伸治

東日本ブロック

ブロック長

副ブロック長 米城　清司

富山・石川・福井

静岡・愛知・岐阜・三重

中部ブロック

ブロック長 榊原　栄一

北海道支部

北陸支部

東海支部

北海道

東北支部

西本　誠

副ブロック長 長基　健司

西日本ブロック

徳島・香川・愛媛・高知

組
織
委
員
会

九州ブロック 九州支部

近畿支部

中国支部

四国支部ブロック長 奥谷　英一

副ブロック長

委員長　皆川　友夫

(株)アカカベ　代表取締役会長

ブロック長 森　信

副ブロック長 田中　元伸

第 30 回ブロック総会 開催について 

次回のブロック総会は、正会員、賛助会員の参加で開催されます。ぜひご参加ください。 

西日本ブロック 中部ブロック 東日本ブロック 九州ブロック

2月4日（木） 2月5日（金） 2月12日（金） 2月19日（金）

太閤園迎賓館　 名古屋 観光ホテル ホテルグランドパレス ソラリア 西鉄ホテル

総会 15：00～17：00 14：45～16：45 15：00～17：00 14：45～16：45

意見交換会 17：15～18：15 17：00～18：00 17：15～18：30 17：00～18：00

開催日

開催場所

開
催
時
間
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組織委員会 支部一覧（H27.9.1 現在） 

  
東日本ブロック ブロック長　関　伸治　　　副ブロック長　米城　清司

北海道地区支部長 富山　睦浩 株式会社サッポロドラッグストアー 代表取締役会長

北海道支部長 富山　睦浩 株式会社サッポロドラッグストアー 代表取締役会長

東北地区支部長 西郷　辰弘 株式会社薬王堂 代表取締役

青森県支部長 櫻井　清 株式会社丸大サクラヰ薬局 代表取締役

岩手県支部長 西郷　辰弘 株式会社薬王堂 代表取締役

宮城県支部長 米城　清司 株式会社ヨネキ十字堂 代表取締役社長

秋田県支部長 高橋　康雄 株式会社ツルハホールディングス 東北店舗運営本部　第三店舗運営部長

山形県支部長 山澤　廣 株式会社ヤマザワ薬品 代表取締役社長

福島県支部長 山口　仁 山口薬品株式会社 代表取締役社長

北関東地区支部長 本橋　勝 ウエルシア薬局株式会社 人事総務本部　部長

茨城県支部長 小林　三男 株式会社コヤマ薬局 代表取締役

栃木県支部長 本橋　勝 ウエルシア薬局株式会社 人事総務本部　部長

群馬県支部長 江黒　純一 株式会社クスリのマルエ 取締役会長

埼玉県支部長 関　伸治 株式会社セキ薬品 代表取締役社長

長野県支部長 佐野　訓久 株式会社とをしや薬局 代表取締役

新潟県支部長 西野　利昭 株式会社マツモトキヨシ甲信越販売 代表取締役

南関東地区支部長 石田　岳彦 株式会社CFSコーポレーション 代表取締役副社長

千葉県支部長 根本　光男 株式会社千葉薬品 取締役副社長

東京都支部長 師岡　伸生 株式会社トモズ 代表取締役社長

神奈川県支部長 山本　久雄 株式会社クリエイトエス・ディー 代表取締役会長

山梨県支部長 板山　和正 株式会社イタヤマメディコ 代表取締役社長

中部ブロック ブロック長　榊原　栄一　　副ブロック長　　長基　健司

東海地区支部長 榊原　栄一 株式会社スギ薬局 代表取締役社長

静岡県支部長 高田　智生 ウエルシア薬局株式会社 人事総務本部　執行役員

愛知県支部長 榊原　栄一 株式会社スギ薬局 代表取締役社長

岐阜県支部長 山口　眞里 中部薬品株式会社 代表取締役社長

三重県支部長 杉浦　幹夫 株式会社スギ薬局 中部第二営業統括部 統括部長

北陸地区支部長 長基　健司 株式会社コメヤ薬局 代表取締役

富山県支部長 藤井　均 ウエルシア薬局株式会社 監査役

石川県支部長 長基　健司 株式会社コメヤ薬局 代表取締役

福井県支部長 亀丸　博史 株式会社クスリのアオキ 執行役員総務部長

西日本ブロック ブロック長　　奥谷　英一　　副ブロック長　西本　誠　　

近畿地区支部長 槌屋　茂康 ウエルシア薬局株式会社 顧問

滋賀県支部長 藤岡　平一郎 株式会社レークメディカル 代表取締役

京都府支部長 藤田　哲 株式会社フジタ薬局 代表取締役

大阪府支部長 槌屋　茂康 ウエルシア薬局株式会社 顧問

兵庫県支部長 浦上　晃之 ゴダイ株式会社 代表取締役

奈良県支部長 竹田　清司 株式会社タケダドラッグ 代表取締役

和歌山県支部長 廣岡　聖司 株式会社廣甚 代表取締役社長

中国地区支部長 北山　佑二 金光薬品株式会社 代表取締役

鳥取県支部長 乾　康彦 株式会社イヌイ 代表取締役社長

島根県支部長 飯塚　正 株式会社ジュンテンドー 代表取締役社長

岡山県支部長 北山　佑二 金光薬品株式会社 代表取締役

広島県支部長 梶原　秀樹 株式会社ププレひまわり 代表取締役

山口県支部長 冨永　幸朗 株式会社岩崎宏健堂 代表取締役社長

四国地区支部長 佐藤　均 株式会社よどや 取締役会長

徳島県支部長 埴渕　一夫 株式会社キョーエイ 代表取締役社長

香川県支部長 三橋　信也 株式会社レデイ薬局 代表取締役社長

愛媛県支部長 三橋　信也 株式会社レデイ薬局 代表取締役社長

高知県支部長 佐藤　均 株式会社よどや 取締役会長

九州ブロック ブロック長　森　信　　　副ブロック長　田中　元伸　

九州地区支部長 木元　伸一 株式会社ミズ 代表取締役社長

福岡県支部長 平野　健二 株式会社サンキュードラッグ 代表取締役社長

佐賀県支部長 木元　伸一 株式会社ミズ 代表取締役社長

長崎県支部長 松下　琢磨 JR九州ドラッグイレブン 代表取締役社長

熊本県支部長 上野　景昭 株式会社同仁堂 取締役社長

大分県支部長 宇野　正晃 株式会社コスモス薬品 代表取締役社長

宮崎県支部長 宇野　正晃 株式会社コスモス薬品 代表取締役社長

鹿児島県支部長 山崎　邦夫 株式会社マツモトキヨシ九州販売 代表取締役社長

沖縄県支部長 田仲　康志 株式会社サウスウエスト 代表取締役



JACDS(2015.10)  

JAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORES 

 

 

 

 

松本南海雄 JACDS名誉会長 旭日小綬章受章祝賀会 

今春の叙勲で、旭日小綬章を受けられた松本南海雄名誉会長の祝賀会が、９月８日（火）１７時より、日本チ

ェーンドラッグストア協会会長 青木桂生氏を代表発起人とし、帝国ホテル２階「孔雀の間」にて開催されました。

協会の正会員やお取引先様・業界関係者、政界関係者約 1000 人の方々と、業界初の叙勲を祝いました。 

 

発起人を代表して、日本チェーンドラッグストア協会 青木会

長が「初代会長として 10 年間にわたり会長を務められ、ドラッ

グストア業界の成長と業界の発展に尽力された功績が評価さ

れたものと思います。今後も業界発展のためご指導お願いし

たい」と祝辞を述べられました。 

続いて JACDS 議員連盟会長の林芳正議員、取引先代表と

して株式会社ＰＡＬＴＡＣの三木田國夫会長が挨拶。安倍晋三

内閣総理大臣の祝電が読み上げられました。 

松本名誉会長は挨拶の中で、日本チェーンドラッグストア協

会について「業界の発展の中に企業の発展があるという思い

から、ライバル企業とも手を取り合って問題の解決にあたって

きました。この度の受賞はドラッグストアが国民生活のインフ

ラと認められた証であり、皆様と地域発展、業界発展、国民生

活向上に尽くしてきたことが報われたと思っています。旭日小

綬章は業界の皆様に頂いたものであり、まず私がはじめに代

表して頂いたものであると考えています」と感謝の言葉を述べ

られました。 

 その後、来賓の方々による鏡開きが行われ、寺西忠幸名

誉会長が乾杯挨拶をされました。松本名誉会長のお孫さんか

ら花束が贈呈されるサプライズの後、宗像守事務総長が中締

めの挨拶をされました。

青木会長 挨拶 

松本名誉会長 挨拶 

寺西名誉会長 乾杯 
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平成２７年度第３回理事会開催報告 
今年度上半期の活動と今後の活動について報告 

 

平成２７年度第３回理事会が、平成２７年１０月９日（金） メルパルク東京４階「孔雀の間」で理事３２名、監事

２名が参加して行なわれました。 

冒頭、青木会長からご挨拶をいただいた後、参加の理事・監事からもご挨拶と近況についてご報告いただき

ました。 

特に、軽減税率への対応や調剤併設店の二重申請の問題、セルフメディケーション推進プロジェクトに向けた

今後の対応などの重点課題については、詳細な報告が行われ、ご理解、協力をお願いしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JACDS ９月 月 次 活 動 報 告 
  

 

  

日付・場所 事業活動 活動・討論・検討内容 出席者

９月２日（水）
ＪＡＣＤＳ東京事務所
１６：００～１８：００

第４回防犯・有事委員会

１．古物営業法施行規則の改正について
２．地方自治体との災害時物資供給協定の締結について
３．各種活動実施状況報告
　１）防犯対策関連
　　・2014年度　全国万引被害実態調査報告について
　　・大量窃盗情報報告について
　２）有事対応関連
　　・ネパール地震支援について
　　・有事発生時の衛星電話連絡網の変更について
４．その他

４名

９月４日(金)
ＪＡＣＤＳ東京事務所
１７：００～１８：００

第８９回ＪＡＣＤＳ記者意見交換会

１．松本南海雄名誉会長　旭日小綬章受章祝賀会について
２．プロジェクトの設置及び研究事業について
３．機能性表示食品制度について
４． 規制改革推進室への要望について
５．電子版お薬手帳の検討会の進捗について
６．今後の計画
７．その他

２０名

９月１０日(木)
ＪＡＣＤＳ東京事務所
１０：００～１３：００

第２回ドラッグストアショー実行委員会

委員長　挨拶
１．出展促進活動報告
２．ＪＡＣＤＳ会員ゾーン（案）について
３．イベント計画一覧（案）について
４．イベントステージプログラムについて
５．海外来場動員（案）について
６．今後の実行委員会開催日程について
７．その他

１０名
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JACDS ９月 月 次 活 動 報 告 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

日付・場所 事業活動 活動・討論・検討内容 出席者

９月１５日(火)
ソラリア西鉄ホテル
１３：３０～１６：１５

第２９回九州ブロック総会・支部長会

１.九州ブロック長 挨拶及び政策推進委員会の課題
２.組織委員長　挨拶及び「ＪＡＣＤＳ組織委員会の方針」について
３.「ＪＡＣＤＳの現状と今後の方針」と「日本医薬品登録販売者協会活動」について
４.JACDS県支部の組織化報告と地域行政訪問について
５.登録販売者制度向上委員会の活動について
６.「ＪＡＣＤＳ事業活動報告と今後の事業計画」
    及び「ドラッグストア業界の現状と課題への対応」について

２０名

９月１６日(水)
太閤園

（１３：００～１４：４５）
第２９回西日本ブロック支部長会

ブロック長挨拶
組織委員長挨拶
１．行政訪問の報告について
２．登録販売者の職能確立と組織化について
３．その他

１６名

９月１６日(水)
太閤園

（１５：００～１７：００）
第２９回西日本ブロック総会

１.西日本ブロック長　挨拶
２.組織委員長　挨拶及び「ＪＡＣＤＳ組織委員会の方針」について
３．「ＪＡＣＤＳの現状と今後の方針」と「日本医薬品登録販売者協会活動」について
４.政治連盟活動について
５.第１６回ＪＡＰＡＮドラッグストアショ―の開催概要について
６.「ＪＡＣＤＳ事業活動報告と今後の事業計画」
　　及び「ドラッグストア業界の現状と課題への対応」について

４８名

９月１８日（金）
日本薬業共同事務所

（虎ノ門）
１６：００～１７：００

第９３回定例合同記者会

１．日本チェーンドラッグストア協会から
　１）松本南海雄名誉会長　旭日小綬章受章祝賀会について
　２）平成２７年 台風１８号大雨災害について
　３）消費税増税および所得控除について
　４）「健康づくり支援薬局（仮称）」について
　５）電子版お薬手帳の検討会　進捗報告
　６）ドラッグストア業界の今後の取組みについて
　７）第２９回ブロック総会
　８）次回の開催案内
２．日本医薬品登録販売者協会から
　全国で２１番目となる都道府県支部
　日本医薬品登録販売者協会　愛知県支部 愛知県登録販売者協会設立
３．日本置き薬協会から
　「配置販売業を世界無形文化遺産」に、とは。

２５名

９月２５日(金)
ホテルグランドパレス
（１３：００～１４：４５）

第２９回東日本ブロック支部長会

ブロック長挨拶
組織委員長挨拶
１．行政訪問の報告について
２．登録販売者の職能確立と組織化について
３．その他

１７名

９月２５日(金)
ホテルグランドパレス
（１５：００～１７：００）

第２９回東日本ブロック総会

1.東日本ブロック長　挨拶
2.組織委員長　挨拶及び「ＪＡＣＤＳ組織委員会の方針」について
3.ＪＡＣＤＳの現状と今後の方針について
4.政治連盟活動について
5.ＪＡＣＤＳ事業活動報告と今後の事業計画について
6.標準ＥＤＩ（流通ＢＭＳ）導入の必要性につい
7.登録販売者制度向上委員会の活動について
8.日本医薬品登録販売者協会の活動について
9.ドラッグストア業界の現状と課題への対応について

４７名

９月２９日(火)
名古屋観光ホテル

（１３：３０～１６：１５）
第２９回中部ブロック総会・支部長会

1.中部ブロック長　挨拶
2.組織委員長　挨拶及び「ＪＡＣＤＳ組織委員会の方針」について
3.ＪＡＣＤＳの現状と今後の方針について
4.JACDS県支部組織化報告と地域行政訪問について
5.登録販売者制度向上委員会の活動について
6.日本医薬品登録販売者協会の活動について
7.「ＪＡＣＤＳ事業活動報告と今後の事業計画」
　　及び「ドラッグストア業界の現状と課題への対応」について

１４名

９月２８日（月）
ＪＡＣＤＳ東京事務所
１１：３０～１４：３０

第１回法制委員会

議事
委員長　挨拶　委員紹介
１．活動目的について
２．活動テーマについて
３．委員会の運営について
４．その他

９名

９月３０日（水）
ＪＡＣＤＳ東京事務所
１０：００～１２：００

第１回調剤推進委員会

議事
委員長　挨拶
１．委員紹介
２．今期の活動テーマ、取り組み方策等について
３．その他

６名

９月３０日（水）
ＪＡＣＤＳ東京事務所
１６：００～１８：００

第２回勤務薬剤師会

議事
会長　挨拶
１．新任委員紹介
２．勤務薬剤師会の活動について
　１）活動報告
　　（１）城西大学ファーマシインターンシップについて
　　（２）電子お薬手帳の検討会について
　２）今後の活動について
　　（１）薬学教育6年制　実務実習受け入れ店舗について
　　（２）「薬と健康の週間」について
　　（３）薬剤師の教育について
３．ＪＡＣＤＳ活動の近況について
４．その他

９名



JACDS(2015.10)  

JAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORES 

 

協会からのお知らせ 
次々ページ以降に各項目の詳細資料を収載しています。 

 

１.登録販売者試験受験対策支援 

☆平成 27年度 登録販売者試験情報（平成 27年 10月 13日一般社団法人 日本薬業研修センター調べ）を

掲載しました。【資料 後頁 1ページ分あり】 

 

☆登録販売者試験受験対策 2014年実施過去問題集及び共通テキスト（2015年度改訂版）は現在販売中です。

お申込者には随時発送しております。詳しくは次の案内をご覧ください。 

ご案内 URL：http://www.jacds.gr.jp/tourokuhanbaisya/text_kakomon_2015.pdf 

申し込み用紙 URL http://www.jacds.gr.jp/tourokuhanbaisya/moushikomi_2015.xls 

 

☆ヘルス＆ビューティ用語事典、ドラッグストア・流通用語事典も引き続き販売しております。ご案内と申込用

紙はこちらをご覧ください。 

ご案内 URL：http://www.jacds.gr.jp/yougo/yougoannai.pdf 

申し込み用紙 URL http://www.jacds.gr.jp/yougo/yougomoushikomi.pdf 

 

２.介護情報提供員の募集について 

「介護」に関する様々な内容の概要や介護情報へのアクセス手段等の説明を行うサポートは、店舗の信頼をよ

り高めるものです。ぜひ、地域生活者の信頼を勝ち得ることができる「介護情報提供員」を養成し、今後、介護に

関する情報提供体制の環境づくりにご活用願います。 

【資料 後頁 2ページ分あり】 

 

３．薬剤師資質向上研修ネットセミナー・集合研修募集のご案内 

薬剤師への継続研修の実施は「指針の策定」と同様に開設者に求められる義務です。本研修は、厚生労働省

に提出し確認していただいた研修内容に沿って実施いたします。 

【資料  後頁 2ページ分あり】 

 

４.「アドバイザー養成講座」受講生募集中 

ヘルスケアアドバイザー10月生、漢方アドバイザーの12月生の募集を開始します。一人でも多くの方が受講し、

各店頭でのアドバイスのスキルアップを目指してください。 

【資料 後頁 3ページ分あり】 

  

http://www.jacds.gr.jp/tourokuhanbaisya/text_kakomon_2015.pdf
http://www.jacds.gr.jp/tourokuhanbaisya/moushikomi_2015.xls
http://www.jacds.gr.jp/yougo/yougoannai.pdf
http://www.jacds.gr.jp/yougo/yougomoushikomi.pdf
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５.ダブルライセンス認定制度を実施 

 JACDS では、医薬品の専門家である薬剤師や登録販売者でアドバイザーを取得した方や、複数のアドバイザ

ーを取得した方を、新しい認定名をつけ、生活者の信頼や本人の自信を高める人材育成につなげていくこととな

りました。ぜひ、企業や店舗の成長に貢献する人材育成の制度として、ご活用ください。 

【資料 後頁 2ページ分あり】 

６.健康食品市場創造研究会  

健康食品・介護食品の新しいマーケット創造はリアル店舗でないと実現しません。今後、日本で健康食品市場を

拡大するにためには小売業が連携し、製・配・販が協働する研究会を行う必要があります。この研究会はスパー

マーケットやドラッグストアの企業や団体が参画し、メーカー・卸・サポート企業が協働することで健康食品市場

を拡大させる唯一の研究会です。【資料 後頁５ページ分あり】 

 

７.「薬剤師賠償責任保険」のご案内 

 薬局（店舗販売業）契約、勤務薬剤師契約ともに毎月、中途加入が可能です。別紙詳細を参照のうえ、ぜひご

加入ください。【資料 後頁３ページ分あり】 

 

８.「そらぷちキッズキャンプを創る会」支援について 

 今年も引き続き、ＪＡＣＤＳではそらぷちキッズキャンプ募金を支援しています。ご協力をお願いします。 

【資料 後頁 1ページ分あり】 

 

９.「平成２７年台風１８号等大雨災害被災地支援募金」参加協力のご案内 

台風 18号に伴う大雨により、平成２７年９月９日から１１日にかけて、関東・東北地方の広い範囲で人

的・物的被害が発生しました。９月１２日の時点で、茨城県、栃木県、宮城県の 26 市町村に対して災害救

助法が適用されています。 

この災害に対し、日本チェーンドラッグストア協会の会員企業様におかれましては、是非とも、募金活動

を個々で実施していただきたいと思っております。日本チェーンドラッグストア協会としましては募金額を集

計し、お客様にご報告したいと考えております。 

つきましては、募金活動の期間、方法、送金の手続きなどは、後ページをご参照ください。 

【資料 後頁３ページ分あり】 

 

１０. ドラッグストア業界研究レポート報告会,政治連盟 特別講演 開催決定 

 11月 26日（木）ホテルグランドパレス（東京）で開催します。 

【資料 無し】 
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一般社団法人　日本薬業研修センター調べ（平成27年10月13日）

都道府県 試験日 合格発表日 合格者数 受験者数 合格率
北海道 8月26日(水) 9月28日(月) 1,134名 1,745名 65.0%
青森県 8月26日(水) 9月28日(月) 272名 467名 58.2%
岩手県 8月26日(水) 9月28日(月) 304名 459名 66.2%
宮城県 8月26日(水) 9月28日(月) 398名 677名 58.8%
秋田県 8月26日(水) 9月28日(月) 208名 324名 64.2%
山形県 8月26日(水) 9月28日(月) 171名 298名 57.4%
福島県　 8月26日(水) 9月28日(月) 169名 348名 48.6%
茨城県 9月27日(日) 10月30日(金) #DIV/0!
栃木県 9月27日(日) 10月30日(金) #DIV/0!
群馬県 9月27日(日) 10月30日(金) #DIV/0!
埼玉県 9月13日(日) 10月13日(火) 715名 1,785名 40.1%
千葉県 9月13日(日) 10月13日(火) 658名 1,619名 40.6%
東京都 9月13日(日) 10月13日(火) 2,098名 5,169名 40.6%
神奈川県 9月13日(日) 10月13日(火) 807名 1,820名 44.3%
新潟県 9月27日(日) 10月30日(金) #DIV/0!
富山県 9月2日(水) 10月23日(金) #DIV/0!
石川県 9月2日(水) 10月23日(金) #DIV/0!
福井県 8月23日(日) 10月9日（金） 296名 755名 39.2%
山梨県 9月27日(日) 10月30日(金) #DIV/0!
長野県 9月27日(日) 11月6日(金) #DIV/0!
岐阜県 9月2日(水) 10月23日(金) #DIV/0!
静岡県 9月2日(水) 10月23日(金) #DIV/0!
愛知県 9月2日(水) 10月23日(金) #DIV/0!
三重県 9月2日(水) 10月23日(金) #DIV/0!
滋賀県 8月23日(日) 10月9日（金） 229名 627名 36.5%
京都府 8月23日(日) 10月9日(金) 600名 1,515名 39.6%
大阪府 9月5日(土) 10月16日(金) #DIV/0!
兵庫県 8月23日(日) 10月9日(金) 1,283名 2,808名 45.7%
奈良県 9月1日(火) 10月2日(金) 602名 1,125名 53.5%
和歌山県 8月23日(日) 10月9日(金) 207名 508名 40.7%
鳥取県 8月25日(火) 10月13日(火) 61名 199名 30.7%
島根県 8月25日(火) 10月13日(火) 70名 230名 30.4%
岡山県 8月25日(火) 10月13日(火) 530名 1,284名 41.3%
広島県 8月25日(火) 10月13日(火) 313名 736名 42.5%
山口県 8月25日(火) 10月13日(火) 740名 1,637名 45.2%
徳島県 10月28日(水) 12月4日(金) #DIV/0!
香川県 10月28日(水) 12月4日(金) #DIV/0!
愛媛県 10月28日(水) 12月4日(金) #DIV/0!
高知県 10月28日(水) 12月4日(金) #DIV/0!
福岡県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!
佐賀県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!
長崎県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!
熊本県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!
大分県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!
宮崎県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!
鹿児島県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!
沖縄県 11月29日(日) 12月24日(木) #DIV/0!

計 11,865名 26,135名 45.4%
※詳細は各都道府県に確認願います。

平成27年度　登録販売者試験結果
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JAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORESJAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORES

JACDSJACDS認定認定｢｢介護情報提供員介護情報提供員｣ ｣ 受講者募集中受講者募集中
　　超高齢社会の日本では、超高齢社会の日本では、 ドラッグストアは地域の生活支援はもとより、ドラッグストアは地域の生活支援はもとより、 高齢者の新たなニーズを発高齢者の新たなニーズを発

掘し、掘し、 新しい役割を担っていくことが重要です。新しい役割を担っていくことが重要です。 JACDSJACDSでは、では、 複雑な介護サービスについて、複雑な介護サービスについて、 そのその

地域にあった適正な情報を提供できる専門家を育成する地域にあった適正な情報を提供できる専門家を育成する 「介護情報提供員制度」「介護情報提供員制度」 を実施しています。を実施しています。

　　「介護」　　「介護」 に関する様々な内容の概要や介護情報へのアクセス手段等の説明を行うサポートは、に関する様々な内容の概要や介護情報へのアクセス手段等の説明を行うサポートは、 店店

舗の信頼をより高めるものです。舗の信頼をより高めるものです。 ぜひ、ぜひ、 地域生活者の信頼を勝ち得ることができる地域生活者の信頼を勝ち得ることができる 「介護情報提供「介護情報提供

員」員」 を養成し、を養成し、 今後、今後、 介護に関する情報提供体制の環境づくりにご活用願います。介護に関する情報提供体制の環境づくりにご活用願います。

■受講資格■受講資格

■受講料■受講料

■認定方法■認定方法

JACDSJACDS 「ヘルスケアアドバイザー」「ヘルスケアアドバイザー」 認定者または受講者認定者または受講者
　　※※「ヘルスケアアドバイザー」「ヘルスケアアドバイザー」受講者は、受講者は、認定後に介護情報提供員の認定が行われます。認定後に介護情報提供員の認定が行われます。

　　※以前認定者で更新手続きを行わなかった　　※以前認定者で更新手続きを行わなかった「未更新者」「未更新者」や講座の受講が修了できなかったや講座の受講が修了できなかった「未修了「未修了

　　　　者」　　　　者」の方は、の方は、再認定および再受講の方法を用意していますので、再認定および再受講の方法を用意していますので、事務局までお問い合わせ下さい。事務局までお問い合わせ下さい。

ee ラーニング　…　無料ラーニング　…　無料
　　ネット環境が整っていない方には、ネット環境が整っていない方には、 別途郵送通信別途郵送通信 （受講料（受講料・・税込税込25702570円））円）） も用意しています。も用意しています。

ee ラーニングでテキストを学習後、ラーニングでテキストを学習後、 地域の介護相談内容と相談先一覧マップの地域の介護相談内容と相談先一覧マップの
作成により、作成により、 合否判定。合否判定。

ドラッグストアの新しい役割となるドラッグストアの新しい役割となる

■主なカリキュラム■主なカリキュラム

テキスト学習テキスト学習
　　Ⅰ．　　Ⅰ．超高齢社会を取り巻く日本の現状　Ⅱ．超高齢社会を取り巻く日本の現状　Ⅱ．介護制度を巡る変遷介護制度を巡る変遷

　　Ⅲ．　　Ⅲ．介護保険制度の概要　　　　　　　Ⅳ．介護保険制度の概要　　　　　　　Ⅳ．「介護情報提供員」「介護情報提供員」制度制度

　　Ⅴ．　　Ⅴ．各種介護サービス各種介護サービス

　　Ⅵ．　　Ⅵ．サンプル　添削レポート－地域の相談窓口を把握しようサンプル　添削レポート－地域の相談窓口を把握しよう

介護の相談内容と主な相談先一覧の作成介護の相談内容と主な相談先一覧の作成
地域の介護マップの作成地域の介護マップの作成



JAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORESJAPAN ASSOCIATION OF CHAIN DRUG STORES
JACDSJACDS  (2015.10) (2015.10)

受講受講 ・・ 申込みにつきましては、申込みにつきましては、 ヘルスヘルス ・・ アンドアンド ・・ ビューティケア人材育成センターまでビューティケア人材育成センターまで
お問い合わせ下さい。お問い合わせ下さい。

〒〒 222-0033222-0033　横浜市港北区新横浜　横浜市港北区新横浜 2-5-102-5-10　楓第２ビル４階　　　　　　　　楓第２ビル４階　　　　　　　

TELTEL．． 045-478-5451045-478-5451　　　　FAXFAX．． 045-478-5461045-478-5461　　　　e-mail e-mail info@hbc-ctr.gr.jpinfo@hbc-ctr.gr.jp

お申し込みお申し込み

お問合せ先お問合せ先

ヘルスヘルス・・アンドアンド・・ビューティケア人材育成センタービューティケア人材育成センターJACDSJACDS

「介護情報提供員」「介護情報提供員」 の役割の役割

　介護情報提供員の役割は、　介護情報提供員の役割は、 地域ごとの介地域ごとの介

護サービスとその特徴、護サービスとその特徴、 それぞれの相談窓それぞれの相談窓

口を知り、口を知り、 顧客に適正に相談窓口を提供す顧客に適正に相談窓口を提供す

ることです。ることです。 これから地域包括ケアシステムこれから地域包括ケアシステム

の中で、の中で、 介護、介護、 医療、医療、 生活支援、生活支援、 予防な予防な

ど分野をシームレスにネットワーク化していくど分野をシームレスにネットワーク化していく

上で、上で、極めて重要な役割が担えるものと期待極めて重要な役割が担えるものと期待

されます。されます。

■学習の狙い■学習の狙い

　　①高齢化社会の現状と介護制度についての概要を学ぶ。①高齢化社会の現状と介護制度についての概要を学ぶ。

　②介護　②介護・・福祉に関わる施設、福祉に関わる施設、専門家の役割、専門家の役割、サービスについて学ぶ。サービスについて学ぶ。

　③地域の実情に合わせた介護　③地域の実情に合わせた介護・・福祉施設、福祉施設、サービスについて学ぶ。サービスについて学ぶ。

　④地域の介護事業計画、　④地域の介護事業計画、福祉事業計画、福祉事業計画、医療計画等について学び、医療計画等について学び、各市町村における各市町村における

　　介護、　　介護、福祉、福祉、医療施設等の役割を学び、医療施設等の役割を学び、それらとの協力、それらとの協力、連携について考える。連携について考える。

　⑤顧客からの介護に関わる幅広い相談を受けた際に、　⑤顧客からの介護に関わる幅広い相談を受けた際に、適切な相談窓口を紹介できる適切な相談窓口を紹介できる

　　資質を備える。　　資質を備える。

　⑥ドラッグストアが地域住民の安心　⑥ドラッグストアが地域住民の安心・・安全を高めるために、安全を高めるために、地域の介護地域の介護・・福祉事業者福祉事業者

　　とネットワークを図り、　　とネットワークを図り、ドラッグストアの新たな役割を創造する。ドラッグストアの新たな役割を創造する。

「介護情報提供員　申込」「介護情報提供員　申込」 についてについて

　　介護情報提供員の企業一括申込みから受講介護情報提供員の企業一括申込みから受講 ・・認定までの流れは以下の通りです。認定までの流れは以下の通りです。

　企業での介護情報体制づくりのためにも、　企業での介護情報体制づくりのためにも、 企業で取りまとめてのお申込みをお願いします。企業で取りまとめてのお申込みをお願いします。

 

[企業担当者] 

申込書の送付(郵送又は FAX)と 

郵送通信受講料の振込み 

・企業担当者に認定者を連絡 

・認定証の発行と送付 

レポート・マップの審査 ⇒ 合格・認定の判定 

[e ラーニング受講者] 

・教育サイト「セルメ・プラザ」に登録 

 

[受講者全員] 

 学習スタート 

 ・テキスト学習後、レポートを作成し、提出 

・登録済みの e ラーニング受講者へ教育アップ 

・郵送通信受講者へのテキスト発送 

[企業担当者] 

受講希望者の取りまとめ 

 ・eラーニング受講者 ・郵送通信受講者 

〔企業・受講者〕 〔協会事務局〕 

申込書の受付と郵送通信受講料の入金確認 

（申込・入金確認後 1 週間以内） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 資質向上研修の実施は開設者の義務 
改正薬事法に伴う体制省令により、薬剤師への資質向上のための研修の実施は「指針の策定」と同

様に開設者に求められる義務になります。（体制省令 第２条第１項第７号、および第２条第２項） 

薬事法では、薬局、店舗販売業の許可の基準に関して、体制省令で定める基準に適合しないときは

改善命令等に該当する場合があり、研修の実施は許可要件となります。 

（薬局：薬事法第５条第１項第２号  店舗販売業：薬事法第 25 条第２項第２号）   

● 継続的な資質向上研修を実施中 
本研修は、厚労省に提出し、確認していただいた研修内容に沿って実施いたします。 

■受講費用 
 
１）通信研修 2,570 円 (税込) 

 
受講対象者：JACDS 勤務薬剤師会に加入している薬剤師の方 
※郵便による通信研修の場合、テキスト、送料等含め 3,600 円（税込） 

 
２）集合研修 3,000 円 (税込) 

 
受講対象者：日本薬業連絡協議会に加盟する団体に加入している 

企業に勤務している薬剤師の方 

※テキスト代を含みます。   ※昼食は各自でご用意願います。 

 

 

(3)法律が求める資質向上研修受講証明証を発行 
(1)と(2)両方をもとに、体制省令に対応する資質向上研修の受講証明証を発行します。 

※必要に応じ、都道府県（保健所）へ資質向上研修を修了した薬剤師の名簿提出等の対応を実施 

※通信研修受講中で、受講証明を発行出来ない方へは、求めに応じ、受講歴の証明を発送 

 
通信研修と集合研修は個別に 
受講費用が必要となります。 
 
通信研修  集合研修   合計 
(2,570 円)＋(3,000 円) ＝ (5,570 円) 
 
郵送通信  集合研修   合計 
(3,600 円)＋(3,000 円) ＝ (6,600 円) 

薬剤師資質向上研修 

通信研修・集合研修 募集のご案内 
 

資質向上研修受講証明証の発行 

■薬剤師資質向上研修概要（通信研修と集合研修の２つから構成されています）

　年間プログラム

　①症状・部位別医薬品通信研修 12回

　　　指定プログラムを修了 　　　年1回以上の受講

　②ヘルスケア実践セミナー 12回

　１）通信研修受講証明証を発行 ２）集合研修受講証明証を発行

※パソコンによるネット環境がなく、通信研修が受講でき
ない場合は、郵送による通信教育も用意しています。
（テキスト代、送料等の実費を含み、3,600円）

※1地区50名以上の参加希望者がいた場合に、
　開催します。

通信研修（1年間） 集合研修（前期・後期開催）

ｅラーニング ※1）

パソコンを使用し、ネットを通したテキスト学習と
自動採点の問題回答に取り組む

１日　※2）（年1回以上参加下さい）
最新情報やネット形式では学習しにくい

内容をスクール形式で学習

　①薬事行政情報
　②医薬品販売業に係る法規と制度
　③専門家として知っておくべき知識①
　④専門家として知っておくべき知識②
　⑤確認試験



■カリキュラム 
 １）通信研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ２）集合研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業一括での申し込みとなります。 

・研修の申し込みに関しては、各企業の勤務薬剤師会窓口担当者の方へお問い合わせ下さい。 

■申込方法 

日本チェーンドラッグストア協会  JACDS 勤務薬剤師会 
〒222-0033 神奈川県横浜市港北区新横浜 2-5-10 楓第２ビル４Ｆ   TEL:045-474-1311 FAX:045-474-2569 

研修内容 
問い合せ先 

■実施時期

１）通信研修

※毎月20日を受付締切とし、翌月より開始できます。随時申込みを行っております。
・通信研修は研修用ホームページ（セルメプラザ：http://www.selme.jp）にて実施します。

２）集合研修

※紙媒体による通信添削を希望される場合は申込時に教材等の送付先をご記入ください。

※申込書の受領と入金の確認の両方がそろい次第、通信研修受講のための手続きを開始します。

１地区50名以上の参加希望者がいた場合に開催いたします。
・受講をご希望の方は、事務局までお問い合わせ下さい。

※学習月の内容を学びます

１月  オーラルケア対策 ７月  ｱﾝﾁｴｲｼﾞﾝｸﾞ・ｼﾙﾊﾞｰ対策

２月  水虫対策 ８月  胃腸対策

３月  アイケア対策 ９月  かぜ対策

４月  禁煙対策 10月  花粉症対策

５月  香り・ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ対策 11月  スキンケア対策

６月  ｾﾙﾌﾁｪｯｸと生活習慣病対策 12月  ヘアケア対策

□ヘルスケア実践セミナー ○症状・部位別医薬品通信研修は、テーマごとに

病理・薬理・対処法や主な薬効を学習し、情報
提供のために必要なポイントを学習します。

○ヘルスケア実践セミナーは、仕事で活かせる

売場づくりや販売促進方法なども含めた内容を

学習します。

※ｅラーニングと郵送通信による通信研修の

内容は同一です。

80分

60分

100分

100分

20分

スケジュール（予定）

1.薬事行政情報

2.医薬品販売業に係る法規と制度

（昼食　30分）

3.専門家として知っておくべき知識①

（休憩　10分）

4.専門家として知っておくべき知識②

（休憩　10分）

5.確認試験

終了　※昼食は各自でご対応願います。 ※内容、スケジュールについては変更になる場合があります。

1.薬事行政情報

リスク区分等の変更があった医薬品等、

最新の情報について説明します。

2.医薬品販売業に係る法規と制度

最新の法規と制度について説明します。
3.専門家として知っておくべき知識①

専門家として実践力をつける知識を学習します。
4.専門家として知っておくべき知識②

専門家として実践力をつける知識を学習します。
5.確認試験

筆記による確認試験を行います。

※1から順番に学習します。現在は、46回までアップしています

11 精神神経症状① 22 禁煙② 33 ｽｷﾝｹｱ①

1  胃腸症状 12 精神神経症状② 23 肩こり① 34 ｽｷﾝｹｱ② 43 胃薬・胃腸鎮痛鎮痙薬①

2  疲労・虚弱症状 13 虫さされ① 24 肩こり② 35 育毛・発毛① 44 胃薬・胃腸鎮痛鎮痙薬②

3  目の症状 14 虫さされ② 25 頭痛① 36 育毛・発毛② 45 便秘薬①

4  かぜ症候群 15 オーラルケア① 26 頭痛② 37 水虫① 46 便秘薬②

5 一般検査薬 16 オーラルケア② 27 腰痛・関節痛① 38 水虫② 47 止瀉薬・整腸薬①

6  アレルギー症状 17 痔の症状① 28 腰痛・関節痛② 39 爪から見える疾患① 48 止瀉薬・整腸薬②

7  動悸・更年期症状① 18 痔の症状② 29 口内炎① 40 爪から見える疾患② 49 滋養強壮薬①

8  動悸・更年期症状② 19 咳の症状① 30 口内炎② 41 火傷・傷① 50 滋養強壮薬②

9  痛み（解熱鎮痛薬）① 20 咳の症状② 31 乗り物酔い① 42 火傷・傷② 51 眼科用薬①

10  痛み（解熱鎮痛薬）② 21 禁煙① 32 乗り物酔い② 52 眼科用薬②

○基礎講座 ○応用講座

□症状・部位別医薬品通信研修
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養成講座養成講座

地域に暮らす方々の健康維持地域に暮らす方々の健康維持・・増進のために病気や薬増進のために病気や薬・・栄養栄養・・食事食事・・運動などの運動などの
正しい知識を習得し、正しい知識を習得し、病気の予防や改善について、病気の予防や改善について、生活者自らが判断できるための生活者自らが判断できるための
適正なアドバイスができるようになります。適正なアドバイスができるようになります。

ヘルスケアアドバイザー認定制度は、ヘルスケアアドバイザー認定制度は、日本チェーンドラッグストア協会の設立当日本チェーンドラッグストア協会の設立当
初から、初から、会員企業の従業員会員企業の従業員・・販売員の資質向上と人材育成を図るために、販売員の資質向上と人材育成を図るために、会員各社会員各社
から最も多くあがっている要望事項の一つです。から最も多くあがっている要望事項の一つです。ドラッグストアの役割や機能を十ドラッグストアの役割や機能を十
分活かし、分活かし、ヘルスケアを担う人材育成を図り、ヘルスケアを担う人材育成を図り、地域生活者の健康維持地域生活者の健康維持・・増進、増進、およおよ
び病気や医薬品、び病気や医薬品、栄養、栄養、食事等の指導を通じ、食事等の指導を通じ、ドラッグストアが地域住民からよりドラッグストアが地域住民からより
高い信頼を得ることを狙いとしています。高い信頼を得ることを狙いとしています。

受講受講･･申込みの詳細については申込みの詳細については､､パンフレットをご覧いただくかパンフレットをご覧いただくか､､各社の人事各社の人事･･教育部教育部･･ＨＢＣＡ養ＨＢＣＡ養
成講座担当者成講座担当者､､またはヘルスまたはヘルス･･アンドアンド･･ビューティケア人材育成センターまでお問合せください。ビューティケア人材育成センターまでお問合せください。

JACDSJACDS　日本チェーンドラッグストア協会　日本チェーンドラッグストア協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ヘルスヘルス ・・ アンドアンド ・・ ビューティケア人材育成センタービューティケア人材育成センター
　　〒〒222-0033222-0033　神奈川県横浜市港北区新横浜　神奈川県横浜市港北区新横浜2-5-10 2-5-10 楓第２ビル４Ｆ楓第２ビル４Ｆ
　　　　　　　　　　　　  　　Tel.045-478-5451Tel.045-478-5451　　　　Fax.045-478-5461Fax.045-478-5461
　　E-mailE-mail ：：sec@jacds.gr.jpsec@jacds.gr.jp 　　hphp：：http://www.jacds.gr.jphttp://www.jacds.gr.jp （日本チェーンドラッグストア協会）（日本チェーンドラッグストア協会）
　　E-mailE-mail ：： info@hbc-ctr.gr.jpinfo@hbc-ctr.gr.jp 　　hphp ：：http://www.hbc-ctr.gr.jphttp://www.hbc-ctr.gr.jp （Ｈ＆ＢＣ人材育成センター）（Ｈ＆ＢＣ人材育成センター）

セルフメディケーションを支える新しい認定制度セルフメディケーションを支える新しい認定制度

わが国は本格的な少子わが国は本格的な少子・・高齢化時代を迎え、高齢化時代を迎え、急速に高齢者人口比率が拡大してい急速に高齢者人口比率が拡大してい
ます。ます。それに伴い、それに伴い、疾病構造も大きく変化し、疾病構造も大きく変化し、急性疾患から生活習慣病を中心と急性疾患から生活習慣病を中心と
した慢性疾患が急増しています。した慢性疾患が急増しています。ヘルスケアアドバイザーは、ヘルスケアアドバイザーは、これらの疾病構造これらの疾病構造
の変化に十分対応し、の変化に十分対応し、地域の生活者が健康で活力ある社会の実現と、地域の生活者が健康で活力ある社会の実現と、セルフメディセルフメディ
ケーションの受け皿として貢献することを目的としています。ケーションの受け皿として貢献することを目的としています。

－　ドラッグストアに求められている人材　－－　ドラッグストアに求められている人材　－

第第 3030 期期

（（2 02 0 1 51 5 年年 1 01 0 月生）月生）

募集中募集中

　ヘルスケアアドバイザーの狙い　ヘルスケアアドバイザーの狙い

　ヘルスケアアドバイザーは何ができるか　ヘルスケアアドバイザーは何ができるか

地地域生活者の健康を守る相談役として活域生活者の健康を守る相談役として活躍できま躍できますす

　ヘルスケアアドバイザーの目的　ヘルスケアアドバイザーの目的

主なカリキュラム
ヘルスケアに関する基礎知識編

・体の構造と働き　　・医薬品　　

・栄養、食生活、運動　

・病態生理　　・関係法規、制度　

・自己責任とセルフメディケーション

ヘルスケアに関する実践知識編
・病気とヘルスケア　　・薬とヘルスケア

・体の症状とヘルスケア　

・こころとヘルスケア

・代替・補完医療　・妊娠、出産、育児

・介護　・応急処置　

ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱの応対に関する知識・技術編
・応対に関する知識

・ドラッグストアに関する基礎知識

DVD
・応対基本技術編

募集締切日募集締切日1010 月月3131 日まで延長日まで延長
※お申込みをご希望の方は※お申込みをご希望の方は
　お問い合わせ下さい　お問い合わせ下さい

養成方法

通信教育、DVD学習

養成期間

12ヶ月

教材内容

テキスト：6分冊

DVD：１枚

添削問題：12回

認定方法

学科試験

受講料
会員企業価格

62 ,640円（税込）

募集締切

2015年10月31日
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養成講座養成講座

漢方アドバイザー認定制度は、漢方アドバイザー認定制度は、東洋医学への関心が高まる中、東洋医学への関心が高まる中、漢方についての正漢方についての正
しい知識を普及する人材を育成します。しい知識を普及する人材を育成します。
新しい漢方の可能性について学び、新しい漢方の可能性について学び、一般生活者の正しくかつ効果的な漢方利用に一般生活者の正しくかつ効果的な漢方利用に

貢献していくことを目的としています。貢献していくことを目的としています。

　漢方アドバイザーの目的　漢方アドバイザーの目的

受講受講・・申込みの詳細については申込みの詳細については､､パンフレットをご覧いただくかパンフレットをご覧いただくか､､各社の人事各社の人事･･教育部教育部･･ＨＢＣＡ養ＨＢＣＡ養
成講座担当者成講座担当者､､またはヘルスまたはヘルス・・アンドアンド・・ビューティケア人材育成センターまでお問合せください。ビューティケア人材育成センターまでお問合せください。

漢方の考え方や治療法などについて幅広く学習し、漢方の考え方や治療法などについて幅広く学習し、生活者の健康維持生活者の健康維持・・増進、増進、病病
気の予防や体質改善のアドバイスができるようになります。気の予防や体質改善のアドバイスができるようになります。
また、また、症状別に多くの人に対応できる製剤化された漢方薬症状別に多くの人に対応できる製剤化された漢方薬・・サプリメントについサプリメントについ

てのアドバイスができるようになります。てのアドバイスができるようになります。

　予防　予防・・未病の改善を重点においている漢方の考え方は、未病の改善を重点においている漢方の考え方は、セルフメディケーショセルフメディケーショ
ンの推進において、ンの推進において、非常に有効と期待されています。非常に有効と期待されています。
　漢方の考え方や知識を習得し実践することは、　漢方の考え方や知識を習得し実践することは、体質改善、体質改善、免疫能力の向上、免疫能力の向上、健健
康増進や病気の予防や治療に効果をもたらします。康増進や病気の予防や治療に効果をもたらします。これにより、これにより、高齢化社会が急高齢化社会が急
速に進むわが国において、速に進むわが国において、国民のさらなる健やかな生活を支援することを狙いと国民のさらなる健やかな生活を支援することを狙いと
しています。しています。

第第 2222期生期生

（（2 02 0 1 51 5 年年 1 21 2 月生）月生）

募集中募集中

JACDSJACDS　日本チェーンドラッグストア協会　日本チェーンドラッグストア協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ヘルスヘルス ・・ アンドアンド ・・ ビューティケア人材育成センタービューティケア人材育成センター
　　〒〒222-0033222-0033　神奈川県横浜市港北区新横浜　神奈川県横浜市港北区新横浜2-5-10 2-5-10 楓第２ビル４Ｆ楓第２ビル４Ｆ
　　　　　　　　　　　　  　　Tel.045-478-5451Tel.045-478-5451　　　　Fax.045-478-5461Fax.045-478-5461
　　E-mailE-mail ：：sec@jacds.gr.jpsec@jacds.gr.jp 　　hphp ：：http://www.jacds.gr.jphttp://www.jacds.gr.jp （日本チェーンドラッグストア協会）（日本チェーンドラッグストア協会）
　　E-mailE-mail ：： info@hbc-ctr.gr.jpinfo@hbc-ctr.gr.jp 　　hphp ：：http://www.hbc-ctr.gr.jphttp://www.hbc-ctr.gr.jp （Ｈ＆ＢＣ人材育成センター）（Ｈ＆ＢＣ人材育成センター）

（（編集編集・・監修監修：：国立北京中医薬大学）国立北京中医薬大学）

　漢方アドバイザーは何ができるか　漢方アドバイザーは何ができるか

　漢方アドバイザーの狙い　漢方アドバイザーの狙い

主なカリキュラム

漢方に関する基礎知識編

・中医薬学小史

・中医薬学基礎知識

・中医診断学概要

・中薬の基本知識（上）

・中薬の基本知識（下）

・常用中薬

・常用の方剤（上）

・常用の方剤（下）

・食物の医療・保健作用

・病気と中医弁証治療

（別冊：一般用漢方製剤の承認基準概要）

DVD

・漢方の世界「中医薬学基礎講座」

漢方に関する実践知識編

高齢化社会が求める新しい認定制度高齢化社会が求める新しい認定制度

－　予防－　予防・・未病改善で、未病改善で、健やかな生活支援　－健やかな生活支援　－

漢方の知識で健康づくりをサポートします漢方の知識で健康づくりをサポートします

募集締切日募集締切日20152015 年年1111 月月2020 日日

養成方法

通信教育、ＤＶＤ学習

養成期間

10ヶ月

教材内容

テキスト：５分冊＋別冊１冊

ＤＶＤ：１巻

添削問題：10回

認定方法

学科試験

受講料

会員企業価格

101,800円（税込）

募集締切

2015年11月20日
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●●認定者の方には新しい認定名のネームプレートを発行します認定者の方には新しい認定名のネームプレートを発行します（配布物１）（配布物１）

●薬剤師●薬剤師・・登録販売者で複数のアドバイザーを取得した場合、登録販売者で複数のアドバイザーを取得した場合、アドバイザーが複数認定を受けた場合アドバイザーが複数認定を受けた場合

　　　　　　総合支援総合支援（支援名）（支援名）※※ 11＋資格＋資格・・認定名認定名※※22

　　　　　　　※１　※１：：支援名　→支援名　→  取得したアドバイザーにより支援名をつけます。取得したアドバイザーにより支援名をつけます。表①を参照ください。表①を参照ください。

　　　　　　　※２　※２：：資格名資格名・・認定名→認定名→  薬剤師、薬剤師、登録販売者、登録販売者、アドバイザーアドバイザー

　　　　　　　　　　ヘルスケアアドバイザーと漢方アドバイザーを持っている薬剤師ヘルスケアアドバイザーと漢方アドバイザーを持っている薬剤師

　　　　　　　　　　　　総合支援総合支援 （健康（健康 ・・漢方）漢方） 薬剤師薬剤師

　　　　　　　　　　ビューティケアアドバイザーとベビーケアアドバイザーを持っているアドバイザービューティケアアドバイザーとベビーケアアドバイザーを持っているアドバイザー

　　　　　　　　　　　　総合支援総合支援 （美容（美容 ・・育児）育児） アドバイザーアドバイザー

例例

　これからのドラッグストアは、　これからのドラッグストアは、セルフメディケーションの推進のための知識や技術をセルフメディケーションの推進のための知識や技術を

習得し、習得し、生活者の生活をより健やかにするための人材が重要です。生活者の生活をより健やかにするための人材が重要です。

　　JACDSJACDSでは、では、医薬品の専門家である薬剤師や登録販売者で各種アドバイザーを取得し医薬品の専門家である薬剤師や登録販売者で各種アドバイザーを取得し

た方や、た方や、複数のアドバイザーを取得した方を、複数のアドバイザーを取得した方を、「ダブルライセンス認定者」「ダブルライセンス認定者」として新しとして新し

い認定名をつけ、い認定名をつけ、生活者にアピールしています。生活者にアピールしています。

　ぜひ、　ぜひ、企業や店舗の成長に貢献する人材育成制度として、企業や店舗の成長に貢献する人材育成制度として、ご活用ください。ご活用ください。

専門領域をさらに広げた人材として高く評価専門領域をさらに広げた人材として高く評価

ダブルライセンス認定制度ダブルライセンス認定制度

●それぞれ取得したアドバイザーにより、●それぞれ取得したアドバイザーにより、専門領域の支援名をつけます専門領域の支援名をつけます

●薬剤師●薬剤師・・登録販売者で登録販売者で 11つのアドバイザーを取得した場合つのアドバイザーを取得した場合

ヘルスケアアドバイザー … 健康支援

ビューティケアアドバイザー … 美容支援

ベビーケアアドバイザー … 育児支援

漢方アドバイザー … 漢方支援

薬剤師 登録販売者　

ヘルスケアアドバイザー取得 健康支援　薬剤師 健康支援　登録販売者

ビューティケアアドバイザー取得 美容支援　薬剤師 美容支援　登録販売者

ベビーケアアドバイザー取得 育児支援　薬剤師 育児支援　登録販売者

漢方アドバイザー取得 漢方支援　薬剤師 漢方支援　登録販売者

（表①）（表①）

　　対象者と新しい認定名対象者と新しい認定名
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　●　●過去にアドバイザーの認定を受け、過去にアドバイザーの認定を受け、 認定期間中にポイントを達成できなかった方や更新手続きを認定期間中にポイントを達成できなかった方や更新手続きを

　　行わなかった方は、　　行わなかった方は、 現在現在 「未更新者」「未更新者」 となっており、となっており、 ダブルライセンスの対象となっておりません。ダブルライセンスの対象となっておりません。

　　再認定のための条件を用意しておりますので、　　再認定のための条件を用意しておりますので、事務局までお問い合わせください。事務局までお問い合わせください。

　●　●以前、以前、 11つだけアドバイザーを取得されていて現在未更新の方で、つだけアドバイザーを取得されていて現在未更新の方で、 ダブルライセンスをダブルライセンスを

　　　目指したい方も、　　　目指したい方も、 同様に救済策の対象となります。同様に救済策の対象となります。

　　　　【救済例】　①問題　　　　【救済例】　①問題・・レポートでポイント達成を目指すレポートでポイント達成を目指す

　　　　　　　　　②認定試験を受験する、　　　　　　　　　②認定試験を受験する、他他

　　　　　未更新期間や認定時の状況により、　　　　　未更新期間や認定時の状況により、有料の場合もあります。有料の場合もあります。

　　　　　再認定の時は、　　　　　再認定の時は、登録費用は有料となります。登録費用は有料となります。

〒〒 222-0033222-0033　横浜市港北区新横浜　横浜市港北区新横浜 2-5-102-5-10　楓第２ビル４階　楓第２ビル４階

　　　　TELTEL．． 045-478-5451 FAX.045-478-5461 e-mail info@hbc-ctr.gr.jp045-478-5451 FAX.045-478-5461 e-mail info@hbc-ctr.gr.jp

　　　　H&BCH&BC人材育成センター人材育成センターHPHP （（http://www.hbc-ctr.gr.jphttp://www.hbc-ctr.gr.jp）　）　E-mail info@hbc-ctr.gr.jpE-mail info@hbc-ctr.gr.jp

お問合せ先お問合せ先

JACDSJACDS　ヘ　ヘルスルス・・アンドアンド・・ビューティケア人材育成センタービューティケア人材育成センター

より意欲の高い専門家としてダブルライセンス取得者を広くアピールより意欲の高い専門家としてダブルライセンス取得者を広くアピール

●●お客様にダブルライセンスの方をアピールするポスターお客様にダブルライセンスの方をアピールするポスター（配布物２）（配布物２）

　●現在、　●現在、認定者の方で、認定者の方で、ダブルライセンス認定の対象者ダブルライセンス認定の対象者

　　　　　　登録内容の確認のため、登録内容の確認のため、申込用紙に必要事項を記入の上、申込用紙に必要事項を記入の上、事務局までお申し込み下さい。事務局までお申し込み下さい。

　　　　　　ネームプレートとポスターを無料で発行します。ネームプレートとポスターを無料で発行します。（新規更新登録の場合は、（新規更新登録の場合は、 更新料に含まれます）更新料に含まれます）

　　　　　　申込用紙は、申込用紙は、人材育成センターの人材育成センターのHPHPに掲載していますので、に掲載していますので、ダウンロードして下さい。ダウンロードして下さい。

　　　または、　　　または、お電話でお問い合わせください。お電話でお問い合わせください。

　●認定者への配布物　●認定者への配布物

　　　◆１　　　◆１：：ネームプレートネームプレート（横（横66ｃｍ×縦ｃｍ×縦3.53.5ｃｍ　◆２ｃｍ　◆２：：告知用ポスター告知用ポスター（（A3A3サイズ）サイズ）

　　申込申込 ・・ 手続き方法と認定者への配布物手続き方法と認定者への配布物

　　現在、現在、 未更新者の方未更新者の方

より専門領域を広げたダブルライセより専門領域を広げたダブルライセ

ンスの方を、ンスの方を、紹介するポスターを作紹介するポスターを作

成。成。認定者に送付しますので、認定者に送付しますので、店頭で店頭で

お客様にアピールしていただくためお客様にアピールしていただくため

活用ください。活用ください。



健康食品市場創造研究会
わが国唯一の小売店舗連携の研究会

─発足のご案内と会員募集─

2015年4月健康食品機能性表示制度スタート
健康食品（健康食品･一般食品）10兆円産業を実現する

■小売業（スーパーマーケット、ドラッグストア）連携の唯一の研究会
米国でもそうであったように、健康食品、介護食品の新しいマーケット創造は、リアル店舗によっ
て実現します。スーパーマーケット、ドラッグストアの企業や団体が参画した唯一の研究会です。

■国が食品の新産業創出戦略策定
国は、「健康寿命延伸産業の育成」（日本再興戦略）に基づき、機能性を持つ農林水産物を含めた、健康食品、
一般食品・介護食品の新産業を育成するための、民間主導による新市場形成促進策を打ち出しました。

■小売業連携で、メーカー、卸、サポート企業が協働し健康食品市場を拡大する
リアル店舗で行われる新しい商品構成、販売方法、情報提供方法を構築し、それに適したメーカー
や卸企業の商品開発や情報提供、チャネル政策を行うことが極めて重要になります。

■健康食品（健康食品･一般食品）の新しい10兆円マーケット創造を実現する
わが国が進める「健康寿命延伸」を実現させるため、2015年4月より健康食品や一般食品の機能
性表示が可能となる。10兆円の新しいマーケットが創造されると期待されています。

■健康食品・介護食品を市場拡大させ、製・配・販各社の新たな成長を実現する
マーケット創造を実現し、これに参画したスーパーマーケット、ドラッグストア、メーカー、卸（ベ
ンダー）、サポート企業の成長につなげます。介護食品市場の拡大策もこの研究会で行います。

■取引する全ての製・配・販企業にボーダーレスなマーケットチャンスを実現する
この市場創造は、ドラッグストアやスーパーマーケット、関係するメーカー、卸（ベンダー）、サポー
ト企業だけでなく、これらと取引する全ての企業のマーケットチャンスとなります。

製・配・販が連携した10兆円マーケット創造に、
全てのドラッグストア、スーパーマーケット企業

および取引する全てのメーカー、卸、サポート企業は、ぜひご参加ください。

「健康食品市場創造研究会」の特徴

健康食品市場創造研究会
（運営責任者　宗像  守 ／ 運営協力事務局　㈱日本リテイル研究所）

主催

ドラッグストアMD研究会／一般社団法人  日本薬業研修センター／株式会社  日本リテイル研究所

協力

一般社団法人  新日本スーパーマーケット協会／日本チェーンドラッグストア協会

特別協力



「食品の機能性表示」を国策で実施
◦国は高齢社会に「健康寿命延伸とセルフメディケーショ
ンの推進」を図るため、食品の機能性を活用した「健
康食品機能性表示制度」を、2015年4月より実施する。

◦これまでトクホと栄養機能食品以外の食品には、機
能を表示することが不可だったが、今後は食品の持
つ健康に良い機能性を、メーカー責任で表示が可能。

すべての食品に機能性表示が可能
◦機能性表示ができる食品の範囲は、薬剤の形状をし
たサプリメントだけでなく、加工食品や生鮮食品にい
たるまで、全ての食品に機能性を表示することが可能。

米国の同制度導入で、実店舗によるマーケット拡大を実現
◦米国では、日本で導入されるものと同様の制度（DSHEA法）が
94年より導入され、健康食品（ダイエタリーサプリメント）のマー
ケットは4〜5倍に拡大した。
◦米国でこのDSHEA法が導入される前は、無店舗販売が圧倒的に
健康食品の販売を行っていたが、同法導入後は70％が実店舗の
販売となった。実店舗によりマーケット拡大が実現したのである。

同制度導入でSM業界の新しい成長を創出
◦この影響を受けて、一般食品に健康に良い食材（加工食品や生鮮
食品）への新しいニーズが急拡大し、10兆円近い新しい一般食品
マーケットが創造された。
◦この米国民の健康に対する関心の高まりにより、ウォルマートのディ
スカウントに翻弄される米国SM業界の中で、「健康」をコンセプ
トとしたホールフーズやトレーダージョーズ、スプラウツなど多く
のヘルシーSMが急成長したといわれている。

小売にとって　『健康食品を制するもの、小売業態を制す』
メーカー･卸にとって　『小売業態を制するもの、健康食品を制す』
※健康食品＝クラスA・B・Cのいずれか　小売業態＝ドラッグストア・スーパーマーケットのいずれか

2015年4月より
健康食品機能性表示制度がスタート

◦わが国においても、この新しい表示制度の導入により、
10兆円規模の新しい巨大な食品マーケット（健康食品、
一般食品）が創造されると考えられる。

市場創造拡大には、リアルな店舗が不可欠
◦新マーケットの創造や健康食品マーケットの拡大には、
米国と同じくリアル店舗や小売企業の参加が不可欠。
スーパーマーケットとドラッグストアがその主役に。

◦また、米国のDSHEA同様の表示制度が日本におい
て行われると、TPP加盟国の貿易自由化により、日本
の優れた健康食品を大量に輸出することが可能となる。

わが国でも健康食品・一般食品
10兆円マーケット創造を実現

◦「健康に関する食品」は、医薬品の形状をしているダイエタリーサ
プリメント（クラスA）、健康機能を期待して飲食するヘルスフード
（食品・クラスB）、特に健康に良い成分が含まれているヘルシー
フード（食材・クラスC）の3分類に分けることができる。
◦米国ではクラスA、B、Cいずれも巨大マーケットが創造され、わ
が国においてもクラスA、B、Cのトータルで、10兆円前後のマー
ケット創造が期待されている。
◦日本の健康食品機能性表示による、クラス（分野）別マーケット創
造の可能性は、クラスAが2.5〜3兆円、クラスBが1.5〜2兆円、
クラスCが4〜5兆円、そして輸出が2兆円の巨大マーケットが創
り出されるものと期待されている。

健康食品の3分類とマーケットの創造

アメリカにおけるDSHEA法の導入と
巨大な食品マーケットの創造

健康食品･一般食品、介護食品の新しいマーケットを創造し
健康食品･健康食材、在宅介護・高齢者食品
トータル10兆円産業化を実現する

健康食品

その他の食品

クラスC

クラスB

クラスA

クラスＡ：米国のダイエタリーサプリ
メントに相当する健康食品
　➡�形状は錠剤、カプセル、粉末等で、
健康の維持・増進、予防、または
特定の疾病軽減効果を目的に摂
取される健康食品

クラスＢ：食品形状で、健康の維持・
増進を目的に食べられる（摂取され
る）健康食品
　➡�青汁、健康酢、ウエハース、ソイ
バーフードなど

クラスＣ：健康に気遣い食材として
使用する生鮮・加工食品
　➡�ヨーグルト、有機野菜（オーガニッ
ク）、バージンオイル、ブルーベ
リー、ハーブ、一般食品など

〔クラスA・B・Cが
機能性表示の対象〕

（酒・塩など）



現在ライバルである業界や企業同士が力を合わせ、
新しいマーケットを創造し共に成長する環境をつくるのが、

この「健康食品市場創造研究会」なのです。

総需要の減少と各社の競争力強化策
◦少子化、高齢化により既存の食品や医薬品のコモディ
ティマーケットは確実に減少する。これまでと同じもの
を同じように販売しても、やがて経営は行き詰まる。
◦SM企業の多くは、食材の品質やメニュー、ディスカウ
ントに関心が高く、DgS企業の多くは、シェアの低い調
剤や食品のマーケット奪取に関心が高いのが現状。

◦自由競争の中において他社や他業態にあるマーケット
および売上げを、自社や自店が奪う戦術を行うことは、
それぞれの各社の自由であり、当然の行為でもある。
◦人口増加による需要拡大の時や普及率の低いカテゴリー
においては、こうした競争戦術を行うと購入率や普及
率が高まり、そのマーケットは拡大される。

競争策だけでは、業界の発展はない
◦しかし、今日のような総需要の減少の時には、既に普
及率の高い食品や医薬品カテゴリー分野において、こ
うした競争を行うだけではマーケット縮小の一途を辿
るだけで拡大することはない。
◦同業態同士の熾烈な戦いにだけ終始すると、他業態の
高い利便性や大手資本小売業の圧倒的な仕入力により、
大きなマーケットが奪われることになる。

◦競争力強化だけでは業界マーケットは縮小し、SMや
DgSの継続的な発展は難しくなる。当然この影響は、
取引するメーカー、卸企業も大きく受けることになる。

安さや商品の差別化による競争力強化策では
総マーケット減少は止められない

新しいカテゴリーを創造し、巨大マーケットを創出する
◦限界普及率にあるカテゴリーにおいては、いくら安売りをしても
消費数量が増えたり、総マーケットが拡大することはない。

◦マーケット拡大には、単価のアップ策か新しいカテゴリー（生活、
買い物、価値）を作り出すかになる。「健康食品機能性表示」およ
び「在宅介護食品への取り組み」は、まさに新しいカテゴリーの
創造であり、ここに新しいマーケットが創出されるのである。

◦SM業界にとっては、「健康な食生活」の新しいカテゴリー、DgS
業界にとっては、「健康維持・予防生活」の新しいカテゴリーの
創造となり、どちらにも巨大マーケットが創出されると考えられる。

超高齢社会に寄与し、業界各社の成長を図る
◦SM業界とDgS業界の「新カテゴリーづくり」に共通するのは、
国策の「健康寿命延伸」に基づく「セルフメディケーションの推進」
への対応であり、社会的要請の実現なのである。
◦市場では競争関係にある、SM業界とDgS業界が連携するのは、
それぞれの業界が力をあわせ巨大な「新しいカテゴリーの新マー
ケット創造」を実現させ、それぞれの会員各社の継続的成長を図っ
ていただく環境づくりを行うために必要なことなのである。

業界が連携し一丸となった取り組み
｢新しいカテゴリーに新しいマーケットが創造される」健康食品の新産業創出に国がバックアップ

◦2014年5月に成立した「健康・医療戦略推進法」に基
づく新「健康・医療戦略」では、「健康食品・介護食品・
農林水産物等」をわが国の新たな産業の創出分野とし
て明記し、機能性を持つ食品の普及・拡大に国を挙げ
てバックアップする方針を打ち出している。
◦産業界も、この流れを受け新マーケットを創造する、今
が絶好の機会といえる。

在宅介護・高齢者食品のマーケット拡大策も取り扱う
◦農林水産省は、国が進めている施設介護から在宅介護
へのシフトに向けて、在宅における介護食品の選び方を
2014年11月に発表し、市場拡大に力を入れている。

◦この施策により、現在150億円の在宅介護食（施設介護
食は1000億円）が、今後は7000億円から1兆円市場に
拡大されると予測。さらに介護食品の輸出も極めて有望。
◦経産省や農水省、厚労省などの指導を得て、ドラッグ
ストア、スーパーマーケットが在宅介護食マーケットに
どう対応しマーケット拡大を行うか、この研究会で取り
扱い明らかにする。

国も食品の新産業創出に向けて
全面的にバックアップ

健康食品（クラスA、クラスB、クラスC）と在宅介護食品における
健康・介護に寄与する食品マーケットを創造し、

製・配・販の新たな成長を実現する

リアル店舗の新しい販売方法がマーケットを拡大させる
◦米国でマーケット拡大を実現したのは、一人ひとりに合った商品
選びのため、リアル店舗での情報提供を行ったことであった。わ
が国でもリアル店舗の主体的参加と情報提供が不可欠。
◦健康食品マーケット拡大には、リアル店舗が主体となった業界
標準商品体系の構築、これに基づいた商品開発、販売方法の開発、
業界をあげた製・配・販の連携が必要である。

一人ひとりに合った「三次元情報」を開発し提供
◦特に、重要になるのが店舗の販売者より提供される「三次元情報」
である。期待される巨大マーケットの創造には、この一人ひとり
に合った「三次元情報」の提供が必要である。
◦「三次元情報システム」およびこの情報活用に関する「販売担当
者養成研修（eラーニング）」を会員企業（後援団体会員企業含む）に提
供する。（会員に無料または低料金での提供を予定）

マーケット創造・拡大には
リアル店舗の主体的参加が条件

リアル店舗での三次元情報提供が
マーケットを拡大する

健康食品
（クラスA・B・C）
マーケット拡大の

条件

使用者情報

使用
経過
情報

報
情
品
製

一次元情報
・製品情報、商品情報
・機能、リスク情報

二次元情報
・使用者背景適正情報
・使用者目的適正情報

三次元情報
・効果、安全性チェック
・最適商品再選択情報

PC・ネット情報
提供の優位性

リアル店舗・人的
情報提供の優位性



『健康食品市場創造研究会』の概要と入会のご案内
（運営責任者　宗像　守 ／ 運営協力事務局　㈱日本リテイル研究所）

健康食品市場
創造研究会の目的

1．健康食品（クラスA・B・C）のマーケット創造を図り10兆円産業化を実現する
2．小売店舗の効果的な健康食品販売体制をつくり、マーケット拡大を実現する
3．製造メーカーにおいて、流通・店舗との連動を円滑にしかつ効果的な商品開発を図る
4．効果的な健康食品・介護食品マーケットの育成と販売強化を図る製・配・販連携体制を確立する
5．製・配・販の発展を通じて、我が国のセルフメディケーション推進に寄与する

本研究会の特徴 ◦この「健康食品市場創造研究会」は、リアル店舗が主体的に参加しメーカー･卸企業と連携した、
健康食品マーケットを創造する唯一の健康食品研究会である。
◦各分野の専門家により、健康に寄与する食品全般（クラスA・B・C）の業界標準商品体系、商品開発、
商品構成、販売方法、情報提供システム、販売者養成の研究を行う。
◦健康食品マーケットを創造するリアル店舗の業務および手順、これにしっかり対応するための商品
開発および情報提供内容、効果的な製・配・販の連携を会員に提供する。
◦在宅介護食品・高齢者食品のマーケット拡大のための商品開発、販売方法、情報提供方法の研究
を行い、その研究内容と効果的な製・配・販の連携を会員に提供する。
◦日本チェーンドラッグストア協会、一社）新日本スーパーマーケット協会の正会員に、経産省およ
び農水省、厚労省などの指導を得て構築した「情報提供システムの配信」と「販売者システム活用
研修（eラーニング）」を提供する。（会員に無料または低料金での提供を予定）

本研究会の
活動内容

1．��業界標準商品体系、商品開発、店舗販売、情報提供、制度運用、その他の実施内容に関する研究を行う
2．日本を代表する研究家を集結し、実施内容およびマーケット拡大の研究を行う
3．分かりやすく、実行しやすい内容について、専門家による会員対象セミナーを実施する
4．健康食品の開発や販売のリスク軽減策などの、専門家による相談やサポートを行う
5．その他、会員要望に対応した活動とサポートを実施する

専門家による
研究テーマおよび
会員サポート内容

1．業界標準商品体系の研究─これに基づいて商品開発および販売方法が連動
2．商品体系に基づく商品開発の研究─エビデンスを表示、消費者庁届出、開発プロセスが明らかに
3．商品体系に基づく商品政策、商品構成の研究─店舗における新しい商品構成が明らかに
4．棚割り、プレゼンテーション、販売促進の研究─店舗における販売方法が明らかに
5．販売方法および販売情報提供の研究─三次元情報提供のシステム化
6．医薬品資格者および販売員の販売研修の研究─e-ラーニングによるマニュアルの修得
7．法務相談対応の研究─法律的な問題と解決への対応
8．健康被害救済制度の研究─製造メーカー、卸、小売店舗のリスク軽減策を図る

定例研究セミナー
の開催予定

分かりやすく、実行しやすい内容の専門家による会員対象セミナーを下記の予定で実施
◇上期（1月〜6月）：定例研究セミナー
第1回　健康食品市場拡大および育成、業界標準商品体系� （2014年12月）
第2回　健康食品の流通チャネル政策、商品開発� （2015年 1月）
第3回　商品政策および商品構成、商品陳列および棚割り� （2015年 2月）
第4回　プレゼンテーションおよび販売促進、仕入および利益計画� （2015年 3月）
第5回　三次元情報提供と情報提供システム、販売者育成と研修� （2015年 4月）
第6回　法的対応とリスク軽減策、総括� （2015年 5月）

◇下期定例研究セミナーは上期セミナー状況や実施状況より、セミナー内容と回数を決定し実施

研究会の運営 1．会員制� 本研究会は会員制。
2．運営方法� �会員の年会費によって、専門家の研究活動、情報提供システム配信、販売者養成、

テーマ別セミナー、会員サポート、ロビー活動などを行う。
3．期間� 1月〜12月（1年間）※1年ごとの更新制。途中入会も受け付け可能。
4．会員対象� �健康食品（クラスA・B・C）に携わるすべての小売企業、メーカー、ベンダー、スト

アサポートの全ての企業が対象。
5．事務局運営� 日本リテイル研究所が全面的にバックアップして運営する。

会費および
入会方法

1．年会費　　1社　120,000円（税込）　一括払い　※製・配・販同額
◇�定例セミナーに加え、テーマ別研究の参加、各種セミナー受講、出張セミナー、問い合わせ・
相談、その他などが受けられる。

2．入会（申し込み）方法
◇入会申込用紙に記入しFAXまたはホームページよりお申し込み下さい。
◇�定例セミナー・�参加者2名を登録し、継続的、体系的に習得していただく。（参加者の変更は可能。
会員で3名以上のセミナー受講は、お一人2万円（12回分）で受講可能。参加者登録が必要）

3．入金方法…年会費は下記口座にお振込み下さい。
銀行：みずほ銀行　新横浜支店
口座名義：健康食品市場創造研究会　　口座番号：（普通）16 6 4 7 6 4

健康食品市場創造研究会　事務局　　担当：小林・森本
〒222-0033　神奈川県横浜市港北区新横浜2-5-10　楓第2ビル4階
TEL：045-474-2521（NRKグループ・日本リテイル研究所）　FAX：045-474-2520　
Mail＝kenshoku@jahi.jp　URL＝http//www.jahi.jp

お問い合わせ先



■基本情報

役職

氏名カナ

氏名

役職

氏名カナ

氏名

郵便番号 都道府県

住所

■定例セミナーの参加者登録合計人数　→

■定例セミナーの参加者登録情報（２名まで記入可）※３名以上の場合は、コピーしてご記入ください。

部署・役職 部署・役職

氏名カナ 氏名カナ

氏名 氏名

■事務局入力欄
Ｎｏ． 受付日 担当印 その他

FAX：045-474-2520

ＴＥＬ ＦＡＸ

健康食品市場創造研究会　入会申込書

■「健康食品市場創造研究会」に入会致します。

年会費　 ：１社１２万円（税込）一括払い※製・配・販同額

（カナ）

入金方法 ：年会費は下記口座にお振込みください

        　　　　（１年間　１月～１２月末日まで）

参加登録 ：セミナー参加者２名を登録（参加費は不要）
        　　　　※３名以上のセミナー受講は、１名様２万円（１２回分）で受講可能。（参加者登録が必要）

        　　　　銀行口座：みずほ銀行　新横浜支店　普）１６６４７６４
        　　　　口座名義：健康食品市場創造研究会　（カナ：ケンコウショクヒンシジョウソウゾウケンキュウカイ）

代
表

企業名

        　　　　※途中入会も可能です（詳細は事務局にお問い合わせ下さい）

申込日　　　　　　　年　　　　月　　　　日

連
絡
担
当

TEL：045-474-2521（NRKグループ・日本リテイル研究所）　Mail：kenshoku@jahi.jp　URL：http//www.jahi.jp

【問い合わせ・連絡先】

健康食品市場創造研究会 事務局　　担当；小林・森本

住
所
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メールアドレス

〒222-0033　神奈川県横浜市港北区新横浜2-5-10楓第2ビル4階

該当区分に○印をして下さい。

小売業 ﾒｰｶｰ 卸 ｽﾄｱｻﾎﾟｰﾀｰ、他

   名 
※セミナー参加が３名以上になる場合は、年会費に 
  １名様２万円（税込）を加えてお振込みください。 

（ホームページからの申し込みも可能です） 
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日本チェーンドラッグストア協会日本チェーンドラッグストア協会

「薬剤師賠償責任保険」「薬剤師賠償責任保険」についてについて

当団体保険制度の特色当団体保険制度の特色

本制度は当協会正会員本制度は当協会正会員（従業員（従業員・・使用人を含む）、使用人を含む）、正会員企業に勤務する薬剤師及び登正会員企業に勤務する薬剤師及び登

録販売者の方が、録販売者の方が、ドラッグストア特有の次の事故等により、ドラッグストア特有の次の事故等により、お客様の身体に障害を与お客様の身体に障害を与

えたり、えたり、お客様の持ち物を壊して法律上の損害賠償責任を負った場合に保険金をお支お客様の持ち物を壊して法律上の損害賠償責任を負った場合に保険金をお支

払いします。払いします。

また、また、本保険制度は契約者を日本チェーンドラッグストア協会、本保険制度は契約者を日本チェーンドラッグストア協会、被保険者を各正会員被保険者を各正会員

とする団体契約のため、とする団体契約のため、加入者数により団体割引が適用されるのが特長です。加入者数により団体割引が適用されるのが特長です。

■薬剤師業務に関る事故■薬剤師業務に関る事故

　○医薬品等の販売に起因する賠償事故　○医薬品等の販売に起因する賠償事故

　○調剤業務に起因する賠償事故　○調剤業務に起因する賠償事故

■店舗等の施設に関る事故■店舗等の施設に関る事故

　○店舗等施設の構造上の欠陥や管理の不備に起因する賠償事故　○店舗等施設の構造上の欠陥や管理の不備に起因する賠償事故

        【薬局および店舗販売業契約のみ対象】【薬局および店舗販売業契約のみ対象】

　○店舗等施設において行う薬剤師業務以外の仕事の遂行に起因する賠償事故　○店舗等施設において行う薬剤師業務以外の仕事の遂行に起因する賠償事故

■人格権侵害に関る事故■人格権侵害に関る事故

　○不当な身体の拘束等による名誉毀損やプライバシーの侵害による賠償事故　○不当な身体の拘束等による名誉毀損やプライバシーの侵害による賠償事故

ご加入にあたってご加入にあたって

 ◆ご加入いただける方 ◆ご加入いただける方

○日本チェーンドラッグストア協会の正会員のみ○日本チェーンドラッグストア協会の正会員のみ

・・契約者契約者：：日本チェーンドラッグストア協会日本チェーンドラッグストア協会

・・被保険者被保険者（補償の対象となる方）（補償の対象となる方）：：会員各社会員各社（使用人を含む）（使用人を含む）

　および勤務する薬剤師　および勤務する薬剤師・・登録販売者登録販売者（各々契約が必要）（各々契約が必要）

 ◆保険期間 ◆保険期間

○平成２７年２月１５日午後４時から平成２８年２月１５日午後４時まで○平成２７年２月１５日午後４時から平成２８年２月１５日午後４時まで

 ◆保険適用地域 ◆保険適用地域

○日本国内のみ○日本国内のみ
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補償内容と保険料補償内容と保険料

中途加入手続き中途加入手続き

　◆　◆毎月２５日締切り、毎月２５日締切り、翌月１５日からの加入となります。翌月１５日からの加入となります。

　　

　◆　◆加入依頼書の送付先加入依頼書の送付先：：

　　〒　　〒 222-0033222-0033　横浜市港北区新横浜　横浜市港北区新横浜 2-5-102-5-10　楓第　楓第 2ﾋﾞﾙ4F2ﾋﾞﾙ4F

　　日本チェーンドラッグストア協会事務局　　日本チェーンドラッグストア協会事務局（薬剤師賠償責任保険担当）（薬剤師賠償責任保険担当）

　◆　◆保険料を下記口座へお振込みください。保険料を下記口座へお振込みください。

振込先振込先::（銀行名（銀行名・・支店名）支店名）三井住友銀行　新横浜支店　三井住友銀行　新横浜支店　

　　　　　　（口座番号）　　　　　　（口座番号）普通口座　０４０６４１５普通口座　０４０６４１５

　　　　　　（口座名義）　　　　　　（口座名義）日本チェーンドラッグストア協会日本チェーンドラッグストア協会

【薬局および店舗販売業契約】

業務危険

対人

対物

支払限度額

1名

５，０００万円

1事故

５，０００万円

５，０００万円

保険期間中

３万円
施設危険

人格権侵害

３万円

３万円

免責金額区分

１億円 ３億円

業務危険：1事故1億円 保険期間中3億円 免責金額3万円
施設危険：1名5,000万円 1事故5,000万円 免責金額3万円

※業務危険の支払限度額または施設危険の対人賠償支払限度額と共有となり
ます。

保険料（注） ３，４６０円

１店舗あたり年間保険料

【勤務薬剤師・勤務登録販売者契約】 １名あたりの年間保険料

業務危険 保険期間中

免責金額

Aタイプ

3,000万円

0円

Bタイプ

9,000万円 3億円

人格権侵害

1事故

0円

1億円1,000万円 3,000万円

保険料（注）

0円

Ｃタイプ区分

１，２６０円 １，４２０円 １，６１０円

支払限度額

※各タイプの業務危険の支払限度額と共有となります。
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平成２７年９月１４日 

日本チェーンドラッグストア協会 

会員企業様 各位 

 

「平成 27 年台風 18号等大雨災害被災地支援募金」 

参加協力のご案内 

 

日本チェーンドラッグストア協会 

防犯・有事委員会 

委員長 石田 岳彦 

 

 

拝啓 貴社ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

 

 平素はＪＡＣＤＳの活動にご理解とご協力を賜り、御礼申し上げます。 

 さて、防犯・有事委員会ではＪＡＣＤＳ会員企業様に「平成 27年台風 18 号等大雨災害被災地支

援募金」参加協力に関し、下記のとおりご案内いたします。 

正会員企業の皆様へは店舗での募金活動をお願いしております。 

賛助会員の皆様におかれましても、すでに募金活動を計画・実施されている企業様も多数あるか

と思いますが、募金活動を通じ被災者に皆様のあたたかい善意を届けたいと考えました。 

何卒、ご協力のほどお願いいたします。 

 

 

敬具 

 

 

【要旨】 

台風 18 号に伴う大雨により、平成２７年９月９日から１１日にかけて、関東・東北地方

の広い範囲で人的・物的被害が発生しました。９月１２日の時点で、茨城県、栃木県、宮城

県の 26市町村に対して災害救助法が適用されています。 

この災害に対し、日本チェーンドラッグストア協会の会員企業様におかれましては、是非

とも、募金活動を個々で実施していただきたいと思っております。日本チェーンドラッグス

トア協会としましては募金額を集計し、お客様にご報告したいと考えております。 

つきましては、募金活動の期間、方法、送金の手続きなどは、次の要領でお願いします。 

 

 

記 

 

 

１．募金活動期間     即日～平成 27年 10月 30日（金） 

 

２．募金活動の方法 

１）募金活動への参加は自由です。ポスターの掲示、ルールなどは各社でご検討下さい。 

２）ご参考としてＪＡＣＤＳ作成のポスター（ドラッグストア店頭掲示用）データを、本案内 

と合わせて送付いたします。こちらはホームページにも掲示いたします。 

３）各社での募金とりまとめ、社員の皆様への募金活動への協力をお願いいたします。 
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３．募金の送金について 

１) 送金先のご案内 

(１) 日本チェーンドラッグストア協会へ送金の場合 

   ①送金方法   銀行振込 

   ②口座名義   日本チェーンドラッグストア協会 

   ③口座番号   三井住友銀行／新横浜支店（普）０６２２５６２ 

   ④振込手数料  振込手数料は募金金額より差し引いてお振込みください。 

差額分は協会で補填し募金させていただきます。 

 

(２) 日本赤十字社へ送金の場合 

  ア）郵便振替 現在開設手続き中です。 

  イ）銀行振込 

   ・三井住友銀行  すずらん支店 普通 ２７８７５２０ 

   ・三菱東京ＵＦＪ銀行 やまびこ支店 普通 ２１０５５１５ 

   ・みずほ銀行  クヌギ支店 普通 ０６２０２８６ 

   口座名義（共通）   日本赤十字社 

※詳細は日本赤十字社のホームページ「平成 27年台風第 18号等大雨災害義援金」 

で確認可能です。 

URL:http://www.jrc.or.jp/contribute/help/2718/ 

 

(３) その他へ送金の場合 

新聞社、放送局などの情報機関や、その他の団体等への募金でも結構です。 

 

２）募金送金後の手続き 

各企業で、日本赤十字社、日本ユニセフ協会、日本チェーンドラッグストア協会、その

他へ郵便振替または銀行振込を行った後、必ず、送金記録（振替用紙・振込用紙の控

えなど）をコピーし協会事務局へＦＡＸまたは郵送でお送りください。 

 

ご多忙の所恐縮ですが、平成２７年 11月 13日（金）までにお願いいたします。 

 

４．募金活動の報告について 

１）募金金額の集計 

各企業からＦＡＸまたは郵送で送られてきた送金記録をもとに、募金金額を集計します。 

２）募金金額の報告 

募金金額をまとめ、事務連絡および、協会のホームページ上にて発表いたします。 

店頭の掲示板等を通じ、お客さまに報告してくださるようお願いいたします。 

 

以上、ご協力・ご参加をお願いいたします。 

不明な点がございましたら、協会事務局までご連絡ください。 

 

 

以上 

 

 

 

JACDS 日 本 チェ ーン ドラッ グスト ア協 会  

防犯・有事委員会事務局 植栗・山田 

〒222‐0033神奈川県横浜市港北区新横浜 2-5-10 楓第 2 ﾋﾞﾙ 4階 

TEL.045-474-1311 FAX.045-474-2569 http://www.jacds.gr.jp sec@jacds.gr.jp 



 

パキスタン北部地震 
 

 
 

台風18 号に伴う大雨により、平成２７年９月９日か

ら１１日にかけて、関東・東北地方の広い範囲で人的・

物的被害が発生しました。 

日本チェーンドラッグストア協会では、「平成 27 年

台風18号等大雨災害」被災者のために、支援募金を

受付けております。 

皆様の暖かいご支援を心よりお願い申し上げます。 

 
募金受付期間：平成１７年１２月３１日まで 

 
   ※皆様からの支援募金は日本赤十字社を通じて、被災地に届けら

れます。（詳しくは、お店の販売員におたずねください） 
    
  

 
   

平成 27 年台風 18 号等 

大 雨 災 害 
被災地支援募金のお願い 

日本チェーンドラッグストア協会 

募金受付期間：平成 27 年 10 月 30 日まで 

店 舗 名 



行政・団体からのお知らせ 
次ページ以降に各項目の該当資料を収載しています。 

 

【厚生労働省】 

１．「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置登録情報の適切な更新等について（依頼）」について 

―厚生労働省医政局（９月１５日） 

各会員企業様で設置・管理されているＡＥＤにつきまして、適切な更新等が行われようにとの

周知依頼がありました。該当会員企業様にはよろしくご対応のほど、お願い申し上げます。 

【資料：後頁５ページ分あり】 

 

２．長時間労働削減をはじめとする「働き方改革」に向けた取組に関する要望書 

―厚生労働大臣（９月１６日） 

１１月は「過重労働解消キャンペーン」期間であることの周知依頼がありました。長時間労働削

減の取組み推進をお願いします。【資料：後頁４ページ分あり】 

 

３．「薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業 第１３回集計報告」の周知について 

―厚生労働省医薬食品局（９月２４日） 

岐阜県、公益財団法人日本医療機能評価機構からも同様の連絡が来ています。内容は同機

構のホームページ（http://www.yakkyoku-hiyari.jcqhc.or.jp/）をご覧下さい。同様の事例の再

発防止のために内容の確認と対策をお願いします。【資料：後頁 3ページ分あり】 

 

４．「一般用医薬品の区分リストについて」の一部変更について 

―厚生労働省医薬食品局（９月２５日） 

・メキタジン 第一類医薬品→第二類医薬品 

・エピナスチン 第一類医薬品→第二類医薬品 

・イブプロフェン・ブチルスコポラミン 第一類医薬品→指定第二類医薬品 

・ペミロラストカリウム 第一類医薬品→第二類医薬品 

よろしくご対応願います。【資料：後頁８ページ分あり】 

 

【経済産業省】 

５．ドラッグストア販売統計月報について 

―経済産業省（７月分） 

昨年 1月から始まりましたドラッグストア販売統計月報（確定版）の本年７月分がアップされて

いますので、お知らせします。今月より商業動態統計に統合されたため、タイトルや書式に一

部変更があります。対象となっている企業様には、引き続き販売等のデータ提供をよろしくお

願い申し上げます。【資料：後頁 15ページ分あり】 

http://www.yakkyoku-hiyari.jcqhc.or.jp/


【その他】 

６．下請取引適正化推進月間の実施について 

―公正取引委員会・中小企業庁（９月２４日） 

１１月は「下請け取引適正化推進月間」で、下請取引適正化推進講習会が全国で開催されま

す。開催日、開催場所等が公表されていますので、可能な限り、受講していただきますようお

願い申し上げます。【資料：後頁９ページ分あり】 

 

７．「医療機器の販売業及び貸与業の許可及び届出に係る事務取扱要領」「薬局及び医薬品販

売業等の許可等に関する審査基準及び指導指針の一部改正」について 

―静岡県健康福祉部（９月３０日） 

「薬事法等の一部を改正する法律」（平成２５年法律第８４号）が施行されたことに対応して、上

記の資料が作成されました。他の都道府県でも同様のことがあると思いますので、掲載しまし

た。詳しくは、各都道府県の行政のホームページをご覧下さい。 

 

８．内服薬等の包装の誤飲の発生について（情報提供） 

―岐阜県健康福祉部 厚生労働省医薬食品局（１０月２日） 

高齢者の誤飲・誤食が起こりやすい状況等の紹介と、注意喚起が行われました。詳しくは、ホ

ームページをご覧下さい。 

http://www.caa.go.jp/safety/pdf/150916kouhyou_1.pdf 

【資料：後頁５ページ分あり】 

 

９．麻薬、麻薬原料植物、向精神薬及び麻薬向精神薬原料を指定する政令の一部を改正する政

令の施行について（通知） 

―岐阜県健康福祉部 厚生労働省医薬・生活衛生局（１０月９日） 

４物質が新たに麻薬に指定されました。周知依頼がありましたので、掲載します。 

【資料：後頁４ページ分あり】 

 

１０．第４回ペットとの共生推進協議会シンポジウム 

―ペットとの共生推進協議会（１０月吉日） 

１１月１４日は大阪で、１１月１５日は東京で、第４回ペットとの共生推進協議会シンポジウムが

開催されます。参加無料です。ＪＡＣＤＳでは後援いたしますので、ご興味のある企業様にはぜ

ひ、ご参加下さい。【資料：後頁２ページ分あり】 

http://www.caa.go.jp/safety/pdf/150916kouhyou_1.pdf


事務連絡

平成27年9月15日

各関係団体　様

「自動体外式除細動器（AED）設置登録情報の適切な更新等について（依頼）」について

平素より大変お世話になっております。

標記につきまして、別添のとおり通知を発出いたします。

9月10日の参議院厚生労働委員会では、医政局長がAEDの周知に努めると答弁を行っ

ており、社会的に関心が強いものとなっております。

そのため、貴団体より関係者への当該通知の周知をして頂ければ幸いでございます，、

ご郵送が遅くなり大変申し訳ございませんが何卒宜しくお願いいたします。

〒100・8916

東京都千代田区霞が関1－2－2

厚生労働省医政局地域医療計画課

救急・周産期医療等対策室

病院前医療対策専門官　酒井

救急医療係　主査　牛坊

TEL・03－5253－1111

（内線2597）

（内線2550）

EAX：03－3503－8562



医改発0825第9号

平成27年8月25日

厚生労働省医政局

日本チェーンドラッグストア協会　会長　殿

自動体外式除細動器（AED）設置登録情報の適切な更新等について（依頼）

医療行政の推進については、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

標記について、今般、別添のとおり各都道府県知事に対して通知を発出しま

したので、その内容について御了知いただくとともに、貴団体が設置・管理し

ている自動体外式除細動器（以下「AED」という。）の設置登録情報の適切な更

新等をお願いします。

また、貴団体の会員が設置・管理しているAEDについても、AED設置登録

情報の適切な更新等が行われるよう、当該通知の内容について周知いただきま

すよう御協力をお願いします。



了

各都道府県知事　殿

医改発0825第7号

平成27年8月25日

厚生労働省医政局

自動体外式除細動器（AED）設置登録情報の有効活用等について

自動体外式除細動器（以下「AED」という。）については、「非医療従事者に

よる自動体外式除細動器（AED）の使用について」（平成16年7月1日付医改

発第0701001号唇生労働省医政局長通知）により非医療従事者である一

般市民にも使用が認められて以降、学校、駅、公共施設、商業施設等を中心に

急速に普及してきた。

こうした中、AEDの設置場所に関する情報等、一般財団法人日本救急医療財

団（以下「財団」という。）が把握した情報については、地方公共団体が情報提

供を希望した場合、AED設置者の連絡先等ホームページで公開されていない情

報を含めて提供することを当省から財団に対して検討するようお願いしていた

ところであるが、今般、財団に設置された「AED設置登録情報等に関する小委

員会」において、別添のとおり「AED設置登録情報の有効活用について（AED

設置登録情報等に関する小委員会報告書）J（以下「報告書」という。）が取りま

とめられた。

貴職におかれては、この報告書の趣旨を踏まえ、AEDが必要な場合に有効に

使用され、地域の救命率が向上するような医療提供体制を整えていただくため

に、AED設置登録情報の有効活用について、下記の対応をしていただくととも

に、管内の市町村（特別区を含む。）、関係機関、関係団体に周知していただく

ようお願いする。

記

1　財団へのAED設置登録情報の提供の申請等について

財団に登録されているAED設置登録情報のうち、すでに地方公共団体



への情報提供の承諾をAED設置者から得ているものについては、今般、

財団から地方公共団体に情報擾供を行うこととなったので、必要に応じ

て財団に申請し、財団から泰供を受けたAED設置登録情報を用いて、独

自に取り組まれているAEDマップ等をさらに充実させ、地域の救命率

が向上するような体制を整えていただきたいこ・と。

なお、具体的な申請方法については、別途「日本救急医療財団に登録

されている自動体外式除細動器（AED）設産登録情報を地方自治体が活

用するための手順書等について」（平成27年8月25日付医政地発第

0825第1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）で衛生主管部

局長宛に情報提供するので、当該手順書によること。

また、AED設置登録情報を利用する際には、ログイン名、パスワード

の交付を受けることが必要となるところ、貴管下の市区町村等がABD設

置登録情報を利用する際には、必要となるログイン名、パスワードにつ

いては、貴都道府県において当該市区町村等に対し交付および管理をし

ていただきたいこと。

2　日本救急医療財団全国ARDマップを用いた住民への情報提供について

今般、財団において、これまで登最されている情報をもとに日本救急

医療財団全国AEDマップを作成したので、現時点でAEDマップを作成

していない地方公共団体については、当該マップを地方公共団体のホー

ムページにリンクをさせることなどにより、住民への情報提供に活用す

ること。（リンク作成の必要な手順は前項の手順書等に記載されているこ

と。）

（参考）「日本救急医療財団全国AEDマップ」

URL：　httT）＄：〟www．ocIZaidarimal）．jD／

3　財団に既に登録されているAED設置登録情報の更新の推進について

AED設置登録情報については、AEDの具体的な設置場所、使用の可

否に係る情報が重要であるため、財団においては設置者が登録するべき

事項を増やすとともに、適時適切に情報更新が行われるよう従来の登録

方式に代えAED設置者が直接、財団に登録または更新をするよう改める

とともに、その登録情報の信頼度を明示することにした。

ついては、AED設置登録情報が適時適切に更新され、その信頼度が向

上されるよう、貴管下のAED設置者に対し登録情報の更新について呼び

かけること。（更新の手順はAEDマップホームページからアクセス可。）

（参考）「自動体外式除細動巻くAED）設置の皆様へJ

URL：　httD：〝www．crQZaidan．iD〟LED／settitouroku．htm



〆

4　財団にA別）設置登録情報を未登録の設置者に対する登録の呼びかけにつ

いて

AED設置登録情報については、「自動体外式除紳動器（AED）の適切

な管理等の実施Ⅰ羊ついて（注意喚起及び関係団体への周知依頼）」（平成

21年4月16日付医改発第0416001号薬食発第041600

1号厚生労働省医政局長厚生労働省医薬食品局長連名通知）において、

AED設置者に対して財団に登録するよう、お願いしていたところであ

る。

貴管下において、財団にAED設置登録情報を登録していないAED設

置者がいる場合、当該設置者に対し財団への登録を呼びかけるなどの取

組をすること。（新規登録の手順もAEDマップホームページからアクセ

ス可。）

（参考）「自動体外式除細動器（AED）設置の皆様へJ

URL：　httl）Wwww．oozaidan．iDJA丑D／settitotlrOku．htm

5　AEDを有効に使用するための表示に係る必要な整備について

（1）誘導表示の充実について

AEDが必要な時にAEDを設置している場所にたどり着けるよう、施

設の入口においてはステッカーを表示すること、施設内ではAEDの設

置場所まで誘導する案内表示を置くことなどの取組をすること。

（2）AEDのマークについて

今般、AED設置者が、財団作成のAEDのマークを使用したい場合に

おいては、財団のホームページから自由にダウンロードして使用できる

こととしたため、必要に応じて、AED設置者への周知をすること。

なお、Amの販売菓者や地方公共団体等が作成した独自のAEDマー

クの使用を否定するものではないこと。

以上



平成27年9月16日

経営者団体の長　　殿

長時間労働削減をはじめとする「働き方改革」
に向けた取組に関する要請書

人口減少社会の到来する中、長時間労働の是正と働き方改革を進め、女

性や高齢者をはじめとするすべての人々が、働きやすく、活躍しやすい職

場環境を作ることで、一人一人の潜在力が最大限に発揮され、労働生産性

を向上させていくことが重要な課題となっております。

しかしながら、我が国においては、長時間労働者の割合が依然として高

く、また年次有給休暇の取得率が低い水準にとどまっており、長時間労働

の削減など働き方の見直しが求められています。

こうした中、平成27年6月30日に閣議決定した「『日本再興戦略』改

訂2015－未来への投資・生産性革命－」におきまして、引き続き、「働

き方改革の実行・実現」のため「働き過ぎ防止のための取組強化」が盛り

込まれました。また、平成26年11月に施行された「過労死等防止対策推

進法（平成26年法律第100号）」に基づき、平成27年7月24日に「過労

死等の防止のための対策に関する大綱」を閣議決定したほか、同法におい

て、11月は過労死等防止啓発月間とされております。

この長時間労働問題については、厚生労働省に私自身を本部長とする

「長時間労働削減推進本部」を設置し、

①　著しい過重労働や賃金不払残業などを行う企業の撲滅に向けた監

督指導の強化

②　休暇の取得促進をはじめとした「働き方の見直し」に向けた企業へ

の働きかけの強化

を2つの柱として、省を挙げて取り組んできました。その上で、本年も、



昨年に引き続き10月を「年次有給休暇取得促進期間」、11月を「過重労

働解消キャンペーン」期間と定め、長時間労働削減の取組を推進すること

としたところです。

長時間労働の削減や年次有給休暇の取得促進のためには、これまでの働

き方を見直し、効率的な働き方を進めていくことが必要です。各々の企業

において、長時間労働を前提としたこれまでの労働慣行から、早く帰る労

働慣行への転換を図るための施策や年次有給休暇を取得しやすい雰囲気

を醸成するための施策等、それぞれの実情に応じた取組を行うことが望ま

れます。具体的には、経営トップによるメッセージの発信、朝型勤務やフ

レックスタイム制、年次有給休暇の計画的付与制度などの導入、ノー残業

デーや年次有給休暇取得奨励日の設定、年次有給休暇取得計画の策定、年

次有給休暇取得による連休の実現（「プラスワン休暇」）等が挙げられま

す。

これまでも貴団体からは、傘下団体・企業等への働き方改革や夏の生

活スタイル変革に関する周知啓発に関し格別の御協力を賜ってきたとこ

ろでありますが、改めてこの取組の趣旨を御理解いただき、傘下団体・

企業等に対します周知啓発に向けた御協力の程、何とぞよろしくお願い

申し上げます。

厚　生　労　働　大　臣



～トップが決意を持って、長時間労働の削減に向けた取組を推進しましょう。～
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平成26年11月に施行された「過労死等防止対策推進法」において、11月は「過労死等防止啓発月間」とされ

ています。このため、厚生労働省では、同月間において、長時間労働の削減等過重労働解消に向けた集中的な周知・

啓発等の取組を行う「遇重労働解消キャンペーン」を実施します。

労働時間の現状をみると、週の労働時間が60時間以上の労働者の割合は引き続き高い水準で推移するなどいまだ

長時間労働の実態がみられます。また、脳・心臓疾患に係る労災支給決定件数についても依然として高い水準で推移

するなど、過重労働による健康障害も多い状況にあるほか、割増賃金の不払に係る労働基準法違反も後を絶たないと

ころです。

長時間にわたる過重な労働は疲

労の蓄積をもたらす最も重要な

要因です。

時間外・休日労働が月45時間を

超えて長くなるほど、業務と脳・

心臓疾患の発症との関連性が強

まります。

労働基準法第37条に違反する、

賃金不払残業は、あってはなら

ないものです。

①時間外・休日労働時間の削減

◇36協定（時間外労働・休日労働に関する協定）で定める延長時間は、限度基準鋸に適合したも

のとする必要があります。

◇特別条項付き協定※3により月45時間を超える時間外労働が可能な場合にも、実際の時間外労

働は月45時間以下とするよう努めましょう。

◇休日労働についても削減に努めましょう。

②年次有給休暇の取得促進

◇年次有給休暇を取得しやすい職場環境づくり、計画的付与制度の活用などにより、年次有給休暇

の取得促進を図りましょう。

③労働者の健康管理に係る措置の徹底

◇健康管理体制を整備すると共に、健康診断を実施しましょう。

◇長時間にわたる時間外・休日労働を行った労働者に対する面接指導等を実施しましょう。

①労働時間適正把握基準椋5を遵守しましょう。

（∋職場風土を改革しましょう。

③適正に労働時間の管理を行うためのシステムを整備しましょう。

④労働時間を適正に把握するための責任体制を明確化しチェック体制を整備しましょう。

※1「過重労働による健康障害を防止するため事業者が講すべき措置」（平成18年3月、厚生労働省）

※2「労働基準法第36条第1項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準」（平成10年労働省告示第154号）
※3　臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わなければならない特別の事情が予想される場合に、特別条項付き協定を結べば、1年の半分を超えない範囲で、

限度時間を超える時間を延長暗闇とすることができます。
※4「賃金不払残業の解消を図るために講すべき措置等に関する指針」（平成15年5月、厚生労働省）

※5「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」（平成13年4月、厚生労働省）



薬食総発0924第5号

薬食安発0924第2号

平成27年9月　24日

日本チェーンドラッグストア協会　会長　殿

厚生労働省医薬食品局総務課長

（公　印　省　略）

厚生労働省医薬食品局安全対策課長

（公　印　省　略）

「薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業　第13回集計報告」の周知について

医薬行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し

上げます。

薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業は、公益財団法人日本医療機能評価

機構による厚生労働省補助事業であり、平成21年4月より、薬局から報告され

たヒヤリ・ハット事例等を収集、分析し提供しています。この事業は、医療安

全対策に有用な情報について、薬局間で広く共有するとともに、国民に対して

情報を提供し、医療安全対策の一層の推進を図ることを目的として実施されて

います。

この度、同機構より、平成27年1月から6月までに報告のあったヒヤリ・ハ

ット事例の報告を取りまとめた「薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業　第

13回集計報告」が公表されました。この報告は、同機構から各都道府県知事、

各保健所設置市及び各特別区長宛に送付されており、同機構のホームページに

も掲載されています（http：／／www．yakkyoku－hiyari．jcqhc．or．jp／）。

貴職におかれましては、同様の事例の再発防止のために内容を確認の上、関

係者に対して周知方お願いいたします。／



事　　務　　連　　絡

平成　27年9月　25　日

厚生労働省医薬食品局安全対策課

日本チェーンドラッグストア協会　御中

「一般用医薬品の区分リストについて」の一部変更について

標記について、別添のとおり各都道府県・保健所設置市・特別区衛生主管部（局）

長あてに通知したのでお知らせします。









∴∴～

薬食監麻発0925第3号

平成　27年9月　25　日

厚生労働省医薬食品

監視指導・麻薬対策課

日本チェーンドラッグストア協会会長　殿

医薬品の区分等表示の変更に係る留意事項について

標記について、各都道府県、保健所設置市及び特別区衛生主管部（局）長宛てに別添写し

のとおり通知いたしましたので、貴会会員に対する周知徹底方についてご配慮願います。
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商業動態統計月報  



商業動態統計調査  -利用上の注意- 
 
 本月報の内容は、商業動態統計調査（以下､「本調査」という｡）の結果によるもので、その概要は次のとおりである。 
 

１．調査の目的 
全国の商業を営む事業所及び企業の販売活動などの動向を明らかにすることを目的としている。 

 

２．根拠法規 

  本調査は、統計法に基づく基幹統計調査として、商業動態統計調査規則(昭和28年通商産業省令第17号)に基づい

て実施している。 

 

３．調査の範囲 
日本標準産業分類「大分類I-卸売業,小売業」(平成25年10月改定)のうち代理商,仲立業を除く全国の事業所(企業)

である。 
 

４．調査の方法及び経路 
本調査は、経済産業省から委任を受けた都道府県が調査員を通じて対象事業所に調査票の記入を依頼し、回収する。

ただし、百貨店・スーパー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッグストア及びホームセンターの企業 

本部については、経済産業省が直接企業又は対象事業所に調査票の記入を依頼し、回収する。 
 

５．調査期日 

  調査期日は、毎月末日現在である。 
  なお、商品手持額は、四半期(3月、6月、9月及び12月)末日現在である。 

 

６．標本設計 
本調査は、平成24年経済センサス‐活動調査の対象事業所を母集団とし、標本理論に基づいて抽出された事業所を

対象として平成27年７月分から実施している。標本は、下記のとおり個別標本と地域標本の２種類から構成されてい

る。なお、標本の抽出に当たっては、業種別に目標精度が５％以下（卸売業は８％以下）(標準誤差率表示)となるよ

うに設計されている。 
(1) 個別標本 

①個別標本は全ての卸売事業所、自動車小売、機械器具小売、燃料小売、無店舗小売の各事業所及び従業者２０人

以上の小売事業所(百貨店・スーパーを含む)を対象としている。なお、企業調査の対象企業傘下の事業所について

は、標本設計の対象から除外している。 
②業種別、従業者規模別に標本抽出枠(以下｢セル｣という)を設定し、セルごとに標本数を決定している。 

(2) 地域標本 
①地域標本は調査区(143調査区)を指定し、その調査区内の従業者19人以下の小売事業所(自動車小売、機械器具小

売、燃料小売、無店舗小売の各事業所を除く)を対象としている。   
②調査区の抽出は平成24年経済センサス‐活動調査の調査区を母集団とし、層別(４層)に抽出を行っている。 

 

７．調査票の種類及び対象 

  調査票の種類は、甲票、乙票、丙票及び丁１～４票の７種類に区分される。 
 (1) 甲票の対象範囲 
   従業者100人以上の各種商品卸売事業所及び従業者200人以上の卸売事業所で、経済産業大臣が指定する事業所。 
  (2) 乙票の対象範囲 
    ① 甲票の対象を除いた卸売事業所、自動車小売、機械器具小売、燃料小売、無店舗小売の各事業所及び従業者2

0人以上の小売事業所のうち、丙票対象及び丁１～４票対象企業傘下事業所を除いた小売事業所で経済産業大臣
が指定する事業所。 

 ② 経済産業大臣が指定する調査区内に所在する従業者19人以下の小売事業所(自動車小売、機械器具小売、燃料
小売、無店舗小売の各事業所及び丁１～４票対象企業傘下事業所を除く)。 

 (3) 丙票の対象範囲 
   従業者50人以上の小売事業所のうち、百貨店及びスーパー（１１．(3)参照)に該当する、経済産業大臣が指定

する事業所。 
  (4) 丁１票の対象範囲 
   一定規模以上のコンビニエンスストア（日本標準産業分類 細分類5891）のチェーン企業本部で、経済産業大臣

が指定する企業。 

 (5)丁２票の対象範囲 

   日本標準産業分類に掲げる細分類5931－電気機械器具小売業（中古品を除く）又は細分類5932－電気事務機械

器具小売業（中古品を除く）に属する事業所 (売場面積500㎡以上の家電大型専門店) を10店舗以上有する企業で、

経済産業大臣が指定する企業。 

 (6)丁３票の対象範囲 

   日本標準産業分類に掲げる細分類6031－ドラッグストアに属する事業所を50店舗以上有する企業もしくはドラ

ッグストアの年間販売額が100億円以上の企業で、経済産業大臣が指定する企業。 

2



 
① 本統計表で用いている商品分類は、以下のとおりである。 

商品分類等 内 容 例 示 
 

 
ＡＶ家電 

 
 

テレビ・プロジェクタ（CRT、液晶、PDP）、ビデオディスク、BD・DVD（再生専用、

録画再生機）、BS・CS 機器、ステレオ、スピーカ、AV 編集機器、ラジオ・ポータブル

オーディオ、GPS ナビゲーション、ヘッドホン、マイクロホン、AV 接続機器、電子楽器、

VTR、携帯オーディオ機器、ホームオーディオ機器、メディアクリーナなど 

 
情報家電 

パソコン・パソコン周辺機器（デスクトップ型・ノート型パソコン、タブレット端末、モ

ニタ、プリンタ等）、ゲーム関連機器、電子手帳・辞書、コピー・シュレッダーなど 

通信家電 
移動体通信機器（携帯電話機、パーソナル無線、データ通信カード・端末）、電話機・

FAX など 
 

カメラ類 
ビデオカメラ・デッキ、デジタルスチルカメラ（コンパクト型、一眼レフ）、カメラアク

セサリ、交換レンズなど 
 

 
 
 
 
 

生活家電 
 
 
 

 
 
 

家事・調理家電（洗濯機・衣類乾燥機、ふとん乾燥機、冷蔵庫・冷凍庫、炊飯器、電子レ

ンジ、オーブンレンジ、食器洗い機・乾燥機、電磁調理器、クッキングヒーター、ホーム

ベーカリー、トースター、電子炊飯ジャー、ジャーポット、電気ケトル、コンロ・ガステ

ーブル、電気プレート・鍋、ジューサー・ミキサー類、コーヒーメーカー、もちつき機、

精米機、家庭用ゴミ処理機、浄水器・カートリッジ、アイロン・ズボンプレッサ、クリー

ナ、スチーム・高圧洗浄クリーナ、掃除機等） 
理美容・健康関連（シェーバー、ドライヤー・ヘアサロン、フェイスケア器具、ボディケ

ア器具、散髪器具、電動歯ブラシ、電気測定器具（電子血圧計、電子体温計、電子歩数計

等）、フィットネス機器、電気マッサージ器具・治療器、吸入器等） 
空調・季節家電（エアコン、冷風機・冷風扇、扇風機、換気扇、空気清浄機・除湿機・加

湿器、石油暖房器具、温水ルームヒータ、電気温風機・電気ストーブ、家具調こたつ、電

気カーペット、電気掛・敷毛布等） 

その他 
温水洗浄便座、24時間風呂、モニタ付ドアホン、火災警報器、照明器具、電池、管球、
配線器具、自然冷媒ヒートポンプ給湯器など 

 
(6) 第6部 ドラッグストア販売 
   本統計表は、丁３票（７．(6)参照）について集計した表である。 
   本統計表で用いている商品分類は、以下のとおりである。 

商品分類等 内 容 例 示 

調剤医薬品 医師の処方箋に基づき調剤する医療用医薬品・漢方薬・生薬 

 
ＯＴＣ医薬品 

医薬品（医師の処方箋によるものを除く）、漢方薬（医師の処方箋によるものを除く）、

生薬（医師の処方箋によるものを除く）など 

風邪薬、胃腸薬、目薬、皮膚治療薬、湿布薬、滋養強壮剤（医薬品）など 

ヘルスケア用品
(衛生用品)･介
護・ベビー 

 

ヘルスケア（脱脂綿、ほう帯、ガーゼ類、サポータ、マスク、体温計、紙おむつ、殺虫剤

（農業用、産業用は除く）、コンタクトレンズ洗浄剤・保存液、衛生用品等） 
介護（大人用紙オムツ、尿取りパット、介護用品、ステッキ、介護食等） 
ベビー（育児用ミルク、ベビーフード、ベビー飲料、紙オムツ、授乳用品等） 

健康食品 健康食品、サプリメント、ダイエット食品等 

ビューティー 
ケア（化粧品・
小物） 

化粧品（口紅、ファンデーション、化粧水、フレグランス、男性化粧品、浴用化粧品等）

ビューティケア小物（化粧品雑貨、化粧用ブラシ、コットン・スポンジ、つけまつげ、つ

け爪、あぶらとり、ヘアブラシ等） 

 
トイレタリー 

歯みがき、歯ブラシ、シャンプー、リンス、ボディシャンプー、ヘアカラー、入浴剤、ハ

ンドソープ、石けん（化粧、洗顔、浴用、薬用のもの）など 

 
家庭用品・日用
消耗品・ペット
用品      
 
 

家庭用品（バス・トイレ・キッチン用品、ファブリック、なべ、かま、キッチン用刃物、
食器、卓上用品、清掃用品、包装用品、保安防災、避難用具等） 
日用消耗品（住まいの洗剤、防虫剤、トイレットペーパー、芳香剤、食器洗剤、ティッシ
ュペーパー等） 
ペット・ペット用品（愛玩用・鑑賞用（動物、魚類、鳥類、爬虫類等）、愛玩用・鑑賞用
飼料（ペットフード）、鑑賞魚用水槽、鳥かご、ペット用小屋（犬小屋、巣箱等）、ペッ
ト用装飾品（首輪、衣服等）、ペット用医薬品、ペット用シャンプー、ペット用リード、
ペット用シーツ、ペット用キャリーケース等）  

食品 菓子類、米、飲料、日配品、加工品、酒類、冷凍食品など 

その他 上記以外の衣料品、履物、カバン・袋物、書籍、文具・玩具など 
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５. 家電大型専門店販売額の動向

4,135 476 686 241 188 2,136 409 2,411

4.8 1.3 ▲9.1 3.9 ▲4.2 10.9 10.4 ▲0.6

６. ドラッグストア販売額の動向

4,608 305 666 317 158 715 472 721 1,154 100 13,350

7.5 2.2 6.9 7.3 12.3 12.0 6.2 4.8 8.3 6.6 3.6

７. ホームセンター販売額の動向

2,831 575 194 228 662 396 218 174 128 258 4,168

1.9 1.3 10.7 ▲0.3 5.6 ▲4.7 5.7 0.8 2.6 ▲2.2 2.4

店舗数

　商品別にみると、生活家電が同10.9％の増加、その他が同10.4％の増加、通信家電が同3.9％の
増加、ＡＶ家電が同1.3％の増加となった。
　一方、情報家電が同▲9.1％の減少、カメラ類が同▲4.2％の減少となった。

園　芸・
エクステ
リア

ペット・
ペット用
品

カー用
品・アウ
トドア

オフィス
・カル
チャー

その他

食　品 その他

合計 ＤＩＹ用具
・素材

電　気 インテリア
家庭用品

・
日用品

合計 調　剤
医薬品

Ｏ Ｔ Ｃ
医薬品

ヘルスケア
用品（衛生
用品）・介
護・ベビー

健 康
食 品

　平成２７年７月の家電大型専門店販売は4135億円、前年同月比でみると4.8％の増加となった。

　平成２７年７月のドラッグストア販売は4608億円、前年同月比でみると7.5％の増加となった。

　平成２７年７月のホームセンター販売は2831億円、前年同月比でみると1.9％の増加となった。
　商品別にみると、電気が同10.7％の増加、ペット・ペット用品が同5.7％の増加、家庭用品・日
用品が同5.6％の増加、オフィス・カルチャーが同2.6％の増加、ＤＩＹ用具・素材が同1.3％の増
加、カー用品・アウトドアが同0.8％の増加となった。
　一方、園芸・エクステリアが同▲4.7％の減少、その他が同▲2.2％の減少、インテリアが同▲
0.3％の減少となった。

ビューティ
ケア（化粧
品・小物）

ＡＶ
家電

情報
家電

通信
家電

カメラ類
生活
家電

トイレ
タリー

家庭用品・
日用消耗
品・ペット
用品

合計

(単位:億円、店、％)

(単位:億円、店、％)

(単位:億円、店、％)

その他

　商品別にみると、健康食品が同12.3％の増加、ビューティケア（化粧品・小物）が同12.0％の
増加、食品が同8.3％の増加、ヘルスケア用品（衛生用品）・介護・ベビーが同7.3％の増加、Ｏ
ＴＣ医薬品が同6.9％の増加、その他が同6.6％の増加、トイレタリーが同6.2％の増加、家庭用
品・日用消耗品・ペット用品が同4.8％の増加、調剤医薬品が同2.2％の増加となった。

店舗数

店舗数
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(単位:億円、店、％) (100 million yen)

前年比 前年比 前年比

Sales value （％） establishments Sales value （％） establishments Sales value （％） establishments

#### 平 成 24 年 - - - - - - - - - C.Y. 2012
####   25  - - - - - - - - - 2013

  26  45,311 - 2,443 49,375 - 13,069 33,452 - 4,124 2014
#### 平 成 24 年度 - - - - - - - - - F.Y. 2012
####   25  - - - - - - - - - 2013

  26 41,781 - 2,446 49,171 - 13,153 32,508 - 4,139 2014
平成 26 年 ４～６月 9,234 - 2,420 11,671 - 12,831 8,419 - 4,059 Q2 2014

#### ７～９ 10,642 - 2,430 12,482 - 12,952 8,062 - 4,082 Q3
10～12 11,183 - 2,443 12,749 - 13,069 8,886 - 4,124 Q4

平成 27 年 １～３月 10,722 ▲24.8 2,446 12,269 ▲1.6 13,153 7,140 ▲11.7 4,139 Q1 2015
４～６ 9,711 5.2 2,412 13,096 12.2 13,281 8,750 3.9 4,154 Q2

#### 平成 26 年 ５月 2,958 - 2,426 3,934 - 12,820 2,963 - 4,059 May 2014
#### ６ 3,408 - 2,420 4,088 - 12,831 2,738 - 4,059 Jun.
#### ７ 3,948 - 2,425 4,288 - 12,884 2,779 - 4,070 Jul.
#### ８ 3,565 - 2,426 4,198 - 12,914 2,761 - 4,074 Aug.
#### ９ 3,129 - 2,430 3,996 - 12,952 2,522 - 4,082 Sep.
#### 10 2,990 - 2,433 4,064 - 12,983 2,637 - 4,091 Oct.
#### 11 3,487 - 2,437 4,048 - 13,025 2,778 - 4,113 Nov.
#### 12 4,706 - 2,443 4,637 - 13,069 3,471 - 4,124 Dec.
#### 平成 27 年 １月 3,622 ▲11.5 2,441 4,033 4.4 13,061 2,350 ▲3.6 4,125 Jan. 2015
#### ２ 3,025 ▲15.2 2,444 3,927 6.3 13,093 2,185 ▲2.6 4,121 Feb.
#### ３ 4,076 ▲38.2 2,446 4,309 ▲12.4 13,153 2,605 ▲23.4 4,139 Mar.
#### ４ 3,166 10.4 2,450 4,134 13.3 13,220 2,855 5.1 4,148 Apr.

５ 3,293 11.3 2,451 4,522 14.9 13,275 3,193 7.8 4,153 May
#### ６ 3,252 ▲4.6 2,412 4,440 8.6 13,281 2,702 ▲1.3 4,154 Jun.
#### ７ 4,135 4.8 2,411 4,608 7.5 13,350 2,831 1.9 4,168 Jul.

　 　

家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンター販売額、前年(度、同期、同月)比増減率及び店舗数
Large-scale speciality retailers for home electric appliances, Drugstore and Home improvement stores sales value and the percentage change from the same month/term of the previous year and number of establishments

Year
and

month

Large-scale speciality retailers for home
electric appliances

Drugstore Home improvement stores

販売額 店舗数
（店）

販売額 店舗数
（店）

販売額 店舗数
（店）

年月

家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

▲ 60.0 

▲ 40.0 

▲ 20.0 

0.0

20.0

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

└ H26(2014) ┘ └ H27(2015) ┘ └ 

家電大型専門店販売額・前年同月比増減率の推移 

販売額 前年同月比増減率 
(%) (億円) (100 million yen) 

0 

Large-scale speciality retailers for home electric appliances sales value and the percentage change from the same month of the previous year 

▲ 20.0 

▲ 10.0 

0.0

10.0

20.0

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

└ H26(2014) ┘ └ H27(2015) ┘ └ 

ドラッグストア販売額・前年同月比増減率の推移 
販売額 前年同月比増減率 

(%) (億円) (100 million yen) 

0 

Drugstore sales value and the percentage change from the same month of the previous year 

▲ 30.0 

▲ 20.0 

▲ 10.0 

0.0

10.0

1,000

2,000

3,000

4,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

└ H26(2014) ┘ └ H27(2015) ┘ └ 

ホームセンター販売額・前年同月比増減率の推移 
販売額 前年同月比増減率 

(%) (億円) (100 million yen) 

0 

Home improvement stores sales value and the percentage change from the same month of the previous year 
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第６部　ドラッグストア販売　 Part6  Drugstore sales value

第１表　商品別販売額等及び前年（度、同期、同月）比増減率
Table1 Sales value by goods and the percentage change from the same month/term of the previous year. 

平 成 24 年 C.Y.
  25  

  26  

平 成 24 年度 F.Y.
  25  

  26

平成 26 年 ４～６月 Q2
７～９ Q3
10～12 Q4

平成 27 年 １～３月 Q1
４～６ Q2

平成 26 年 ５月 May

６ Jun.

７ Jul.

８ Aug.

９ Sep.

10 Oct.

11 Nov.

12 Dec.

平成 27 年 １月 Jan.

２ Feb.

３ Mar.

４ Apr.

５ May

６ Jun.

７ Jul.

平 成 24 年 C.Y.

  25  

  26  

平 成 24 年度 F.Y.

  25  

  26

平成 26 年 ４～６月 Q2

７～９ Q3

10～12 Q4

平成 27 年 １～３月 Q1

４～６ Q2

平成 26 年 ５月 May

６ Jun.

７ Jul.

８ Aug.

９ Sep.

10 Oct.

11 Nov.

12 Dec.

平成 27 年 １月 Jan.

２ Feb.

３ Mar.

４ Apr.

５ May

６ Jun.

７ Jul.12.0 6.2 4.8 8.3 6.6 3.6

5.7 8.5 4.4 3.5

7.5 2.2 6.9 7.3 12.3

10.5 3.5

8.6 7.4 8.3 11.1 15.3 12.6 6.2

14.9 9.0 13.1 17.4 16.9 20.9 14.3 16.0 13.3

19.3 12.0 14.1 13.6 12.3 3.4

▲13.7 ▲5.4 ▲21.1 4.5

13.3 4.4 10.0 14.9 17.9

▲6.0 4.5

▲12.4 4.0 ▲12.0 ▲13.1 ▲18.1 ▲17.4 ▲23.2

2015

6.3 11.2 2.5 1.9 ▲3.2 7.4 0.7 8.7 11.8

3.4 ▲2.2 7.8 12.2 ▲6.9 4.3

- - - -

4.4 1.4 2.4 3.1 ▲7.8

- -

- - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - -

- - - -

- - - - -

- -

- - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - -

- - - -

- - - - -

- - 2014

- - - - - - -

- - - - - - - - -

17.5 10.7 11.7 11.7 8.9 3.5

▲0.5 5.2 ▲12.0 4.5 2015

12.2 6.9 10.5 14.4 16.6

- -

▲1.6 5.4 ▲3.2 ▲3.3 ▲10.4 ▲4.1 ▲10.1

- - - - - - - - -

- - - - - -

- - - - 2014

- - - - -

- - 2014

- - - - - - -

2013

- - - - - - - - -

- - - - - -

- - - - 2012

- - - - -

- - 2014

- - - - - - -

2013

- - - - - - - - -

- - - - - -

- - - - 2012

- - - - -

前
年
（

度
・
同
期
・
同
月
）

比
増
減
率
（

％
）

Pe
rc

en
ta

ge
 c

ha
ng

e 
fr

om
 th

e 
sa

m
e 

m
on

th
/te

rm
 o

f t
he

 p
re

vi
ou

s y
ea

r (
%

)

- - - - - - -

47,200 72,134 115,350 9,963 13,350460,779 30,485 66,577 31,677 15,846 71,547

44,556 70,002 110,850 10,199 13,281444,038 30,460 63,816 31,324 15,449 67,382

45,687 70,700 113,471 10,399 13,275452,164 30,483 65,624 32,098 14,936 68,766

41,376 62,839 103,693 9,754 13,220413,404 28,968 59,704 29,525 13,922 63,623

42,667 63,805 107,654 9,544 13,153430,890 31,373 65,760 31,355 14,285 64,447

38,718 59,012 99,773 8,762 13,093392,693 29,153 57,730 29,856 13,115 56,574

39,473 61,342 98,558 9,969 13,061 2015403,270 28,415 62,061 31,608 13,092 58,752

46,799 74,914 110,320 12,012 13,069463,721 32,430 69,422 34,335 14,169 69,320

41,690 63,608 99,410 10,084 13,025404,849 28,455 60,683 29,583 12,952 58,384

41,534 63,482 101,468 10,122 12,983406,350 29,108 60,090 28,569 13,215 58,762

40,727 64,101 99,309 9,235 12,952399,631 28,424 59,438 27,923 13,256 57,218

43,248 67,227 105,042 10,143 12,914419,846 28,393 61,821 29,094 13,793 61,085

44,432 68,857 106,496 9,343 12,884428,763 29,828 62,294 29,535 14,108 63,870

41,972 66,223 102,141 9,768 12,831408,832 28,366 58,939 28,192 13,401 59,830

39,960 60,932 100,147 9,411 12,820 2014393,430 27,970 58,015 27,344 12,773 56,878

131,619 203,541 328,014 30,352 13,2811,309,606 89,911 189,144 92,947 44,307 199,771

120,858 184,159 305,985 28,275 13,153 20151,226,853 88,941 185,551 92,819 40,492 179,773

130,023 202,004 311,198 32,218 13,0691,274,920 89,993 190,195 92,487 40,336 186,466

128,407 200,185 310,847 28,721 12,9521,248,240 86,645 183,553 86,552 41,157 182,173

118,889 182,215 293,573 27,865 12,831 20141,167,134 84,094 171,234 81,241 37,985 170,038

498,177 768,563 1,221,603 117,079 13,153 20144,917,147 349,673 730,533 353,099 159,970 718,450

- - - - - 2013- - - - - -

- - - - - 2012- - - - - -

511,691 769,489 1,206,513 120,932 13,069 20144,937,496 345,127 736,637 356,282 164,669 726,156

- - - - - 2013
- - - 2012

- - - - - -

販
　
売
　
額
　
　
（

百
万
円
）

Sa
le

s v
al

ue
 (m

ill
io

n 
ye

n)

- - - - - - - -

Beauty care
(cosmetic products

and goods)
Toiletry goods

Household utensils,
daily necessities, pet

products
Food Others Number of

establishments

トイレタ
リー

家庭用品・日
用消耗品・
ペット用品

食品 その他

Sales of goods

(店)

Dispensing
pharmaceutical

products

Over the counter
medical products

Health care (sanitary
goods), nursing care,

and baby products
Health foods

年　月

商品販売額 店舗数
Year
and

Month

調剤医薬
品

ＯＴＣ
医薬品

ヘルスケア用
品（衛生用

品）・介護・
ベビー

健康食品
ビューティ
ケア（化粧
品・小物）
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第６部　ドラッグストア販売　 Part6  Drugstore sales value

第２表 経済産業局別販売額等及び前年（度、同期、同月）比増減率
Table2 Sales value by regional bureaus of METI and the percentage change from the same month/term of the previous year.

24 年 C.Y. 2012

  25  2013

  26  2014

24 年度 F.Y. 2012

  25  2013

  26 2014

平成 26 年 ４～６月 Q2 2014

７～９ Q3

10～12 Q4

平成 27 年 １～３月 Q1 2015

４～６ Q2

平成 26 年 ５月 May 2014

６ Jun.

７ Jul.

８ Aug.

９ Sep.

10 Oct.

11 Nov.

12 Dec.

平成 27 年 １月 Jan. 2015

２ Feb.

３ Mar.

４ Apr.

５ May

６ Jun.

７ Jul.

24 年 C.Y. 2012

  25  2013

  26  2014

24 年度 F.Y. 2012

  25  2013

  26 2014

平成 26 年 ４～６月 Q2 2014

７～９ Q3

10～12 Q4

平成 27 年 １～３月 Q1 2015

４～６ Q2

平成 26 年 ５月 May 2014

６ Jun.

７ Jul.

８ Aug.

９ Sep.

10 Oct.

11 Nov.

12 Dec.

平成 27 年 １月 Jan. 2015

２ Feb.

３ Mar.

４ Apr.

５ May

６ Jun.

７ Jul.4.1 30.3 19.13.2 6.2 3.0 10.2 3.4 7.3 4.4 7.3

3.4 5.1

3.1 3.6

17.0

7.9 4.5 10.5 5.7 7.3

4.0 26.83.0 5.8 3.2 10.7 3.3 10.9 4.4 4.7

3.4 8.6 2.4 32.9 12.5

9.2 3.3 10.9 5.6 9.0

4.0 18.5 3.4 18.1 4.4 14.5

2.4 20.1 10.4

17.0 3.5 18.0 5.4 14.1 3.3 15.8

3.2 24.7 3.4 17.7 3.7 11.7

10.4

▲8.5 3.3 4.4 5.1 13.7 3.2 14.0 3.6 19.7

3.3 ▲16.8 4.2 ▲16.4 1.5 ▲11.93.8 ▲16.2 3.7 ▲3.2 9.3 ▲9.2

4.8 1.2 2.0 15.9 6.3

▲6.8 2.6 ▲5.0 5.9 ▲14.5

4.5 17.5 9.2 6.8 2.0 8.7

1.2 14.4 6.3

4.3 2.3 7.3 5.3 5.1 3.8 1.5

9.9 9.4 2.5 8.9 4.2 2.5

-

9.1 2.4 ▲0.4 4.6 2.5 3.5 2.4 4.0 11.9

- - - - - -- - - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - - -

- - -

- - - - - - -

- - - - - -

-

- - - - - - - - -

- - - - - -- - - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - - -

- - -

- - - - - - -

- - - - - -

-

- - - - - - - - -

- - - - - -- - - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - - -

4.0 26.8 17.0

- - - - - - -

3.3 17.5 4.4 12.0 3.4 8.3

10.4

5.1 3.3 11.0 5.6 12.2 3.0 11.7 3.2 16.1

3.3 ▲1.6 4.2 ▲5.4 1.5 4.53.8 ▲5.1 3.7 7.8 9.3 1.1

- - - - -

2.1 2.6 0.2 5.9 ▲3.6

- - - - - -

- - -

- - - - - - -

- - - - - -

-

- - - - - - - - -

- - - - - -- - - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - - -

- - -

- - - - - - -

- - - - - -

-

- - - - - - - - -

- - - - - -- - - - - -平成 - - - - -

- - - - - -- - - - - -- - - - - -

- - - - - -- - - - - -

- - - -

- - - - - -

- - - - - -

Pe
rc

en
ta

ge
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ha
ng

e 
fr

om
 th

e 
sa

m
e 

m
on

th
/te

rm
 o

f t
he

 p
re

vi
ou

s y
ea

r (
%

)

平成 - - - - - - - -

前
年
（

度
・
同
期
・
同
月
）

比
増
減
率
　
（

％
）

13,939 427 47,278 1,332 1,809 5654,124 1,547 68,501 2,083 23,531 67019,625 600 28,338 875 203,634 5,760

13,574 426 45,592 1,329 1,864 5552,260 1,542 65,522 2,077 22,546 66918,933 593 27,338 869 196,409 5,721

14,021 426 46,999 1,325 1,760 5454,088 1,547 66,460 2,073 23,342 66817,786 593 26,975 865 200,733 5,724

13,001 423 41,929 1,319 1,425 5350,068 1,540 64,161 2,068 21,147 66217,104 592 25,345 859 179,224 5,704

12,705 422 43,393 1,311 1,437 5350,626 1,533 63,667 2,058 22,685 66016,331 587 27,190 856 192,856 5,673

12,066 419 39,620 1,308 1,389 5147,536 1,522 61,309 2,049 19,805 65117,266 584 24,982 849 168,720 5,660

12,286 420 41,318 1,296 1,500 5149,103 1,516 58,257 2,049 20,297 65218,956 587 25,491 841 176,062 5,649

14,393 419 48,502 1,299 1,570 5055,054 1,518 68,172 2,053 24,549 65118,349 587 26,661 841 206,471 5,651

12,332 417 41,829 1,295 1,402 5047,601 1,518 58,666 2,038 20,677 64917,370 585 25,048 839 179,924 5,634

12,518 416 43,423 1,288 1,360 4947,594 1,512 57,827 2,030 21,113 64917,281 581 25,046 834 180,188 5,624

12,258 415 42,303 1,286 1,526 4947,376 1,516 57,763 2,021 19,921 64617,510 582 24,674 829 176,300 5,608

12,951 414 44,467 1,280 1,431 4949,912 1,507 60,492 2,018 20,814 64418,394 576 26,520 826 184,865 5,600

12,995 414 45,638 1,280 1,388 4750,981 1,502 62,155 2,014 21,938 64218,184 574 25,644 828 189,840 5,583

12,963 412 43,366 1,278 1,470 4749,381 1,494 59,213 2,010 20,338 64117,336 574 24,655 823 180,110 5,552

12,244 412 43,273 1,294 1,324 4846,723 1,488 56,078 2,004 19,757 64015,204 573 22,864 821 175,963 5,540

40,596 426 134,520 1,329 5,049 55156,416 1,542 196,143 2,077 67,035 66953,823 593 79,658 869 576,366 5,721

37,057 422 124,331 1,311 4,326 53147,265 1,533 183,233 2,058 62,787 66052,553 587 77,663 856 537,638 5,673

39,243 419 133,754 1,299 4,332 50150,249 1,518 184,665 2,053 66,339 65153,000 587 76,755 841 566,583 5,651

38,204 415 132,408 1,286 4,345 49148,269 1,516 180,410 2,021 62,673 64654,088 582 76,838 829 551,005 5,608

36,249 412 124,190 1,278 3,981 47140,012 1,494 168,907 2,010 57,060 64151,223 574 71,794 823 513,718 5,552

150,753 422 514,683 1,311 16,984 53585,795 1,533 717,215 2,058 248,859 660210,864 587 303,050 856 2,168,944 5,673

- - - - - -- - - - - -- - - - - -

- - - - - -- - - - - -平成 - - - - -

151,361 419 521,726 1,299 16,798 50593,741 1,518 703,992 2,053 248,156 651209,770 587 302,875 841 2,189,077 5,651

- - - - - -- - - - - -- - - - - -

- - - - - -- - - - - -平成 - - - - -
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店

)

店舗数 店舗数 店舗数

Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

Chugoku Shikoku Kyushu Okinawa

店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数

中国 四国 九州 沖縄

Year and
month

Hokkaido Tohoku Kanto Chubu Kansai
年　　月

北海道 東北 関東 中部 近畿
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(続き)(ドラッグストア販売) (Part6  Drugstore sales value)

第３表 都道府県別販売額等及び前年（度、同期、同月）比増減率

Table3  Sales value by prefectures and the percentage change from the same month/term of the previous year.

店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数

Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

  25  - - - - - - - - - - - - 2013

  26  209,770 587 40,073 111 56,279 160 85,711 236 28,308 91 33,286 99 2014

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

  25  - - - - - - - - - - - - 2013

  26 210,864 587 39,971 113 56,566 163 85,458 240 28,578 91 33,470 100 2014

平成 26 年 51,223 574 9,516 108 13,329 154 20,148 235 6,841 91 7,951 95 Q2 2014

54,088 582 10,253 111 14,442 157 21,472 234 7,435 89 8,409 96 Q3

53,000 587 10,336 111 14,485 160 21,582 236 7,215 91 8,370 99 Q4

平成 27 年 52,553 587 9,866 113 14,310 163 22,256 240 7,087 91 8,740 100 Q1 2015

53,823 593 10,824 118 14,831 166 22,332 241 7,710 93 8,828 101 Q2

平成 26 年 15,204 573 3,033 108 4,335 153 6,439 234 2,144 91 2,437 95 May 2014

６ 17,336 574 3,292 108 4,634 154 6,907 235 2,380 91 2,683 95 Jun.

７ 18,184 574 3,387 109 4,857 155 7,228 236 2,465 91 2,784 96 Jul.

８ 18,394 576 3,578 108 5,064 156 7,343 235 2,576 89 2,889 96 Aug.

９ 17,510 582 3,288 111 4,521 157 6,901 234 2,394 89 2,736 96 Sep.

10 17,281 581 3,405 112 4,707 157 7,047 234 2,334 89 2,749 100 Oct.

11 17,370 585 3,289 111 4,673 159 7,029 234 2,381 91 2,798 100 Nov.

12 18,349 587 3,642 111 5,105 160 7,506 236 2,500 91 2,823 99 Dec.

平成 27 年 １月 18,956 587 3,326 111 4,687 160 7,244 236 2,520 91 2,856 99 Jan. 2015

２ 17,266 584 3,182 113 4,577 162 7,132 238 2,258 91 2,851 99 Feb.

３ 16,331 587 3,358 113 5,046 163 7,880 240 2,309 91 3,033 100 Mar.

４ 17,104 592 3,452 113 4,807 164 7,055 240 2,467 92 2,833 101 Apr.

５ 17,786 593 3,638 114 5,030 166 7,609 242 2,565 93 2,964 101 May

６ 18,933 593 3,734 118 4,994 166 7,668 241 2,678 93 3,031 101 Jun.

７ 19,625 600 3,845 119 5,353 167 7,941 243 2,709 91 3,131 103 Jul.

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

  25  - - - - - - - - - - - - 2013

  26  - - - - - - - - - - - - 2014

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

  25  - - - - - - - - - - - - 2013

  26 - - - - - - - - - - - - 2014

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - Q2 2014

- - - - - - - - - - - - Q3

- - - - - - - - - - - - Q4

平成 27 年 2.1 2.6 ▲1.0 6.6 2.0 7.2 ▲1.1 4.3 4.0 4.6 2.2 7.5 Q1 2015

5.1 3.3 13.7 9.3 11.3 7.8 10.8 2.6 12.7 2.2 11.0 6.3 Q2

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - May 2014

６ - - - - - - - - - - - - Jun.

７ - - - - - - - - - - - - Jul.

８ - - - - - - - - - - - - Aug.

９ - - - - - - - - - - - - Sep.

10 - - - - - - - - - - - - Oct.

11 - - - - - - - - - - - - Nov.

12 - - - - - - - - - - - - Dec.

平成 27 年 １月 9.1 2.4 2.4 5.7 1.8 5.3 ▲2.3 3.1 11.5 4.6 ▲1.2 6.5 Jan. 2015

２ 4.3 2.3 5.2 6.6 8.6 6.6 5.2 3.9 6.1 4.6 9.2 6.5 Feb.

３ ▲6.8 2.6 ▲9.1 6.6 ▲3.1 7.2 ▲5.2 4.3 ▲4.9 4.6 ▲0.7 7.5 Mar.

４ ▲8.5 3.3 8.2 5.6 10.3 7.9 3.7 2.6 6.5 2.2 0.1 7.4 Apr.

５ 17.0 3.5 19.9 5.6 16.0 8.5 18.2 3.4 19.6 2.2 21.6 6.3 May

６ 9.2 3.3 13.4 9.3 7.8 7.8 11.0 2.6 12.5 2.2 13.0 6.3 Jun.

７ 7.9 4.5 13.5 9.2 10.2 7.7 9.9 3.0 9.9 0.0 12.5 7.3 Jul.
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Hokkaido Aomori Iwate Miyagi Akita Yamagata
山形

Year
and

 Month
年　　月

北海道 青森 岩手 宮城 秋田
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(続き)(ドラッグストア販売) (Part6  Drugstore sales value)

第３表 都道府県別販売額等及び前年（度、同期、同月）比増減率

Table3  Sales value by prefectures and the percentage change from the same month/term of the previous year.

店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数

Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26  59,218 144 140,068 313 103,733 180 90,456 235 324,756 901 230,788 659 514,041 1,449

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26 59,007 149 137,754 317 101,459 178 90,693 238 321,594 907 226,954 664 512,807 1,451

平成 26 年 14,009 140 33,171 306 24,683 173 21,525 230 75,665 890 53,451 640 120,554 1,442

14,827 142 35,605 309 26,217 176 23,095 236 81,533 902 57,902 648 128,059 1,446

14,767 144 35,683 313 26,583 180 23,309 235 84,427 901 59,535 659 134,668 1,449

平成 27 年 15,404 149 33,295 317 23,976 178 22,764 238 79,969 907 56,066 664 129,526 1,451

15,133 150 35,441 314 25,935 182 23,834 241 85,791 910 60,374 671 141,245 1,464

平成 26 年 4,476 140 11,274 306 8,543 173 7,289 227 26,361 892 18,386 640 40,994 1,437

６ 4,759 140 11,680 306 8,665 173 7,554 230 26,218 890 18,917 640 42,004 1,442

７ 4,923 141 12,089 308 8,871 174 7,854 231 28,046 895 19,895 644 44,596 1,441

８ 5,070 142 12,099 308 8,845 176 7,755 231 27,182 902 19,467 648 42,340 1,444

９ 4,834 142 11,417 309 8,501 176 7,486 236 26,305 902 18,540 648 41,123 1,446

10 4,804 142 11,622 314 8,690 178 7,425 235 26,780 898 18,895 652 42,242 1,448

11 4,878 144 11,477 313 8,597 178 7,468 236 26,475 901 18,805 653 42,483 1,446

12 5,085 144 12,584 313 9,296 180 8,416 235 31,172 901 21,835 659 49,943 1,449

平成 27 年 １月 4,858 144 11,258 314 8,333 180 7,517 236 26,022 900 18,358 661 41,516 1,452

２ 4,982 146 10,143 316 7,066 177 7,171 239 25,029 902 17,520 663 40,902 1,452

３ 5,564 149 11,894 317 8,577 178 8,076 238 28,918 907 20,188 664 47,108 1,451

４ 4,731 149 10,437 316 7,197 179 7,112 240 26,525 912 18,702 667 45,304 1,459

５ 5,169 149 12,583 315 9,478 180 8,482 240 30,084 911 21,028 672 48,354 1,462

６ 5,233 150 12,421 314 9,260 182 8,240 241 29,182 910 20,644 671 47,587 1,464

７ 5,359 152 12,769 327 9,432 190 8,538 241 30,244 910 21,513 675 48,825 1,470

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26  - - - - - - - - - - - - - -

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26 - - - - - - - - - - - - - -

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

平成 27 年 ▲1.4 6.4 ▲6.5 4.6 ▲8.7 4.7 1.1 10.7 ▲3.8 6.0 ▲6.4 3.9 ▲0.9 1.8

8.0 7.1 6.8 2.6 5.1 5.2 10.7 4.8 13.4 2.2 13.0 4.8 17.2 1.5

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - - -

６ - - - - - - - - - - - - - -

７ - - - - - - - - - - - - - -

８ - - - - - - - - - - - - - -

９ - - - - - - - - - - - - - -

10 - - - - - - - - - - - - - -

11 - - - - - - - - - - - - - -

12 - - - - - - - - - - - - - -

平成 27 年 １月 ▲6.1 4.3 0.3 4.3 5.0 7.1 5.9 10.3 1.0 5.0 ▲1.3 2.8 3.7 2.3

２ 10.1 5.0 1.9 5.7 ▲2.8 4.7 12.3 11.2 6.2 5.1 3.0 3.4 7.3 2.3

３ ▲6.0 6.4 ▲17.6 4.6 ▲22.3 4.7 ▲10.7 10.7 ▲14.4 6.0 ▲16.9 3.9 ▲10.5 1.8

４ ▲0.9 6.4 2.2 3.6 ▲3.7 4.7 6.4 6.7 14.9 2.4 15.8 4.2 20.6 1.6

５ 15.5 6.4 11.6 2.9 10.9 4.0 16.4 5.7 14.1 2.1 14.4 5.0 18.0 1.7

６ 10.0 7.1 6.3 2.6 6.9 5.2 9.1 4.8 11.3 2.2 9.1 4.8 13.3 1.5

７ 8.9 7.8 5.6 6.2 6.3 9.2 8.7 4.3 7.8 1.7 8.1 4.8 9.5 2.0
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４～６

Fukushima Chiba Tokyo
群馬 埼玉 千葉 東京

Gunma Saitama
年　　月

福島 茨城 栃木

Ibaraki Tochigi
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店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数
Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

- - - - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

386,247 896 87,014 262 56,534 154 62,800 148 42,309 101 41,534 118 61,923 190 2014

- - - - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

384,405 896 85,795 262 56,800 156 63,851 152 43,413 99 41,117 119 61,276 193 2014

91,415 881 19,910 249 13,960 156 15,455 145 9,693 101 9,864 119 14,446 187 Q2 2014

96,970 887 22,357 255 14,474 156 16,069 148 10,400 101 10,644 118 15,624 187 Q3

100,945 896 22,716 262 14,408 154 16,134 148 10,723 101 10,595 118 15,932 190 Q4

95,075 896 20,812 262 13,958 156 16,193 152 12,597 99 10,014 119 15,274 193 Q1 2015

100,985 907 22,550 264 14,663 151 16,392 151 11,347 99 10,735 117 15,718 202 Q2

31,228 876 6,611 249 4,513 155 4,833 144 3,057 101 3,305 119 4,943 185 May 2014

31,960 881 7,257 249 4,932 156 5,449 145 3,406 101 3,470 119 4,967 187 Jun.

33,502 889 7,519 252 4,808 157 5,264 146 3,372 101 3,661 119 5,311 189 Jul.

32,162 888 7,790 255 5,043 157 5,587 147 3,648 101 3,605 118 5,344 188 Aug.

31,306 887 7,048 255 4,623 156 5,218 148 3,380 101 3,378 118 4,969 187 Sep.

31,992 890 7,290 257 4,568 156 5,120 148 3,402 101 3,420 118 5,058 189 Oct.

32,127 895 7,275 260 4,729 156 5,223 148 3,481 101 3,365 117 5,115 189 Nov.

36,826 896 8,151 262 5,111 154 5,791 148 3,840 101 3,810 118 5,759 190 Dec.

31,187 893 6,843 261 4,755 154 5,396 148 4,166 101 3,377 118 4,983 190 Jan. 2015

30,083 891 6,642 262 4,600 154 5,481 148 4,342 99 3,147 118 4,801 193 Feb.

33,805 896 7,327 262 4,603 156 5,316 152 4,089 99 3,490 119 5,490 193 Mar.

31,673 903 7,069 263 4,681 154 5,323 153 4,133 99 3,366 118 4,880 199 Apr.

35,085 912 7,802 264 5,071 155 5,625 151 3,680 100 3,722 118 5,503 201 May

34,227 907 7,679 264 4,911 151 5,444 151 3,534 99 3,647 117 5,335 202 Jun.

35,514 913 8,111 266 5,306 153 5,671 150 3,575 99 3,814 117 5,724 201 Jul.

- - - - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

- - - - - - - - - - - - - - 2014

- - - - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

- - - - - - - - - - - - - - 2014

- - - - - - - - - - - - - - Q2 2014

- - - - - - - - - - - - - - Q3

- - - - - - - - - - - - - - Q4

▲1.9 3.0 ▲5.5 5.6 1.9 2.0 6.9 4.8 9.6 ▲2.0 ▲4.0 0.0 ▲4.1 6.6 Q1 2015

10.5 3.0 13.3 6.0 5.0 ▲3.2 6.1 4.1 17.1 ▲2.0 8.8 ▲1.7 8.8 8.0 Q2

- - - - - - - - - - - - - - May 2014

- - - - - - - - - - - - - - Jun.

- - - - - - - - - - - - - - Jul.

- - - - - - - - - - - - - - Aug.

- - - - - - - - - - - - - - Sep.

- - - - - - - - - - - - - - Oct.

- - - - - - - - - - - - - - Nov.

- - - - - - - - - - - - - - Dec.

4.6 2.9 1.2 5.7 10.6 2.0 9.1 2.8 8.7 0.0 1.3 ▲0.8 2.4 4.4 Jan. 2015

5.9 2.5 3.7 6.1 9.3 1.3 8.0 2.8 15.3 ▲2.0 7.3 ▲0.8 5.2 7.2 Feb.

▲12.6 3.0 ▲17.3 5.6 ▲11.2 2.0 3.8 4.8 5.0 ▲2.0 ▲16.2 0.0 ▲15.4 6.6 Mar.

12.2 3.3 17.0 6.0 3.7 1.3 2.9 4.8 28.0 ▲2.0 9.0 ▲0.8 7.6 9.3 Apr.

12.4 4.1 18.0 6.0 12.4 0.0 16.4 4.9 20.4 ▲1.0 12.6 ▲0.8 11.3 8.6 May

7.1 3.0 5.8 6.0 ▲0.4 ▲3.2 ▲0.1 4.1 3.8 ▲2.0 5.1 ▲1.7 7.4 8.0 Jun.

6.0 2.7 7.9 5.6 10.4 ▲2.5 7.7 2.7 6.0 ▲2.0 4.2 ▲1.7 7.8 6.3 Jul.
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Kanagawa Niigata Nagano
富山 石川 福井 山梨 長野
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Toyama Ishikawa Fukui Yamanashi
神奈川 新潟
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(続き)(ドラッグストア販売) (Part6  Drugstore sales value)

第３表 都道府県別販売額等及び前年（度、同期、同月）比増減率

Table3  Sales value by prefectures and the percentage change from the same month/term of the previous year.

店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数

Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26  103,526 269 208,517 448 313,940 764 56,941 183 51,331 153 77,575 251 297,221 835

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26 102,621 275 205,090 448 306,883 767 55,640 183 51,301 155 78,350 254 305,681 834

平成 26 年 23,719 261 49,034 435 73,711 753 13,167 179 11,990 147 18,611 242 72,017 816

25,933 266 52,999 444 77,744 765 14,049 181 13,148 149 20,096 244 76,414 823

26,328 269 52,190 448 79,193 764 14,186 183 13,239 153 20,331 251 79,110 835

平成 27 年 26,641 275 50,867 448 76,235 767 14,238 183 12,924 155 19,312 254 78,140 834

27,214 279 53,758 449 82,837 773 15,310 188 13,669 155 21,442 258 86,137 842

平成 26 年 8,069 259 17,029 436 24,841 751 4,467 179 3,999 144 6,307 241 23,818 814

６ 8,332 261 17,418 435 26,045 753 4,623 179 4,174 147 6,536 242 25,053 816

７ 8,871 263 18,496 441 27,148 755 4,890 181 4,568 149 6,976 243 26,472 818

８ 8,717 265 18,276 442 25,846 757 4,719 181 4,421 151 6,698 244 25,514 818

９ 8,345 266 16,227 444 24,750 765 4,440 181 4,159 149 6,422 244 24,428 823

10 8,410 266 16,774 445 25,022 760 4,474 182 4,142 147 6,412 247 24,712 827

11 8,405 267 16,737 446 24,801 764 4,443 183 4,264 150 6,357 247 25,084 831

12 9,513 269 18,679 448 29,370 764 5,269 183 4,833 153 7,562 251 29,314 835

平成 27 年 １月 9,021 269 16,668 444 25,254 762 4,677 183 4,118 153 6,115 252 24,420 833

２ 8,591 272 16,216 447 24,261 764 4,603 184 4,366 156 6,259 252 26,117 832

３ 9,029 275 17,983 448 26,720 767 4,958 183 4,440 155 6,938 254 27,603 834

４ 8,873 277 16,959 448 26,361 769 4,830 187 4,467 155 6,883 255 28,223 839

５ 9,393 280 18,612 449 28,674 773 5,325 188 4,719 156 7,300 256 29,033 840

６ 8,948 279 18,187 449 27,802 773 5,155 188 4,483 155 7,259 258 28,881 842

７ 8,972 282 19,150 450 28,915 772 5,260 190 4,935 157 7,481 258 30,149 845

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26  - - - - - - - - - - - - - -

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26 - - - - - - - - - - - - - -

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

平成 27 年 ▲3.3 7.8 ▲6.3 2.8 ▲8.5 2.8 ▲8.4 1.7 ▲0.2 10.7 4.2 11.4 12.1 10.6

14.7 6.9 9.6 3.2 12.4 2.7 16.3 5.0 14.0 5.4 15.2 6.6 19.6 3.2

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - - -

６ - - - - - - - - - - - - - -

７ - - - - - - - - - - - - - -

８ - - - - - - - - - - - - - -

９ - - - - - - - - - - - - - -

10 - - - - - - - - - - - - - -

11 - - - - - - - - - - - - - -

12 - - - - - - - - - - - - - -

平成 27 年 １月 5.0 5.1 2.2 1.6 ▲0.4 4.8 ▲1.5 1.7 0.7 12.5 7.2 11.0 16.4 11.8

２ 0.5 7.1 1.9 3.0 ▲0.4 5.2 ▲0.7 1.7 6.0 12.2 10.2 10.5 23.3 10.8

３ ▲13.2 7.8 ▲18.5 2.8 ▲20.4 2.8 ▲19.4 1.7 ▲6.5 10.7 ▲3.0 11.4 0.3 10.6

４ 21.2 6.9 16.3 3.2 15.5 2.5 18.5 4.5 17.0 8.4 19.3 5.8 21.9 2.8

５ 16.4 8.1 9.3 3.0 15.4 2.9 19.2 5.0 18.0 8.3 15.7 6.2 21.9 3.2

６ 7.4 6.9 4.4 3.2 6.7 2.7 11.5 5.0 7.4 5.4 11.1 6.6 15.3 3.2

７ 1.1 7.2 3.5 2.0 6.5 2.3 7.6 5.0 8.0 5.4 7.2 6.2 13.9 3.3

５月

１～３月

４～６

４～６月

10～12

７～９

５月

前
年
（

度
・
同
期
・
同
月
）

比
増
減
率
　
（

％
）

１～３月

10～12

７～９

販
売
額
（

百
万
円
）

　
・
　
店
舗
数

(

店

)

４～６

４～６月

Kyoto OsakaMie Shiga
年　　月

岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀

Gifu Shizuoka Aichi
京都 大阪
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店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数
Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

- - - - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

190,022 543 31,258 101 14,276 69 16,054 50 24,391 53 62,124 152 88,434 245 2014

- - - - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

192,393 545 31,658 101 14,419 70 16,119 52 24,383 55 62,483 151 88,933 246 2014

45,846 539 7,475 99 3,275 66 3,825 46 5,707 52 14,561 150 19,496 245 Q2 2014

48,888 539 7,982 98 3,482 67 4,067 46 6,279 53 15,666 152 22,116 246 Q3

49,357 543 8,148 101 3,757 69 4,211 50 6,372 53 16,422 152 24,483 245 Q4

48,302 545 8,053 101 3,905 70 4,016 52 6,025 55 15,834 151 22,838 246 Q1 2015

50,898 551 8,400 103 4,250 69 4,496 52 6,671 55 16,756 152 24,031 251 Q2

15,327 539 2,461 99 1,109 66 1,326 46 2,027 51 4,995 150 6,766 245 May 2014

16,247 539 2,635 99 1,162 66 1,391 46 2,024 52 5,133 150 7,003 245 Jun.

16,866 538 2,721 99 1,180 66 1,429 46 2,180 52 5,400 151 7,863 245 Jul.

16,338 539 2,679 99 1,194 66 1,366 46 2,092 53 5,283 151 7,211 246 Aug.

15,684 539 2,582 98 1,108 67 1,272 46 2,007 53 4,983 152 7,042 246 Sep.

15,463 541 2,524 99 1,172 68 1,298 47 2,049 53 5,060 153 7,869 247 Oct.

15,699 541 2,588 100 1,193 68 1,348 49 1,977 53 5,322 152 7,508 245 Nov.

18,195 543 3,036 101 1,392 69 1,565 50 2,346 53 6,040 152 9,106 245 Dec.

15,579 540 2,558 101 1,301 69 1,321 51 1,972 53 5,151 152 7,292 245 Jan. 2015

16,236 541 2,737 101 1,252 68 1,272 51 1,889 54 5,096 151 7,077 245 Feb.

16,487 545 2,758 101 1,352 70 1,423 52 2,164 55 5,587 151 8,469 246 Mar.

16,393 549 2,701 102 1,361 69 1,419 51 2,135 55 5,298 152 7,537 247 Apr.

17,418 550 2,853 102 1,457 69 1,563 52 2,329 55 5,817 153 8,396 249 May

17,087 551 2,846 103 1,432 69 1,514 52 2,207 55 5,641 152 8,098 251 Jun.

18,044 552 2,958 103 1,359 69 1,547 52 2,259 55 5,651 152 8,642 252 Jul.

- - - - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

- - - - - - - - - - - - - - 2014

- - - - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - - - 2013

- - - - - - - - - - - - - - 2014

- - - - - - - - - - - - - - Q2 2014

- - - - - - - - - - - - - - Q3

- - - - - - - - - - - - - - Q4

5.2 8.8 5.2 8.6 3.8 6.1 1.6 18.2 ▲0.1 ▲1.8 2.3 2.0 2.2 0.4 Q1 2015

11.0 2.2 12.4 4.0 29.8 4.5 17.5 13.0 16.9 5.8 15.1 1.3 23.3 2.4 Q2

- - - - - - - - - - - - - - May 2014

- - - - - - - - - - - - - - Jun.

- - - - - - - - - - - - - - Jul.

- - - - - - - - - - - - - - Aug.

- - - - - - - - - - - - - - Sep.

- - - - - - - - - - - - - - Oct.

- - - - - - - - - - - - - - Nov.

- - - - - - - - - - - - - - Dec.

11.9 8.2 9.8 11.0 9.6 4.5 16.0 21.4 13.4 ▲3.6 8.6 2.7 10.4 ▲0.4 Jan. 2015

16.3 8.2 18.7 9.8 9.2 3.0 5.7 18.6 2.8 ▲3.6 10.1 2.0 7.1 ▲0.4 Feb.

▲8.7 8.8 ▲8.6 8.6 ▲5.3 6.1 ▲11.6 18.2 ▲11.9 ▲1.8 ▲8.5 2.0 ▲7.2 0.4 Mar.

14.9 2.2 13.5 3.0 35.6 4.5 28.1 13.3 28.9 5.8 19.5 1.3 31.6 0.8 Apr.

13.6 2.0 15.9 3.0 31.4 4.5 17.9 13.0 14.9 7.8 16.5 2.0 24.1 1.6 May

5.2 2.2 8.0 4.0 23.2 4.5 8.8 13.0 9.0 5.8 9.9 1.3 15.6 2.4 Jun.

7.0 2.6 8.7 4.0 15.2 4.5 8.3 13.0 3.6 5.8 4.6 0.7 9.9 2.9 Jul.
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Hyogo Nara Wakayama Tottori
島根 岡山 広島
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Shimane Okayama Hiroshima
兵庫 奈良 和歌山 鳥取
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(続き)(ドラッグストア販売) (Part6  Drugstore sales value)

第３表 都道府県別販売額等及び前年（度、同期、同月）比増減率

Table3  Sales value by prefectures and the percentage change from the same month/term of the previous year.

店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数

Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26  57,153 151 28,200 65 35,375 100 66,583 192 21,203 62 207,543 596 33,324 70

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26 56,941 156 28,256 67 35,266 100 66,267 192 20,964 63 206,672 595 33,114 71

平成 26 年 13,471 148 6,906 63 8,411 98 15,922 191 5,010 60 49,182 586 7,968 69

14,545 149 7,068 64 8,998 99 16,777 192 5,361 60 52,319 588 8,528 70

14,851 151 7,117 65 9,201 100 17,404 192 5,521 62 53,832 596 8,494 70

平成 27 年 14,074 156 7,165 67 8,656 100 16,164 192 5,072 63 51,339 595 8,124 71

15,081 159 7,469 67 9,464 101 17,743 194 5,920 64 53,969 604 8,904 72

平成 26 年 4,643 148 2,301 63 2,852 98 5,414 191 1,677 60 17,031 585 2,795 69

６ 4,787 148 2,389 63 3,091 98 5,716 191 1,767 60 17,178 586 2,779 69

７ 5,066 148 2,367 63 3,057 99 5,736 192 1,835 60 18,082 589 2,928 69

８ 4,862 148 2,406 63 3,038 99 5,681 192 1,826 60 17,325 586 2,847 70

９ 4,617 149 2,295 64 2,903 99 5,360 192 1,700 60 16,912 588 2,753 70

10 4,837 149 2,277 64 2,922 100 5,587 192 1,732 60 17,357 591 2,776 70

11 4,522 150 2,264 64 2,929 100 5,400 191 1,739 62 16,716 594 2,704 70

12 5,492 151 2,576 65 3,350 100 6,417 192 2,050 62 19,759 596 3,014 70

平成 27 年 １月 4,561 151 2,289 65 2,863 101 5,322 192 1,812 62 16,769 592 2,639 71

２ 4,471 150 2,525 66 2,795 100 5,193 192 1,553 61 16,379 595 2,605 71

３ 5,042 156 2,351 67 2,998 100 5,649 192 1,707 63 18,191 595 2,880 71

４ 4,758 157 2,386 67 3,005 100 5,710 193 1,900 63 17,070 600 2,853 72

５ 5,237 159 2,585 67 3,283 101 6,143 194 2,010 64 18,620 601 3,086 72

６ 5,086 159 2,498 67 3,176 101 5,890 194 2,010 64 18,279 604 2,965 72

７ 5,432 159 2,548 67 3,275 101 6,045 195 2,071 64 19,050 604 2,987 72

平 成 24 年 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26  - - - - - - - - - - - - - -

平 成 24 年度 - - - - - - - - - - - - - -

  25  - - - - - - - - - - - - - -

  26 - - - - - - - - - - - - - -

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

平成 27 年 ▲1.5 6.8 0.8 8.1 ▲1.2 4.2 ▲1.9 2.7 ▲4.5 5.0 ▲1.7 2.8 ▲2.5 2.9

12.0 7.4 8.2 6.3 12.5 3.1 11.4 1.6 18.2 6.7 9.7 3.1 11.7 4.3

平成 26 年 - - - - - - - - - - - - - -

６ - - - - - - - - - - - - - -

７ - - - - - - - - - - - - - -

８ - - - - - - - - - - - - - -

９ - - - - - - - - - - - - - -

10 - - - - - - - - - - - - - -

11 - - - - - - - - - - - - - -

12 - - - - - - - - - - - - - -

平成 27 年 １月 5.5 4.1 5.3 4.8 8.9 6.3 8.7 2.1 14.2 6.9 5.5 3.3 3.7 2.9

２ 4.9 3.4 16.1 8.2 9.4 5.3 7.7 3.2 0.0 5.2 4.8 3.8 5.2 2.9

３ ▲11.5 6.8 ▲14.8 8.1 ▲16.3 4.2 ▲16.5 2.7 ▲21.4 5.0 ▲12.1 2.8 ▲13.0 2.9

４ 17.7 6.1 7.7 6.3 21.8 4.2 19.2 2.1 21.3 5.0 14.0 3.3 19.2 4.3

５ 12.8 7.4 12.3 6.3 15.1 3.1 13.5 1.6 19.9 6.7 9.3 2.7 10.4 4.3

６ 6.2 7.4 4.6 6.3 2.7 3.1 3.0 1.6 13.8 6.7 6.4 3.1 6.7 4.3

７ 7.2 7.4 7.6 6.3 7.1 2.0 5.4 1.6 12.9 6.7 5.4 2.5 2.0 4.3

５月

７～９

前
年
（

度
・
同
期
・
同
月
）

比
増
減
率
　
（

％
）

１～３月

４～６

４～６月

10～12

５月

１～３月

４～６

４～６月

10～12

７～９

販
売
額
（

百
万
円
）

　
・
　
店
舗
数

(

店

)

Tokushima Kagawa Ehime Kochi Fukuoka Saga
徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀

年　　月

山口

Yamaguchi
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店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数
Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments Establishments

- - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - 2013

43,863 105 70,596 144 47,036 92 52,267 119 67,097 173 16,798 50 2014

- - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - 2013

42,302 106 69,308 149 46,612 98 51,347 118 65,328 174 16,984 53 2014

10,431 102 16,917 142 11,235 88 12,366 117 16,091 174 3,981 47 Q2 2014

11,370 103 17,954 141 12,014 91 13,327 119 16,896 174 4,345 49 Q3

10,893 105 18,092 144 12,097 92 13,480 119 16,866 173 4,332 50 Q4

9,608 106 16,345 149 11,266 98 12,174 118 15,475 174 4,326 53 Q1 2015

11,507 106 18,188 152 12,357 100 13,151 120 16,444 175 5,049 55 Q2

3,630 101 5,961 148 3,927 87 4,306 116 5,623 188 1,324 48 May 2014

3,685 102 5,847 142 3,948 88 4,298 117 5,631 174 1,470 47 Jun.

3,919 102 6,177 141 4,162 89 4,577 117 5,793 173 1,388 47 Jul.

3,833 103 6,073 141 4,063 89 4,559 117 5,767 174 1,431 49 Aug.

3,618 103 5,704 141 3,789 91 4,191 119 5,336 174 1,526 49 Sep.

3,690 103 5,839 141 3,893 91 4,348 119 5,520 173 1,360 49 Oct.

3,602 104 5,617 143 3,769 92 4,163 119 5,258 173 1,402 50 Nov.

3,601 105 6,636 144 4,435 92 4,969 119 6,088 173 1,570 50 Dec.

2,974 105 5,612 144 3,761 94 4,208 117 5,355 173 1,500 51 Jan. 2015

3,178 106 5,124 147 3,581 97 3,839 118 4,914 174 1,389 51 Feb.

3,456 106 5,609 149 3,924 98 4,127 118 5,206 174 1,437 53 Mar.

3,412 106 5,580 149 3,827 99 4,090 119 5,097 174 1,425 53 Apr.

4,115 106 6,427 152 4,338 99 4,624 120 5,789 175 1,760 54 May

3,980 106 6,181 152 4,192 100 4,437 120 5,558 175 1,864 55 Jun.

4,136 106 6,297 153 4,398 102 4,625 120 5,785 175 1,809 56 Jul.

- - - - - - - - - - - - C.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - 2013

- - - - - - - - - - - - 2014

- - - - - - - - - - - - F.Y. 2012

- - - - - - - - - - - - 2013

- - - - - - - - - - - - 2014

- - - - - - - - - - - - Q2 2014

- - - - - - - - - - - - Q3

- - - - - - - - - - - - Q4

▲14.0 5.0 ▲7.3 0.7 ▲3.6 10.1 ▲7.0 1.7 ▲10.3 ▲7.9 4.5 10.4 Q1 2015

10.3 3.9 7.5 7.0 10.0 13.6 6.3 2.6 2.2 0.6 26.8 17.0 Q2

- - - - - - - - - - - - May 2014

- - - - - - - - - - - - Jun.

- - - - - - - - - - - - Jul.

- - - - - - - - - - - - Aug.

- - - - - - - - - - - - Sep.

- - - - - - - - - - - - Oct.

- - - - - - - - - - - - Nov.

- - - - - - - - - - - - Dec.

▲12.5 5.0 2.8 ▲2.0 3.7 6.8 3.9 0.9 0.0 ▲8.0 14.4 6.3 Jan. 2015

▲3.7 5.0 ▲2.4 0.0 3.3 10.2 ▲2.6 1.7 ▲3.6 ▲7.4 15.9 6.3 Feb.

▲22.7 5.0 ▲19.0 0.7 ▲14.6 10.1 ▲19.1 1.7 ▲23.4 ▲7.9 ▲11.9 10.4 Mar.

9.5 5.0 9.2 0.7 13.9 15.1 8.7 2.6 5.4 ▲7.0 20.1 10.4 Apr.

13.4 5.0 7.8 2.7 10.5 13.8 7.4 3.4 3.0 ▲6.9 32.9 12.5 May

8.0 3.9 5.7 7.0 6.2 13.6 3.2 2.6 ▲1.3 0.6 26.8 17.0 Jun.

5.5 3.9 1.9 8.5 5.7 14.6 1.0 2.6 ▲0.1 1.2 30.3 19.1 Jul.
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Nagasaki Kumanoto Oita Miyazaki Kagoshima Okinawa Year
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長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄
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(続き)(ドラッグストア販売) (Part6  Drugstore sales value)

第４表　商品別期末商品手持額、在庫率及び前年同期末比増減率
Table4 Commodity stocks and inventory ratio by goods and the percentage change from the same term of the previous year

Commodity

Stocks

平成 26 年６月 687,332 35,250 111,644 45,620 27,972 176,915 70,768 89,587 114,130 15,446 Q2 2014

９ 669,312 31,497 114,937 43,898 29,346 183,704 70,283 81,532 97,633 16,482 Q3

12 734,804 32,329 127,450 48,562 29,712 208,864 73,460 92,294 102,959 19,174 Q4

平成 27 年３月 699,391 30,466 120,264 46,157 29,249 206,488 69,107 82,589 96,702 18,369 Q1 2015

６ 694,948 32,666 118,647 46,373 28,952 202,800 68,304 86,668 93,227 17,311 Q2

平成 26 年６月 - - - - - - - - - - Q2 2014

９ - - - - - - - - - - Q3

12 - - - - - - - - - - Q4

平成 27 年３月 5.1 28.1 4.4 0.2 ▲7.1 6.3 ▲2.2 5.6 14.6 ▲12.9 Q1 2015

６ 1.1 ▲7.3 6.3 1.7 3.5 14.6 ▲3.5 ▲3.3 ▲18.3 12.1 Q2

平成 26 年６月 168.1 124.3 189.4 161.8 208.7 295.7 168.6 135.3 111.7 158.1 Q2 2014

９ 167.5 110.8 193.4 157.2 221.4 321.1 172.6 127.2 98.3 178.5 Q3

12 158.5 99.7 183.6 141.4 209.7 301.3 157.0 123.2 93.3 159.6 Q4

平成 27 年３月 162.3 97.1 182.9 147.2 204.8 320.4 162.0 129.4 89.8 192.5 Q1 2015

６ 156.5 107.2 185.9 148.0 187.4 301.0 153.3 123.8 84.1 169.7 Q2

平成 26 年６月 - - - - - - - - - - Q2 2014

９ - - - - - - - - - - Q3

12 - - - - - - - - - - Q4

平成 27 年３月 20.0 23.1 18.6 15.3 13.5 28.6 27.4 22.3 21.0 10.4 Q1 2015

６ ▲6.9 ▲13.8 ▲1.8 ▲8.5 ▲10.2 1.8 ▲9.1 ▲8.5 ▲24.7 7.3 Q2

注: 在庫率=期末商品手持額 / 月間商品販売額　×　100
Note: Inventory ratio = value of commodity stocks ate the end of term / value of commodity monthly sales x 100
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その他

Dispensing
pharmaceutical

products

Over the counter
medical products

Health care (sanitary
goods), nursing care,

and baby products
Health foods

Beauty care
(cosmetic products

and goods)
Toiletry goods

Household utensils,
daily necessities, pet

products
Food others

Year
and

Month

トイレタリー
家庭用品・日
用消耗品・
ペット用品

食品

商品手持額

調剤医薬品
ＯＴＣ医薬

品

ヘルスケア用品
（衛生用品）・
介護・ベビー

健康食品
ビューティケ
ア（化粧品・

小物）
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公取企第　7　8　号

20150915中庁第1号

平成27年9月24日

公正取引委貞会事務総

中　小　企　業

事業者団体　代表者　殿

下請取引適正化推進月間の実施について

貴団体におかれましては，平素から，下請取引の適正化及び下請中小企業の振興に多大な

る御尽力を頂き，感謝いたしております。

公正取引委貞会及び中小企業庁では，従来，下請取引の一層の適正化を推進するため，下

請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」といいます。）の効果的な運用等に努めていると

ころであり，毎年11月を「下請取引適正化推進月間」とし，この期間に下請法の普及・啓

発に係る取組を集中的に行っております。

本年度においても，別添実施方針に基づき，公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企

業取引課及び各地方事務所等並びに中小企業庁事業環境部取引課及び各経済産業局等におい

て，それぞれ下請取引適正化推進講習会の実施等により，下請法の普及・啓発を行うことと

いたしました。引き続きこれに関する広報等について御協力方よろしくお願い申し上げます。



「下請取引適正化推進月間」の実施について

（実施方針）

平成　2　7　年　9　月

公正取引委員会

中　小　企　業　庁

公正取引委員会及び中小企業庁は，下請取引の適正化について，従来，下請代金支払遅延等防止法（以下

「下請法」という。）の迅速かつ効果的な運用，違反行為の未然防止，下請中小企業振興法に基づく振興基準

の遵守の指導等を通じ，その推進を図ってきている。

特に，毎年11月を「下請取引適正化推進月間」とし，この期間に下請法の普及・啓発事業を集中的に行

うこととしており，本年度の下請取引適正化推進月間においては下記の事業を行う（詳細は別紙参照）。

記

1　47都道府県（61会場）において，下請取引を行う事業者を対象に，下請法及び下請中小企業振興

法の趣旨・内容を周知徹底するために下請取引適正化推進講習会を開催する。

2　新聞，雑誌，インターネット等を通じ，全国的に下請取引の適正化に関する普及・啓発を行う。

3　都道府県，下請企業振興協会，商工会議所，商工会連合会及び商工会，中小企業団体中央会，事業者

団体等の機関誌を通じ，下請取引の適正化に関する普及・啓発を行う。

4　公正取引委員会，経済産業省，都道府県，中小企業関係団体，事業者団体等の施設にポスターを掲示

することにより，下請取引の適正化に関する普及・啓発を行う。

（問い合わせ先）

公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課　　電話　03（3581）3375（直通） 

中小企業庁事業環境部取引課　　　　　　　　　　　＿　電話　03（3501）1732（直通） 



（別　紙）

下請取引適正化推進月間の事業

1　下請取引適正化推進講習会の開催（公正取引委員会及び中小企業庁主催）

47都道府県（61会場）

公正 �取引委員会主催 �中小企業庁・経済産業局主催 

都道府県 �開　　催　　日 �都道府県 �開　　催　　日 

北海道 　〝 �11月　6日（金） �秋　田　．県 �11月26日（木） 

11月13日（金） �山　形　県 �11月27日（金） 

JJ 青＿森県 �11月24日（火） �福　島　県 �－11‾月18日■（水） 

11月　5日（木） �茨　城　県 �11月10日（火） 

岩　手　県 �11月11日（水） �東京都 JJ �11月12日（木） 

宮　城　県 �11月19日（木） ��11月17日（火） 

栃　木　県 �11月20日（金） �JJ 神奈川県 �11月25日（水） 

群　馬　県 �11月25日（水） ��11月20日（金） 

埼　玉　県 �11月17日（火） �新　潟　県 �11月　5日（木） 

千　葉　県 �11月13日（金） �山　梨　県 �11月27日（金） 

東京都 JJ �11月　4日（水） �静　岡　県 �11月　2日（月） 

11月24日（火） �愛　知　県 �11月13日（金） 

／／ 長野県 �11月30日（月） �富　山　県 �11月19日（木） 

11月　6日（金） �石　川　県 �11月20日（金） 

岐　阜　県 �11月10日（火） �福　井　県 �11月　6日（金） 

愛　知　県 �11月24日（火） �兵　庫　県 �11月10日（火） 
三　重　県 �11月17日（火） �大阪府 JJ 和歌山県 �11月13日（金） 

滋　賀　県 �11月20日（金） ��11月25日（水） 

京　都　府 �11月11日（水） ��11月27日（金） 

大　阪　府 �11月　4日（水） �鳥　取　県 �11月10日（火） 
J／ 奈良県 �11月17日（火） �島　根　県 �11月11日（水） 

11月30日（月） �山　口　県 �11月13日（金） 

岡　山　県 �11月　9日（月） �愛　媛　県 �11月20日（金） 

広　島　県 �11月　2日（月） �高　知　県 �11月27日（金） 
JJ 徳島県 �11月　4日（水） �福　岡　県 �11月17日（火） 

11月20日（金） �佐　賀　県 �11月20日（金） 

香　川　県 �11月24日（火） �熊　本．県 �11月26日（木） 

福岡県 〝 長崎県 大分県 鹿児島県 沖縄県 �11月5日（木） 11月6日（金） 11月11日（水） 11月9日（月） 11月13日（金） 11月19日（木） �宮　崎　県 �11月30日（月） 



2　各種媒体による広報

（1）政府広報等

（D　経済産業省公報

（診　公正取引委員会及び中小企業庁のホームページ

③　政府インターネットテレビ

（参　新聞（一般紙，業界紙）

（2）都道府県及び中小企業団体等の機関誌

都道府県，下請企業振興協会，商工会議所，商工会連合会及び商工会，中小企業団体中央会，事業

者団体等の機関誌

3　ポスターの掲示

公正取引委員会（本局及び地方事務所等）の庁舎，経済産業省及び経済産業局の各庁舎，都道府県，

下請企業振興協会，商工会議所，商工会連合会及び商工会，中小企業団体中央会，事業者団体等の施設



下請取引適正化推進講習会受講者募集要領

平成　2　7　年　9　月

公正取引委員会

中　小　企　業　庁

1　下請取引適正化推進講習会の趣旨・内容

下請取引の適正化を一層推進するため，下請法の適用対象となる事業者を対象に下請取引適正化推進講

習会（以下「講習会」という。）を開催し，下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の趣旨・内
容を周知徹底する。

2　講習会受講者の募集方法

（1）一般公募

ア　公募方法

都道府県，下請企業振興協会，商工会議所，商工会連合会及び商工会，中′」、企業団体中央会，事業

者団体，報道機関等を通じて広く一般に受講者を募集する。

イ　受講希望者の申込方法

受講希望者は，公正取引委員会又は各地の経済産業局のホームページから申し込むものとする。

（2）案内状による募集
ア　募集方法

講習会の対象となる事業所に対して，必要に応じ，案内状を送付して受講者を募集する。

イ　受講希望者の申込方法

受講希望者は，公正取引委員会又は各地の経済産業局のホームページから申し込むものとする。

3　その他

（1）本年度の講習会開催地，開催日時，申込先等は別紙のとおりとする。

（2）1事業所当たりの申込人数は，会場の収容数に鑑み，原則として2名以内とする。

ただし，別紙の募集定員欄に○印のある開催場所は，1事業所当たりの人数制限はない。

（3）講習会の対象は，下請法の適用対象となる事業者（物品の製造（加工を含む。），修理，情報成果物の

作成又は役務提供（※）を業とする事業者）とする。
※　建設業法に規定される建設業を営む者が業として請け負う建設工事は，下請法の適用対象とならない。

（4）講習会で使用するテキスト等は講習会当日に会場で配布する。

（5）講習会は無料とする。

（6）講習会の募集については，会場の都合により，定員になり次第締め切ることとする。

（7〉　申込みの際に入手した個人情報は，講習会業務以外の目的には使用しない。



平成27年度下請取引適正化推進講習会の開催場所等について（別　鮒
（公正取引委員会主催）

開催地 � �催日時 ��開　催　場　所 �募集定 �員 �申　込先 

北海道 �1 1 �¢日（金） 0【・・15：38 �� �40名 �0 �〒080－0042 b山地血∠ 
1 �13 �（金） ：30 � �40名 �0 

11月24日（火） ��� �158名 � 

青森県 �1 1 �5日（木） 0－18：OD ��書森市費方1－1一拍 �80名 �（） �〒980－0814 適地 

岩手県 �11月1日］（水） ��� �90名 �0 

宮城県 �11月19日（木） ��� �170名 �○ 

栃木県 �11月20日（金） ���宇都宮市中央舟斗叫 �178名 � �〒1（和一8987 出地血∠ 

群馬県 �11月25日（水） ��� �110名 � 

埼玉県 � ��� �3川名 � 

千葉県 �11月13日（金） ��� �250名 � 

東京都 �11月4日（水） ��� �300名 � 
11月24日（火） ����300名 � 

11月30日（月） ����300名 � 

長野県 �11月6日（金） ��� �148名 �○ 

岐阜県 � ��� �130名 � �〒460－0001 臨地地 

愛知県 � ��� �湘名 � 

三重県 � ��� �120名 � 

滋賀県 �11月20日（金） ��� �110名 � �〒540－0008 出幽血∠ 

京都府 �11月11日（水） ��� �200名 � 

大阪府 �11月4日（水） ��� �300名 � 
11月17t】（火） ����300名 � 

奈良県 �11月30日（月） ��� �70名 � 

岡山県 �11月9日（月） ��� �200名 � �〒73D－0012 比幽血∠ 

広島県 �11月2 13：30 ��月） 8：30 � �130名 � 

11月4 13：30 ��水） 6：30 ��130名 � 

徳島県 �11月2 13：30 ��（金） 8：00 � �川0名 �○ �〒760－0068 膣幽 

香川県 �11月2 13：30 ��（火） 6：00 � �120名 �○ 

福岡県 �11月5日（木） ��� �125名 � �〒812－OD13 出払他出 
11月8日（金） ����125名 � 

長崎県 �11月11日（水） ���長崎市茂里町2－38 �70名 �0 

大分県 �11月9日（月） ��� �70名 �0 

鹿児島県 �11月13日（金） ��� �80名 �○ 

沖縄県 （；王）甲】ム �11月19巳（木） 可能人数は．芸 ��� �8t）名 昇れ定 �くつ ■I �〒9（氾」】006 出血地 



平成27年度下請取引適正化推進講習会の開催場所等について

開催地 �開催日時 ��開　催　場　所 �募集定員 �　（中小企業庁主催） 申込先 

秋田県 �11月26日（木） �� �100名 �〒980－8403 

山形県 �11月27日（金） �� �150名 

福島県 �11月18日（水） �� �200名 

茨城県 � ��茨城県産業会館 �90名 �〒330－9715 

東京都 �11月12日（木） �� �300名 
11月17日 13：30′－1 �火） 00 ��300名 

11月25日（水） ���300名 

神奈川県 �11月20日（金） �� �240名 

新潟県 �11月5日（禾） �� �200名 

山梨県 �日月27日（金） ��甲府市寿町28－1 �96名 

静岡県 �11月2日（月） ��静岡市葵区黒金町49 パルシェ3室 �柑0名 

愛知県 �1り∃13日（金） �� �300名 �〒458－0003 

富山県 �11月19日（木） ��富山市奥田新町8－1 �100名 

石川県 �日月20日（金） ��金沢市鞍月2－1 �100名 

福井県 �11月6日（金） ��福井県繊協ビル �70名 �〒540－8535 

兵庫県 �11月10日 13二30～16 �火） 30 � �240名 

大阪府 �11月13日（金） �� �340名 
日月25日（水） ���340名 

和歌山県 �11月27日（念） �� �70名 

鳥取県 �11月10日 13：30・・′1 �0 � �100名 � 

島根県 � �� �100名 

山口県 �11月13日（金） ��山口市大手町2－18 �100名 

愛媛県 �11月20日（金） �� �150名 � 

高知県 �11月27日（金） ��昔知市布師 �100名 
岡　　　　　田3992－2 

福岡県 � �� �150名 �〒812－8546 

佐賀県 �11月20日（金） �� �70名 

熊本県 �11月26日（木） �� �80名 

宮崎県 （；王）甲込可 �日月30日（月） 寵人数は．芸場 �� �60名 



11月は下請取引適正化推進月間です。

平成27年度下請取引適正化推進月間キャンペーン標語

押しつけず叩かず決めよう　適正価格

11月は下請取引適正化推進月間です。全国各地において下請取引適正化推進講習会（参

加費無料）を開催するほか，公正取引委員会（本局及び地方事務所等）や中小企業庁及び

経済産業省の地方経済産業局等で，下請取引に関する相談等にも応じています。詳しくは

次の連絡先にお問い合わせください。

下請取引については，「下請代金支払遅延等防止法」や「下請中小企業振興法」による振

興基準において，親事業者（発注者）の義務や禁止行為のルールなどが定められています。

公正取引委員会及び中小企業庁では，定期的に下請取引の実態を調査し，下請取引適正化

のための指導を行っています。

下請代金支払遅延等防止法
【親事業者の義務】

○取引条件等を記載した注文書の交付

○下請取引に関する事項を記載した書類の

作成と保存
○下請代金の支払期日を定めること

○遅延利息の支払

【親事業者の禁止行為】

○受領拒否

○下請代金の支払遅延

○下請代金の減額

○返品

○買いたたき

○物の購入強制・役務の利用強制

○報復措置

○有償支給原材料等の対価の早期決済

〇割引困難な手形の交付

○不当な経済上の利益の提供要請

○不当な給付内容の変更・やり直し

下請中小企業振興法
【振興基準】

○下請事業者の生産性の向上及び製品若し

くは情報成果物の品質若しくは性能又は

役務の品質の改善

○親事業者の発注分野の明確化及び発注方

法の改善

○下請事業者の施設又は設備の導入，技術の

向上及び事業の共同化

○対価の決定の方法，納品の検査の方法そ

の他取引条件の改善

○下請事業者の連携の推進

○下請事業者の自主的な事業の運営の推進

○下請取引に係る紛争の解決の促進



（広報原案2）

押しつけず叩かず決めよう　適正価格 
～11月は下請取引適正化推進月間です～ 

公正取引委員会／中小企業庁 

公正取引委員会及び中′J、企業庁は，毎年11月を「下請取引適正 

化推進月間」とし，下請代金支払遅延等防止法（通称「下請法」）及 
び下請中小企業振興法（通称「下請振興法」）の普及啓発を図ってい 

ます。 

全国各地において下請取引適正化推進講習会を開催するほか，下 

諸取引に関する質問等にも応じています。 

詳細は，公正取引委員会のホームページ（httl）：〟www．j氏C．go．jl）／）－ 

又は中小企業庁のホームページ（httt）：〟www．chusho．meti．go．jt）／） 

を御覧ください。 













 

 

                                                            薬第３６９号 

                                                    平成２７年１０月９日 

 

 

 関係団体の長 様 

 

 

                                          岐阜県健康福祉部薬務水道課長 

                       （公 印 省 略） 

 

 

麻薬、麻薬原料植物、向精神薬及び麻薬向精神薬原料を指定する 

    政令の一部を改正する政令の施行について（通知） 

 

 

 このことについて、別添写しのとおり平成２７年１０月２日付け薬生発１００２

第３号で厚生労働省医薬・生活衛生局長から通知がありましたので、ご承知願うと

ともに関係者に対し周知願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

  

                               

所 属 
岐阜県健康福祉部薬務水道課 

薬事麻薬係 

係 長 居 波 担 当  大 岩 

電 話  058-272-1111(内2576) 

ＦＡＸ  058-271-5731 

 









13：00～16：1＿0

200名・
大阪・ハートンホール
大阪市中央医南船場4こ右ヶ月本生命御堂筋ビ肝12F

、13：00～16：10
、300名

乗京・連合会鹿
【二＝二二鱒些芦攣担至至り二二二二コ

㌻ペットとの暮らしと社会インフラはどうあるべきか」 
高齢者の犬との暮らしは、病気の予防、健康寿命の延伸、そして医療費の削減を実現できる！ 

～その好循環を作る～ 

■■量翳ぷ旨さ軒■■13：05～ 太田光明先生 東京農業大学農学部バイオセラピー学科 動物介在療法学研究室教授農学博士。 

パネリストのご紹介 

3回目の参加ですが、今回も素晴らしい

講演でした。ペットからは元気や幸福感

等を沢山与えてもらえます。逆に人は
ペットに何を与えてあげられるのかを、

深く考えさせられる1日になりました。真

の共生を目指したいです。（女性20代）

人の福祉と動物の福祉の関係

について、多方面からお話を

聞かせていただき、とても勉強

になりました。今後に活かして

いきたいと思います。ありがと

うございました。（女性30代）

動物を適切に飼うこと、良い関係に
なることで、双方が幸せになれる社

会ができると感じました。また、色々

な立場の人（獣医、医療、教育、心理
学など）がチームを作って関わること

が大切だと感じました。（女性50代）

色々な業界の詩が聞けて、ペット

が人間の役に立っていることが

深くわかりました。動物への対応

考え方を見直すことができ、とて
も勉強になりました。また出席し

たいと感じました。（男性40代）

講師の話の伝え方が上手く、

大変わかりやすかったです。

スライド動画等もわかりやす

く、よく理解できました。人と

動物の関係について意識が

高まりました。（男性50代）



「 �シンポジウムスケジュール　　　　　　　　　　1 
12：30開場 13：00～13：05（5分間） �開会の挨拶 

13：05～14：00（55分間） �基調講演　太田光明先生 

14：15～16：05（110分間） �パネルディスカッション　司会進行：越村義雄実行委員長 パネリスト：太田光明先生、山口千津子先生（大阪）、須田沖天先生 

中塚圭子先生、野川亮輔先生（東京）、前日敦先生 
※残り時間で質疑応答含む 

16：05～16：10（5分間） �閉会の挨拶（一社）ジャパンケネルクラブ（」KC）永村武美理事長 

≪大阪会場アクセスマップ≫ ≪東京会場アクセスマップ≫

地下鉄御堂筋線・長堀鶴見緑地線「心斎橋」駅3番出口より徒歩2分　　　　　　　　　　東京メトロ千代田線「新御茶ノ水」駅B3出口目の前
（丸ノ内線／新宿線をご利用の方は地下道を通り、千代田線方面へ）

ペットとの共生推進協議会とは？
ペットと共に暮らす効用についての情報収集／分析／提供を行い、

より多くの家庭におけるペットとの共生を促進するとともに、

正しくかつ健全なペットを育てる上で必要な情報をわかりやすく発信することを目指しています。

すなわち、少しでも多くの国民に対して、動物愛護精神に基づく正しい知識の普及と、

人とペットが共生するより良い社会の実現を目的に、ペット関連業界9団体が大同回結しました。

参加者ご氏名 （ふりがな） � � � 

FAX番号 � 

参加希望会場 � 

ご職業 � 

撮いただいた個人情楓は、今後、本シンポジウムのお知らせやペットとの共生推進協議会が主催するセミナー、イベント等のご案内をするために使用いたします。利用巨的以外の無断利用、第三者への無断提供はいたしません。

ペットとの共生推進協議会シンポジウム事務局　T【し．03－5289・7040　FAX．03・5289－7041



協会ホームページについて 

●標準 EDI（流通 BMS）業界標準導入プログラム- 差し迫る流通 BMS の導入時期と 導入のポイントについて - 

標準 EDI(流通 BMS)業界標準導入プログラム説明用 PDFデータをアップしました。 

●第 11 回セルフメディケーションアワード作品募集開始 

募集期間２０１５年１０月１日(木)～２０１６年 1 月１５日(金)（必着）。 

 

事務局だより 

・軽減税率については、財務省の還付案が撤回され、与党税調会長が首相官邸の意向で更迭される

など急展開し、２０１７年４月の増税時からの導入に向けた論議が急ピッチに進められています。現

場での事務作業軽減にも配慮し、当初は完全なインボイス方式はとらずにいくことも検討されていま

す。あとは、どの範囲まで軽減税率品目とするかという線引きです。税収減額幅をどの程度にする

か、加工品、持ち帰り品との境をどうするかなどです。これらは、それこそ政治マターで国民の増税

感をどう和らげるか、納得いくような説明ができるかということではないでしょうか。大いに期待して論

議を見守りたいと思います。 

・医薬品の特別所得控除を求める声が、日本一般用医薬品連合会、日本ＯＴＣ医薬品協会から出され

ており、厚生労働省も平成２８年度の税制改正要望のトップに掲げました。ＪＡＣＤＳでは、先月のブ

ロック総会で会員企業の間名様の意見を聞き、１０月９日の常任理事会、理事会において、この問

題について検討した結果、制度導入に向け協力していくことを基幹決定しました。合わせて、医薬品

を軽減税率対象品目にするよう、引き続き求めていくことも確認されました。 

・第２９回のブロック総会が無事終了しました。全国４か所を回られた執行部の皆様、各ブロックに参加

された支部長と会員企業の皆様、お疲れさまでございました。また、多くの支部長の方がブロック総

会前に薬務課を訪問し、意見交換されました。ドラッグストアやＪＡＣＤＳの活動内容をご理解いただ

くとともに、地方行政の活動内容、協力すべき内容もわかってきたのではないかと思います。次回は

第３０回、来年２月に正会員、賛助会員での開催となります。 

・機能性表示食品、在宅介護食（スマイルケア）食の説明会が１０月１５日に五反田の会場で開催され

ました。事務局からもご案内をお送りしましたので、ご参加になった方もあったと思います。消費者庁

と農林水産省から講師が派遣され、機能性表示食品の届出に関する留意点の説明やスマイルケア

食の基準やこれからの普及推進活動について話されました。いまはまだ、普及の途中段階ですが、

勢いがつけばどんどん日常生活に浸透していくと思います。 
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